


ご あ い さ つ

財団法人 震災記念 世紀研究機構 、阪神・淡路大震災 経験 教訓 生

、命 尊厳 生 歓 高 ー 理念 基本 、復興 年総括検

証・提言 基 、「安全・安心 」 「共生社会 実現」 総合的

調査研究 行 、震災 経験 地域 、様々 地域課題 政策課題

提言 行 。

本報告書 、地域政策研究所 平成 年度 加古川市 中心 東播磨地域 ー

自主研究 成果 「都市圏域 空間構造 方 関 研究」

。

今、都市圏域 空間構造 大 変化 。 、 国 都市

圏 変化 、少子高齢化 情報化 流 中 加速度 増 。

変化 都市・地域計画 方 大 変 。

、国家 地域 広域化 局地化 同時 包摂 都市・地域計画 検討 、

試 ー 。政府 現在進 新 国

土計画 「国土形成計画」 文脈 位置 必要 。

本研究 、 化 都市圏域 空間構造変化 実態解明 行 、加速

広域化 局地化 新 地域 方 ー 研究

行 。実際 、加古川市 中心 東播磨地域 事例 、人口減少時代、非

成長時代 大都市周辺地域 変容 焦点 当 、新 都市計画課題 抽出

政策提言 。

本報告書 、空間構造変化 顕在化 都市計画課題 焦点 絞 提言 行

、今後、 幅広 観点 検討 課題 残 考 。本研究

成果 行政機関 、地域 団体等 広 活用 期待

。

最後 、今回 調査 、先行事例 ー 提供 協力 賜

行政機関 皆様方 心 感謝 。

平成 年 月

ひょうご は の と を か

し の と きる びを めるヒュ マンケアの を として

に づく なまちづくり と の をめざす な

を い を した のシンタンクとして な や に

ついて を っています

は が に を とした をフィ

ルドとした の を の のあり に する としてまとめ

たものです

の は きく しつつあります とりわけ わが における

の は や の れの で を しているともいえるでしょう

こうした をマネジメントする のあり も きく わりつつあります

ただ をこえた の と を に する の は ま

だその みがスタ トしたばかりといってよいでしょう が めている たな

としての もその のなかで づける があります

では モザイク する の の を ったうえで

する と のメカニズムと たな マネジメントのあり をテ マとして

を いました には を とした を に

の の に を て たな を することから

をとりまとめたものです

では から した に を り を いまし

たが より い から すべき も されていると えています

の が をはじめ の において く されていくことを してお

ります

になりましたが の にあたり などのデ タ でご を り

ました の に から いたします
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調査研究 背景 目的

東播磨地域 都市構造 変容 計画課題

東播磨地域 都市計画 問題

の と

の の と

の の

2006年 月、 三法 改正 国会 成立 。 内容 、都市計画

法、中心市街地活性化法 、郊外 拡散抑制、中心市街地 回帰 加速

、 ・ 実現 。 国

ー 圏域拡大 前提 大都市圏 空間政策 、人口減少

社会 急進 現在、 転換 現実的 顕在化 。一方、現

実 大都市圏 、局地的 高齢化・人口減少 影響 明確

、 病巣 着実 拡大 。 三法 見直 象徴 都市

空間政策 加速度的見直 、現実 都市圏域 作用 探 必

要 。

本研究 、 事態 踏 、 現在生起 大都市圏域全体 構造変化

明 、多様 形 問題 集中 縁辺部 焦点 当 。対象地域 、

神戸・大阪大都市圏 縁辺部 位置 兵庫県加古川市 中心 市 町 構成

東播磨地域 。手法 、各種統計 ー 用 、都市圏

、都市 、地域 調査分析 行 。

化 都市圏域 構造 方、加速 広域化 局地化 新

地域 方 ー 、人口減少社会、非成長時代 迎 大都市周

辺地域 変容 着目 、新 都市計画課題 探 、政策提言

。

都市圏 検討 、現状分析、東播磨地域間 相対的 位置関係 変化、都市

部 農村部、都市構造 変容 対応 課題 調査分析 行 。

東播磨地域 各市町 、大阪・神戸大都市圏 縁辺部 、拡散型 都市構

造 。 、 関係 近年弱 、周辺都市圏 関係 強

。 、今後 都市 理想 ・ 概念 非現

実的 、分散的都市構造 多拠点・局地的集約市街地 地域特性 対応 都

市構造 方 模索 、構築 。

章 同様 都市圏 、東播磨地域 都市計画 目標 現状、土地利用 動向

課題、都市計画 課題 調査分析 行 。

章 触 、東播磨地域 、拡散型 都市構造 市街化区域

基盤整備 未整備 多 、今後 低密度拡散化 促進 、 整

備 多大 投資 強 続 。 低迷 続 中心市街地

根本的 問題 取 組 必要性 。

８

３ ２

３

２

２

まちづくり の が において した その は

においては への への を さ

せ コンパクト シティの をはかろうとするものになっている わが はこれまで

スプロ ルによる を とした の をとってきたが

に する その をより なものとして させている

の においては ながらこうした の を にしつ

つあり その は に してきている まちづくり の しが する

の しは の においてどのように するかを る

がある

では こうした を まえ まず する の を

らかにし な で が する に を てることにした は

の に する を とする で さ

れる である としては デ タとともに を い レ

ベル レベル レベルの つのレベルで を うものである そしてモ

ザイク する の のあり する と のメカニズムと たな

マネジメントのあり をテ マとし を える

の に しながら たな を り としてまとめるも

のである

レベルの では の な の

と の に する についての を った

の は の にありながら の

となっている しかしながら その は まり との を めて

いる そのため の の とされているコンパクト シティという は

であり から など に した

のあり を し するべきである

と に レベルで の の と の

と の についての を った

でも れたが は の となっていため でも

が なところも く も を することは インフラ

に な を いられ けることになりかねない また を ける に

ついても な に り む がある

GIS
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加古川市 都市構造 特性 都市計画課題

地域・ ー 別 加古川市 地域課題

東播磨地域 都市圏域 構造 方（提言）

の の と

テ マ にみた の

における の のあり

都市 検討 、東播磨地域 、中心的位置 加古川市 取 上 、

都市問題 都市計画 課題 調査分析 行 。

加古川市 都市計画 課題 、市域 急速 拡大 ー 化 道路 中

心 未整備 。 、中心市街地 交通拠点 優位性

活 、近年 郊外 大型店舗 出店 衰退化 深刻

。

地域 検討 、上記 検討 踏 、具体的 兆候 現象、

論点 焦点 事例研究 行 。

① 中心市街地 再生 、 加古川駅周辺 衰退 原因、 取 施

策 問題点 取 上 、今後 中心市街地 方、方策 述 。

② 市街地 （大規模）土地利用転換 、近年 土地利用転換 傾向 探 、

工業系地域 住宅立地 、今後 地域 起 課題 明 。

③ 市街化調整区域 土地利用制御 方 、加古川市神野地区 住

環境 集落地区計画 分析 評価 行 、都市的 土地利用 非都市的土地

利用 共生 地域空間 創造 可能性 探 。

上記 調査分析 受 東播磨地域 加古川市 都市圏 構造 課題

対 「東播磨地域 都市圏域 構造 方」 提言 。

、新 広域連携 方 、 間 生活、文化、産業領域

相互補完 機能分担関係 明確 、東播磨都市圏域 魅力

。 、都市圏域 地域 、 独自 明確 性格 、

全体 、都市的 魅力 活力、豊 自然環境 内在 多様 市民生活 産業面

ー 応 自己充足 自立型広域生活圏 形成 。都市

圏域 市街地形成 自然環境 共生 土地利用 、地域性 分散 ー

型 都市空間 ー 新 都市構造 指摘 。

加古川市 都市計画課題 対応 、低密度 一律的 拡散 都市

構造 、多拠点 ー 分散集約型 都市構造 。中心市街地

、 歴史的経緯 踏 、交通拠点 潜在力 生 、経済的 拠

点 文化的 側面 加 個性的 多重 魅力 中心市街地 。

既成市街地 土地利用 ー 実効性 、弾力的 複合的 土

地利用 前提 地区計画 特別用途地区 手法 活用 、 地域 物的環

境 加 社会的環境 合 構築 。市街

化調整区域 、都市全体 重要 位置 、都市的土地利

用 自然環境・農業的土地利用 調和 共生的土地利用 考 方 必要

示 。

レベルの では で にある を り げ そこ

での と の についての を った

で の は の な によるスプロ ル のため を

としたインフラの があげられる また も としての

を かせないまま の への の などのために が となって

いる

レベルの では のレベルでの を まえ な としての

に をしぼる を った

の では の の これまで られてきた

の を り げ の のあり について べている

の では の の を るとともに

での により の で こる を らかにした

における のあり では における

と についての と を い な と

が する の の を っている

の を けたかたちで と の の からみた

に して における の のあり を している

まず たな のあり として それぞれのエリア の

における と を にし としての をつくりだ

すこと また とその について それぞれ の な づけがなされ

として な と かな を して な や

からのニ ズに じられる できる の をめざすこと

の と と する など をふまえた ネットワ

ク の パタ ンからなる たな をめざすことを している

つぎに の への として で に している

から がネットワ クする の をめざすこと

では その も まえて としての を かしつつ な

のみならず な も えた な の をもつ をめざすこと

の コントロ ルを あるものにするため で な

を とした や などの を し さらに の

に えて をも わせてマネジメントするプログラムを すること

については のなかでの な にあることから

と が する の え が であることを

している

JR
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また のような や の に して これら

を に し と の の に される たなエリアマネジメントの

みとして プログラムを すること さらに その として

プログラムを するために に わるさまざまな の

を い の を にモニタリングする みが であ

ることを している

、以上 市街地 市街化調整区域 土地利用、空間変化 対 、

適正 管理 、都市全体 地域 調整 上 運用 新

仕組 、空間管理 創設 、 、 前提 、空間管

理 実現 、広域・都市・地域 関 情報 一元的管

理 行 、社会的経済的、空間的動向 変化 常 仕組 必要

提起 。
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2006

15

2001

年 月、懸案 三法 改正 国会 成立 。今回 、

同三法 、都市計画法、中心市街地活性化法 、大型店 立地調整強化 核

都市機能 適正立地、中心市街地振興支援拡充 両輪 見直 行

。郊外 拡散抑制、中心市街地 回帰 加速 、 ・

実現 。 国 人口減少社会 急進 現在、

ー 圏域拡大 前提 大都市圏 空間政策 、 転換

現実的 顕在化 。一方、現実 大都市圏 、局

地的 高齢化・人口減少 影響 明確 、 病巣 着実 拡

大 。 三法 見直 象徴 都市空間政策 加速度的見直 、

現実 都市圏域 作用 。

本研究 、 事態 踏 、 現在生起 大都市圏域全体 構造変化

明 、多様 形 問題 集中 縁辺部 焦点 当 。実

際 、神戸・大阪大都市圏 縁辺部 位置 加古川市 中心 東播磨地域 事

例 、 空間構造変化、 抽出 課題地区 ー ・

行 。従来、都市問題 対処 個別問題 場限 対応

、本研究 示 実際 大都市圏域全体 構造変化 深 連動

、 広域的視点 ー 局地的 顕在化 課題 政

策対応 不可避 視点 。

現在、政府 策定 進 国土形成計画 『中間 』

、大都市圏固有 問題 対処 示唆 。 、国際競争力 産

業育成環境 整備 、 魅力 高 都市機能集積、景観 ー

配慮 課題、 都心人口回帰、郊外人口減 踏 、広域

的 土地利用 再構築推進 指摘 （国土審議会計画部会中間 ー

）。 、 課題 認識 、国土交通省 検討 『大都市圏 ー

・ 』（ 年） 既 明示 。同報

告書 、 具体的 神戸・大阪大都市圏 地域再編 方向 ①三大都

市 都心機能強化 ② 活力創造 ③拠点都市群 活

力・特色形成 指摘 、圏域全体 相互連携的 必要性 示唆

。 国土交通省『大都市圏 ー ・ 』 同時期 経済

産業省 『近畿圏大都市部 再編整備計画調査』 行 。 、大

都市圏域 埋 込 産業拠点 ー 化 、圏域内 「自律

型産業 ー」形成 必要性 強 指摘 。国土交通省 空間的視点

８ であったまちづくり の が において した は

のうち について の を

とする の などを として しが われ

たものである への への を させ コンパクト シティ

の をはかろうとするものといってよい わが が に する こ

れまでのスプロ ルによる を とした の は その をよ

り なものとして させているようだ の においては

ながらこうした の を にしつつあり その は に

してきている まちづくり の しが する の しは

の においてどのように するのだろうか

では こうした を まえ まず する の を

らかにしたうえで な で が する に を てることにした

には の に する を とした を

に による ここから された におけるケ ス スタ

ディを うものである への が へのややその りの

であったが が すようにそれは には の と く

しており したがってかかる をベ スとして に する への

こそ の なのである

によって が められている の とりまとめ にお

いて の への が されている そこでは のある

の とともに にぎわいや を める やユニバ サ

ルデザインへの といった さらには を まえ

な の が されている とりまとめ ペ

ジ もっとも こうした への は が した のリノベ

ション プログラム において に されていたところでもある

では より に における の として

の ベイエリアを のフロンティアとして の

を し の ダイナミズムの を したので

ある この のリノベ ション プログラム とほぼ に

は における を っている ここでは

に め まれた をネットワ ク することによって に

クラスタ の を く したのである の と

GIS
※

）

）

）
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の がもたらす の

のリノベ ションとまちづくりの
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経済産業省 産業的視点 、縦割 構図 中 必 融合点 各々

、 軌 一 大都市内部 局地的再生 圏域全体

中 点検・検討 必要性 示 。

状況下 制定 「 三法」（ 年） 、 調査研究成

果 問題認識 、中心市街地再生 広域的 視点 欠落 。実

際、 年 総務省 評価 、同法 機能 明

。 背景 、同三法 政策 中心市街地 局地的再生 向 仕組

・制度 傾注 、「足 投票」 可能 経済活動 規制 緩 郊外

目 向 、 対処 基礎自治体 広域調整 視点 有 、 力

。中心市街地再生 試 失敗 理由 、個別都市問題

「広域的視点」 欠如 尽 。

今後、人口減少 「縮退」 都市圏域 直面 都市問題 、現実

広域的 多様 重層的 関係 中 浮上 閑

却 。個別問題 局地的緊急対処 同時 、広域的

見据 構造的視点 政策策定 堅持 求 。

広域的視点 都市問題 ー 、高齢化・人口減少下

大都市圏 構造 変化 点検 必要 。近年

具体的 変化 、後段 検討 参照 、 若干

検討 行 。

示 「都市化 発展段階説」 、都市化 推移 発生段階 長

期的視点 説明 試 、中心都市 郊外 人口 相対的変化

着目 。 ・ 実証研究 、大阪 郊外化 進行

中心都市 衰退 特色 、「郊外化 段階」 指摘 。

、現代 都市圏 直面 空間構造問題 、都市内部 構造 規定

要素 雇用 分布 ー 深 関 。 年代以降、神戸・大阪大都市圏

構造変化 、単純 郊外化 捉 変化 顕在化 。 、大都

市圏域全体 多核化 。 変化 先駆的 論及 成田・田口 諸研究

、 後、神戸・大阪都市圏 多核化 様々 実証研究 行 。

、 年代以降 都市経済 、 大 転換 経験

。情報化、 ー ー 基軸 企業 行動変化 、 国

都市 同時 転換点 示唆 、 都市 再

編 、個別都市 内部構造 変容 促 。

神戸・大阪大都市圏 産業空間構造 変化 、 同大都市圏

含 近畿 府 県 市区町村 ー 追跡 行 。実際 分析 、

人口 従業地 就業者数 指標 取 上 。前者 国勢調査 、

後者 事業所統計調査結果 用 、分析年次 両指標 若干 差異

の は りの の で ずしもその を がデザイン

したものではないが これらは を にして の が のダイ

ナミズムの で する があることを したものといえる

こうした で された まちづくり は これらの

による にもかかわらず に な が していた

における の によって がほとんど していないことが ら

かとなった その には による が の に けた

み に したために による が な がより の い

に を け これに すべき は の を していないか その

がなかったためである のための みが した は

にたいして が していたことに きる

にともない する において する も

には で かつ な のダイナミズムの で するものであることを

してはならないだろう への と に ダイナミズム

を えた を において することが められる

こうした から にアプロ チするうえで にお

いて の がどのように するのかを しておく があろう にお

ける な は における による を されたいが ここでは の

を っておくことにする

クラッセンが した の は の をその から

で を みようとするもので と における の に

したものである クラッセン モデルの によれば は の と

の に づけられ の にあることが されている しか

し の が する は の を するいまひとつの

である の パタ ンに く わっている

の は な では えきれない が しつつある それは

の である この を に したのは らの

であるが その の について な が われている

いずれにしても における は これまでにない きな を

しつつある グロ バリゼ ションを とする の は わが の

システムもまた に にあることを しており かかる システムの

は の の を すことになる

における の をみるために ここでは

を む の デ タの を うことにした の において

と における の を り げることにした は を

は を いているため は において の が

1999

2004

80

1980

GIS
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第 表 神戸・大阪大都市圏 人口・従業者 変化 ー1-3-1 における の パタ ン衢）

変化類型

計

市区町村別変化類型

全国平均
上 回
人口増加率

＊

＊

全国平均
上 回

＊

＊

年代

市区町村数
構 成 比
（％）

年代

市区町村数
構 成 比
（％）

年代

市区町村数
構 成 比
（％）

１

２

３

４

－ －

を
る

を
る

従業者増加率

1970

91

83

20

173

367

24.8

27.9

5.7

49.7

100.0

1980

95

57

18

197

367

25.9

15.5

4.9

53.7

100.0

1990

99

84

37

147

367

27.0

22.0

10.3

40.1

100.0

あることはお りしておきたい

さて の を するにあたり ここでは を させたうえで

を に を うことにした はタイプ けのパタ ンを したもの

である

において も かったのは とも を るパタ ン

で の に んでいる いで とも を るパタ

ン で の ほぼ の であった こうした は に っても

きく していないが ただ とも を るパタ ン が ポイント し

ていることが である に ると は きく する も きく した

のはパタ ン で ポイント している またパタ ン は ポイント パタ

ン が ポイント しており において きな を めていなかった

パタ ンが きなウェイトを め めたともいえる と の による な

せではあるが なタイプの が する にあるといってよいだろう さ

らに における の パタ ンが きく しているのに して

において とも に に していることが らかとなった

かかる を に えるために したものが である ここでは

の もあり における の のみを している

断 。

、変化 状況 図示 、 両指標 対応 、全国平

均値 基準 分類 行 。第 表 分 ー 示

。

年代 、最 多 人口、従業者数 全国平均 下回 ー

、全体 ％、約 割 及 。次 、両指標 全国値 上回 ー

、全体 ％、 分 。 状況 、 年代 入 大

変化 、 両指標 全国値 下回 ー 増加

特徴 。 年代 入 状況 大 変化 。最 大 変化

ー 、 減少 。 ー 約 、 ー

約 増大 、 ～ 年代 大 割合 占

ー 大 占 始 。人口 従業者 増減 単純

組合 、多様 地域 混在 方向 。

、 年代 市区町村 分布 ー 大 拡散 対 、 年

代、 年代 両指標 全国平均値 明確 収斂 明 。

状況 空間的 捉 地図化 第 図 。 、

紙幅 関係 、 年代 神戸・大阪大都市圏域 変化 示 。

1-3-1

1970

49.7

24.8 80

90

13.6

70 80

70 80

90

1-3-1

90

４ ５

１ ４ １

４ ４

４ ２ ７

３ ５
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第 図 年代 神戸・大阪大都市圏
空間構造変化

1-3-1 1990 における
の 衢）

90

70

80

70

100

90

70 90

70

年代前期 特徴 、大阪、

京都、神戸 極 大都市圏域 全体

拡大 。 年代

、大阪市 外延地域 連担 滋

賀県南部 集中 、 年代 入

神戸市 周辺 中心 西漸 。 年代

以降、大阪湾奥部 位置 旧阪神工業地帯

都市群 一環 衰退 傾向 、

過去 年間関西圏 国 産業

経済 支 産業空間 大 変容

示唆 。 指

摘 点 、 年代 大都市

圏縁辺部 変化 。 年代

年代 府 県全域 多様 ー

散在・拡散傾向 。 、 極

中心市 連担 大都市圏域内部

、多様 ー 現出

注目 。

、 年代以降 神戸・大阪大都市圏域 構造変化 、相対的増加地

域 外延的拡大、大都市縁辺地域 含 多様 変化 ー 顕在化、

変化全体 実際 全国平均値 収斂 傾向 特徴

。 、大都市圏域 従来 都市化 域 越 農村部、場合

中山間地域 示唆 、 広域化 同時

圏域全体 状 多様 変化 方向 指向 可能性 示

考 。

、 多核化・ 化 顕在化 。 、

国産業・企業 直面 潮流変化 関 。

都市 土地利用 様々 主体 付 値 形成 知 。

、主体 都心部 付 値 、一般 他 主体 比 大

、 同心円構造 中心 中心業務地区 位置 。

問題 、 形成 土地利用 頂点 行動 変化

見 始 。 付 値曲線 、 傾 形状 変

。

変化 早 顕在化 、欧米 都市圏内部 多核化 。

、事業所群 郊外 移転 牽引 変化 。 国 、

における のひとつは

を とする が と

して していることである におい

ては の とこれに する

に していたが に ると

の を に している

に する

の はほぼ して の にあるが

のみならずわが の

を えてきた が きく して

きていることを している いまひとつ

しておきたい は における

における である から

にかけては に なパタ

ンが にある さらに を

なす に する におい

ても なパタ ンが していることは

しておかなければならないだろう

このように における の は

の をも む な パタ ンの さらにこうし

た が には に する にあることなどをその としてあげ

ることができるだろう それは が の の を えて

によっては におよびつつあることが されており こうした と

にかかる がいわばモザイク に な の を する をも して

いると えてよいだろう

それでは なぜこうした モザイク が しつつあるのだろうか それは

わが が する と わっている

の が な の け によって されていることは られている

たとえば としてのオフィスによる の け は に の に べて

きく これまで の に として づけられてきた ここでの

は こうして されてきた のいわば をなすオフィスの に が

え めたことである オフィスの け は その きや を えてきているの

である

こうした がいち く したのが における の であろう

それは の への が した でもあった わが においても これ

３

２ ４

３

モザイク する と する の

のメカニズム

化 大都市圏 顕在化 「質」 選択

第 節 構造変化 ：４
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までのように に し い を けてきたオフィスが ともこうした

を する はない むしろ のあり やこれに づく システム

の しをも め これまでオフィスが しなかった への も まると え

られる こうした け の に わる に え の といった

にも すべきである において されていた はやや れ

しているとはいえ を することによって な を して

きた しかし の における は たとえばオフィス と

が するといったいくつかの が したタイプの の が きくなって

こよう は こうした の によって け の をクリアする

を することになる また インナ シティ といった な

は かかる の や け の によって より しこれまでの

の も になり より された になることが される の

はこれまでの に した から で なコミュニティが

され はこうした を するという に しつつある

モザイク する は の あるいは における

が く への の になっている

かかる から じる は これまで を としてその を し

てきた とはその が きく なる が い におけ

る の の や の の まりは の

の を で う を するものである

では こうした たな で する について に

おける きを したうえで において された をケ ス スタディ

として を うものである モザイクの において した を に す

ることによって われわれは の かりをつかむことができると え

ている

この は を とし の

を という としてとらえ そこでの

の と のあり について じるものである は の

みとしては の に づけられ としては

に される の をなしている の に まれ マクロ

にみれば のア バンフリンジとして の からみた とともに

の の を えている でもある のような な

の で を めるためには での づけなどマクロな

とともに の の を するミクロな の な が

である そこで この における は の がりからつぎの つのレベル

都心 対 高 評価 続 、今後 姿

勢 継続 保証 。 、情報交換 方 基 意思決定

見直 含 、 指向 郊外等 評価 高 考

。 付 値 形状 関 変化 加 、主体 多様化・複合化 変

化 着目 。従来、都市 仮定 行動主体 現実離

、単一機能 想定 説得的 土地利用形態 説明

。 、今後 都市 活動主体 、 ・事業所機能 住宅

一体化 機能 複合化 主体 割合 大

。都心居住 、 主体 複合化 付 値 障壁 可能性

有 。 、都心、 ー 、郊外 比較的明快 土地利

用構造 、 主体 複合化 付 値 形状変化 、 錯綜 土

地利用 境界自体 曖昧 、 細分化 姿 予見 。都市

空間構造 機能別 特化 土地利用 、多様 個性的

形成 、企業、住民 地域 「選択」 方向 変化 。多

核化・ 化 大都市圏内部 、「質」 選択、 人口減少下 量

的縮退 招 「質」 逃避 時代 。

過程 生 局地的課題 、 混雑 起因 解決策 提示

「都市問題」 性格 大 異 可能性 強 。大都市圏域内部

社会経済活動 相互依存性 強化 人々 移動・流動性 高 、現下 大都市圏

域 問題解決 広域的視点 行 必要性 示唆 。

本研究 、 新 状況下 顕在化 局地的問題 、東播磨地域

動 鳥瞰 、同圏域 惹起 局地的問題 ー ・

検討 行 。 一片 顕在化 課題 丹念 点検

、 次世代型都市政策 手掛 考

。

調査研究 、兵庫県加古川市 中心 、明石市、高砂市、播磨町、稲美町

市 町 、東播磨都市圏域（以下「東播磨地域」 ） 、 空間

構造 現状 、今後 方 論 。東播磨地域 、都市計画上

枠組 、東播磨都市計画区域 南部地域 位置 、都市計画 一

体的 計画 区域 一部 。神戸・大阪大都市圏 中 含 、

、大都市圏 ー 、都市 空間構造 課題 、

個々 土地利用上 問題 抱 区域 。以上 重層的、階層的 都

市・地域構造 中 、調査分析 進 、大都市圏 位置

分析 、個別 土地利用上 問題 把握 分析 複眼的 視点 必要

。 、 研究 調査分析 、領域 広

CBD

１．調査分析 枠組の み

２

２

３

第 節 調査分析 方法５ の
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神戸・大阪大都市圏

高砂市

加古川市
稲美町

播磨町

東播磨地域

明石市

神戸市

大阪市

加古川市

加古川市

で うものとする

レベル

レベル

レベル

このうち の レベルの では と の

との の をあつかい また の の と

の の を するものである

の レベルの では のうち

にある を り げて そこでの と

の をさぐるものである

の レベルでの は のレベルでの

をふまえて な としての に を

しぼる を う は の で

な をもつ の である

の

の

における のあり

行 。

Ⅰ 都市圏

Ⅱ 都市

Ⅲ 地域

、Ⅰ 都市圏 検討 、神戸、大阪大都市圏 東播磨地域 諸都

市 関係 変化 、 、東播磨地域内 市 町間 相互関係 都市圏

域内 都市計画上 課題 検討 。

Ⅱ 都市 検討 、東播磨地域 、中心的

位置 加古川市 取 上 、 都市問題 都

市計画 課題 。

Ⅲ 地域 検討 、上記Ⅰ、Ⅱ 検

討 、具体的 兆候 現象、論点 焦点

事例研究 行 。対象地域 、加古川市 中 、都

市計画的 課題 以下 地域 。

① 中心市街地 再生： 加古川駅周辺地域

② 市街地 （大規模）土地利用転換：野口地域

③ 市街化調整区域 土地利用制御 方：神野

地域

盧

盪

蘯

都市圏 検討

都市 検討

地域 検討

レベルでの

レベルでの

レベルでの

２ ２

JR
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第 図 調査分析 ー1-5-1 のフロ

レ ベ ル

レ ベ ル
レベル

レ ベ ル
レベル

の とその の と の

の な の と
の に する

の の の

の と の と の
とスプロ ル ベッドタウン の と

テ マ

の
における

の
と

にお
ける たな

の のあり の への たなエリアマネジメ
ント

Ⅰ

Ⅱ
都市

Ⅲ
地域

問題 所在、大都市圏空間構造変化 論点、調査研究 背景 視点、調査分析 方法

現状分析、東播磨地域間 相対的 位置関係 変化、都市部 農村部、都
市構造 変容 対応 課題

都市計画 現状、土地利用 動向、都市計画 課題

人口 動向 少子高齢化、都市計画 現状 課題、住宅立地・宅地開発
動向 ー 化・ 化、土地利用 動向、都市交通 道路
整備

調査分析対象地域 ー 設定

中心市街地
古川駅周辺

地域

市街地 土地利用：
工業系地域
住居系施設立地 動
向 課題
野口地域

市街化調整区域
新 土地利用

制御
神野地区

今後 東播磨都市圏域 方、加古川市 都市計画課題 対応、新

都市圏レベル

１． ／

２． ／

３． ／

４． ／

５． ／

６．

調査研究 背景 目的

東播磨地域 都市構造 変容 計画課題

東播磨地域 都市計画 問題

加古川市 都市構造 特性 都市計画課題

地域・ ー 別 加古川市 地域課題

東播磨地域 都市圏域 構造 方（提言）

の と

の の と

の の

の の と

テ マ にみた の

における の のあり

藺

藺
藺

JR加

２．調査分析方法

調査研究方法 、上記 枠組 、研究員 調査分析 、東播磨

都市圏域研究会 議論、 研究会 招待講演 、 内容 取

。

調査分析 ー図 以下 示 。

については の みについて による と

での また での をもとに それぞれの を りま

とめるものである

のフロ を に す
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回 数

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

日 時

月 日

月 日

月 日

月 日

月 日

内 容

・研究 位置 、調査 方針、分析 視点 検討
・調査 各種 ー 確認

・東播磨地域 関 ー 分析結果 ー ー 話
中間報告案

※ ー ー：小松原祐二 氏（東播磨県民局県土整備部
課 課長）

・第 回 議論 追加修正 行 、東播磨地域全体 調査結果

・加古川市 関 各種 ー 加古川市 都市計画 関 議論

・第 回 議論 加古川市 関 中間的 ー
ー ー 話 参考 、加古川駅前 大規模店舗 出店

状況 、都市計画 面 加古川市 問題点 抽出、議論
※ ー ー：山脇 徹 氏（加古川市都市計画課 課長）

・全体 通 議論 行 、調整、修正 経 最終報告案

１

２

３

４

５

７

９

２ １

２

３

20

28

10 23

12 12

貎

貎

貎

貎

貎

木

木

月

火

木

の づけ の の などの
のための デ タの

に するデ タの およびゲストスピ カ の をも
とに のとりまとめ
ゲストスピ カ まちづく
り

の をもとに を い の のと
りまとめ

に する デ タをもとに の に する

における をまとめた に する デ タおよびゲ
ストスピ カ の を にしながら や の

など の から の を
ゲストスピ カ

を じた を い を て のとりまとめ

（第 章 引用文献）

（第 章 参考文献）

（本報告書 ー 解析）

１

１

の

の

でのデ タ

衢）加藤恵正（ ）：『都市・地域経済 転換 係 経済地理学研究』神戸商科大学経済研究所

）国土審議会計画部会（ ）：『計画部会中間 』
）国土交通省都市・地域局編（ ）：『大都市 ー ・ （東京圏・京阪神圏）』 財務省印

刷局
）経済産業省：『近畿圏大都市部 再編整備計画調査』
）田口芳明・成田孝三編（ ）：『都市圏多核化 展開』東京大学出版

※）本報告書 、『統計 』（ ） 年国勢調査 町丁・字等 ー
ー 、国勢調査及 住民基本台帳等 町丁・字等 数値 ー （人口、世帯、面積等） 入力 、

地図化 ー 解析 行 。

2002 19 22

2006
2001

1986

2000

の に る

とりまとめ
のリノベ ション プログラム

における
の

では プラザ より の デ
タをダウンロ ドし び の の デ タ を し

したものでデ タ を っている

， ． ，

１
２ ，

３
４

p

GIS http: gisplaza stat go jp GISPlaza// . . . / /

調査研究 体制

研究会 開催状況

の

の

貎

貎

貎

貎

貎

貎

ひょうご

ひょうご

ひょうご

ひょうご

ひょうご

ひょうご

コ プラン

震災記念 世紀研究機構地域政策研究所長加 藤 恵 正

（兵庫県立大学経済学部教授）

震災記念 世紀研究機構地域政策研究所 上級研究員三 輪 康 一

（神戸大学工学部助教授）

震災記念 世紀研究機構地域政策研究所 主任研究員田 端 和 彦

（兵庫大学経済情報学部助教授）

震災記念 世紀研究機構地域政策研究所 主任研究員下 村 恒 雄

（兵庫県）

震災記念 世紀研究機構地域政策研究所 主任研究員山 本 匡 毅

震災記念 世紀研究機構地域政策研究所 研究員吉 原 誠

（株式会社 ー・ ）

21

21

21

21

21

21

財

財

財

財

財

財
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第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第 章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２ 東播磨地域 都市構造 変容 計画課題の の と

第 図 東播磨地域 位置2-1-1 の

本研究 、人口減少下 都市 空間構造変化 明 、

化 都市圏域 空間構造変化 実態解明 行 、加速 広域化 局地化

新 地域 方 ー 研究 進 。

、神戸・大阪大都市圏 縁辺部 位置 東播磨地域 起

様々 変化 分析 、課題 明 上 、各種 統計資料 変化 追

重要 。

以下、第 節 、人口、世帯数 取 上 、加速 核家族化、少子高齢化 実態

明 。 、土地利用 関係 変容 産業構造 現状分析 行

。第 節 、転出入 人口移動、通勤・通学 人口流動 指標 用

、神戸・大阪大都市圏 東播磨地域間 相対的 位置関係 変化 分析 行

。 、第 節 、都市構造変化 明確 、都市部

人口集中地区 指標 用 、農村部 土地利用 変化 関 指標 用 分

析 行 。

東播磨地域 、明石市、加古川市、

高砂市、稲美町、播磨町 市 町

構成 、兵庫県臨海部 中心部

位置 。東 神戸・阪神地域、西

中播磨地域、南 明石海峡

淡路地域、北 北播磨地域 接

。（第 図参照）

、神戸、大阪 神戸・

大阪大都市圏 西部 位置 、神戸、

大阪地域 通勤・通学圏 発展

歴史 持 。

神戸・大阪大都市圏 、 年

年 、加古川市 北部

加西市、福崎町、 姫路市 西

部 相生市、龍野市 周辺市町村

新 編入 発展 。

（第 図参照）

では における の を らかにするため モザイク

する の の を ったうえで する と の

メカニズムと たな マネジメントのあり をテ マとして を めている

そのため の に する で こってきたこれま

での な を し を らかにする で の による で う

ことが である

では を り げ する の

を らかにした また の から する について を っ

ている では による による の を い

て と の な の について を っ

ている さらに では をより にするため においては

の を い においては の に する を いて

を っている

は

の で

され のほぼ

に する は

は は をはさみ

は に してい

る

そして からなる

の に し

への として

してきたという を っている こ

の も から

にかけて の にあ

る そして の

にある を

として たに し している

１

２

３

３ ２

１．東播磨地域 位置の

2-1-1

1985

1995

2-1-2

第 節 現状分析１
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第 図 京阪神大都市圏 拡大（ ）2-1-2 1985-1995の 衢

衫

）

）第 図 東播磨地域 区域分類2-1-3 の

一方、東播磨地域 、県下最大 河川 加古川 多 支流 持 、地域中央部

流 、瀬戸内海 注 。全体 川 中心 、海 開 伸 開放性

空間 。人口 市 町

合 人 兵庫県 ％、総

面積 県土 ％ 占 。

（ 年国勢調査）

、都市構造 明 上 、東

播磨地域 区域分類

把握 大前提 。 、東

播磨地域 区域分類 第 図 示 。

東播磨地域 全域 都市計画区域

。基本的 地域沿岸部 中心

市街化区域 帯状 東西 広 、

以北 内陸部 市街化調整区域

、内陸部 市街化区域 点在

特色 。

は の である が くの を ち

を れ へと ぐ として を に へと かれた びやかな

のある となっている は

わせて で の

は で の を める

また を らかにする で

がどのような であるかを

することが となる そこで

の を に す

は が となっ

ている に を として

が に へと がり その

である は である

が にも が すること

が となっている

３ ２

718,429 12.9

266.20 3.2

2005

2-1-3

裄
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第 図 兵庫県、神戸市、東播磨地域 人口、世帯数 推移

第 図 東播磨地域 人口、世帯数 推移

2-1-4

2-1-5

の の

の の

衢

衢

）

）

２．急増 人口、世帯する

1965

2-1-4 2-1-5

2-1-6

2-1-4

1965

1965

2005

1.3 1.25

1995 2.0

2000 2.05

2005

1965

40

1980

2005 3.15

2-1-5

1965 2000

2005

1965

2005

3.16 2.62

4.93 4.05

年以降 国勢調査 兵庫県、神戸市、東播磨地域 人口、世帯数 推移 第

図 、東播磨地域 各市町 人口、世帯数 推移 第 図 、東播磨地域 占

各市町 人口割合 推移 第 図 示 。

第 図 、兵庫県、神戸

市、東播磨地域 、 年以降、

人口、世帯数 増加 。

年 人口 基準 、

兵庫県、神戸市 年

倍、 倍 。

一方 、東播磨 、 年

倍 超 、 年 倍 、

神戸・阪神間

人口 増加 、 年

減少 転 。

同様 年 世帯数 基準

、 年間 兵庫県、神戸市

場合、約 倍 増加

、東播磨 、 年 倍

超 、 年 倍 、

核家族化 顕著 。

第 図 、東播磨地域

市 町 年 年

、人口、世帯数 増加

一途 辿 。 、

増加率 頭打 、 年

加古川市 除 人口 減少

転 。

年 基準 各市町 伸

、 年 人口 、播

磨町 倍、加古川市 倍

、増加率 大

。 、世帯数 同様 、播磨

町 倍、加古川市 倍

、核家族化 顕著

。

の による の の を

に の の の を に に

める の の を に す

より

では

ともに している

の を とすると

が でそれぞ

れ となっている

で は に

を え に となり

のベッドタウンとし

て が していたが

には に じている

に の を と

すると で

の の となってい

るが は に を

え には となり

が になっている

より の

は から にか

けて ともに の

を ってきた しかし その

は ちとなり に

は を いて が に

じている

を とした の

びをみると の は

が が

となり が きくなってい

る また も で

が が と

なり が になって

いる

２

２

３ ２
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第 図 東播磨地域 占 各市町 人口 割合 推移2-1-6 に める の の の 衢

袁

）

）第 図 東播磨地域 人口密度分布2-1-7 の

第 図 、東播磨地域 占

各市町 人口 割合 推移 、

明石市 年 ％ 東播

磨 半分 占 、

後、減少 続 。同様 高砂

市、稲美町 割合 減少 。

一方、加古川市、播磨町 占 割

合 、増加 続 、加古川市 、

年 明石市 差 ％ 、

年 ％ 。播

磨町 、 年 稲美町

占 割合 上回 。

次 東播磨地域 、人口分

布 構造 言及 。東播磨地域 年国勢調査

人口密度分布 第 図 示 。

東播磨地域 、加古川市、稲美町 市街化調整区域 、人口密度 低

。 、加古川市 、市街化区域 加古川駅周辺、野口

町、市街化調整区域 神野町 人口密度 低 町丁目 高 町丁目 状 分布

。 東播磨地域 全体的 低密度 傾向 。

2-1-6

1970 47.3

1970

18.2

2005 3.3

1995

2000

2-1-7

より に

める の の の では

が に とほぼ

のほぼ を めていたが その

し けている に

の も している

の める

は し け は

に との が あったが

には となっている

については に の

める を っている

に において

がどのような になっているかについて する の に

よる を に す

においては の において は

くなっている また においては である

の で が い と い がモザイク に

している また は に という もある

JR
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第 図 東播磨地域 核家族世帯率2-1-8 の 袁）

さらに における の の に

める の を で したものを に す

の をみると の では を える が

のみならず にもモザイク に く しており の として え

ることができる

でみると においては び での が く

の に している で を えている

においては の び の で

が い が している また においては

の と に の もモザイク に している

においては び に が い が して

いる

においては は の よりは くなっているが にお

いては の が く している

の という の およ

び の という の を に

の の の および の を に す

、 年国勢調査 東播磨地域 各町丁目 核家族世帯率（全世帯 占

核家族世帯 割合） 処理 第 図 示 。

核家族世帯率 分布 、全体 傾向 、 ％ 超 町丁目 市街化区域

市街化調整区域 状 広 分布 、地域 課題 捉

。

各市町 、明石市 、海岸部及 沿線 核家族世帯率 高 、

市東部 神戸市 隣接 町丁目 ％ 超 。

加古川市 、 加古川線 沿線及 加古川駅以西 沿線 核家族世帯率

高 町丁目 分布 。 、 加古川駅周辺、野口町、神野町 、

人口密度 分布 同様 核家族世帯率 分布 状 分布 。

高砂市 、新幹線沿線及 海岸部 核家族世帯率 高 町丁目 分布

。

稲美町 、核家族世帯率 、他 市町 低 、播磨町

、 ％以上 町丁目 多 分布 。

兵庫県、神戸市、東播磨地域 歳未満人口（以下「年少人口」 ） 割合

歳以上人口 割合（以下「高齢化率」 ） 推移 第 図 、東播磨地域

各市町 年少人口 割合 高齢化率 推移 第 図 示 。

2000

2-1-8

25.0

33.9

25.0

15

65 2-1-9

2-1-10

GIS

JR

JR JR

JR

３．加速 少子高齢化する
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第 図 兵庫県、神戸市、東播磨地域 年少人口 割合 高齢
化率 推移

第 図 東播磨地域 年少人口 割合 高齢化率 推移

2-1-9

2-1-10

の の と
の

の の と の

衢

衢

）

）

第 図 、兵庫県、神戸

市、東播磨地域 年 年

少人口 割合 増加 、

後、減少 続 。 、兵庫

県、神戸市 、 年

増加 続 高齢化率 、年少人

口 割合 逆転 、東播磨

年 逆転 、少子社会

（子 数 高齢者人口（ 歳

以上人口） 少 社

会） 突入 。 年 高

齢化率 、神戸市

％ 最 高 、次 兵庫県

％、東播磨地域 ％

。

結果 、近 将来、東播

磨地域 高齢化率 ％

超 超高齢社会 突入

考 。

次 第 図 、東播磨地

域 各市町 、少子高齢

化 進行 顕著 。

年少人口 割合 、明石市、加

古川市 年 ー 減少 、

高砂市、稲美町、播磨町 年

ー 減少 続 。

年 年 比較 場合、

年少人口 割合 減少 、稲美町

％ 最 大 、加古川市

％ 最 小 。

一方、高齢化率 、 年以降、

稲美町 最 高 年

％ 。 、 年

高齢化率 最 低 、加古川

市 ％ 。

年 年 高齢化率 比較 場合、明石市 ％ 最 大 、加古川市

％ 最 小 高齢化 進行度合 、東播磨地域 中 比較的緩 。

次 年国勢調査 東播磨地域 各町丁目 少子高齢化傾向 分類定義

第 表 、 処理 第 図 示 。

2-1-9

1975

2000

2005

65

2005

20.1

19.9 17.4

21

2-1-10

1975

1980

2005 1975

12.3

8.6

1975

2005 18.0

2005

16.9

2005 1975 12.8

10.1

2000

2-1-1 2-1-11

より

ともに に

の は するが その

し ける そして

については に

し ける が

の を し につい

ても に し

どもの が

よりも なくなった

に している の

については の

が も く いで の

の となっ

ている

この より い

においても が

を える に すると

えられる

に より

の においても

の が である

の は

が をピ クに し

も

をピ クに し けている

と を した

の の は

の が も きく

の が も さい

は

が も く には

となっている また に

が も いのは

の である

と の を した の が も きく

の が も さく の いは の では やかである

に における の の を した

ものを に で したものを に すGIS
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第 表 少子高齢化傾向 分類定義

第 図 東播磨地域 少子高齢化

2-1-1

2-1-11

の

の

年少人口割合＜高齢化率

町丁目数（割合）

年少人口割合＞高齢化率

町丁目数（割合）

高 齢 化 率

～ ％
高齢化社会

（ ％）

（ ％）

～ ％
高齢社会

（ ％）

（ ％）

％～
超高齢社会

（ ％）

7.0 14.0

22 3.8

186 31.7

14.0 21.0

185 31.6

165 28.2

21.0

28 4.8

高齢化地区

高齢化後進地区

高齢地区

高齢後進地区

超高齢地区

－

－

袁）

高齢化率 ～ ％ 高齢化社会、 ～ ％ 高齢社会、 ％以上 超高

齢社会 呼 、日本 年 高齢化社会、 年 高齢社会 、 年

超高齢社会 突入 。 、第 表 示 、高齢化率

定義 年少人口割合 高齢化率 大小関係 分類 、定義 行 。

年国勢調査 、高齢化後進地区 占 割合 最 高 、今後、 少子

高齢化 進 、確実 高齢後進地区 高齢地区 増加 考 。

第 図 示 、東播磨地域 市街地 、 年少人口 高齢者人口 上

回 高齢化後進地区、高齢後進地区 、郊外 多 町丁目 高齢地区

超高齢地区 。 中 野口町周辺 高齢化後進地区 広

分布 特徴 一 。

、明石市 市街地 加古川市 加古川駅周辺 神野町 超高齢地区

属 町丁目 状 分布 。

が を を を

と ぶが では に に となり には

に するといわれている そこで に すように の

と と との より つに し を った

では の める が も いが さらに

が むため に あるいは が するものと えられる

に すように の では まだ が を

る もみられるが の くの で ある

いは となっている その でも においては が く

しているのも の つとしてあげられる

また の や の や においても

に する がモザイク に している

7.0 14.0 14.0 21.0 21.0

1970 1994 2010

2-1-1

2000

2-1-11

５

JR
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第 図 第 次産業 推移

第 図 第 次産業 推移

第 図 第 次産業 推移

2-1-12

2-1-13

2-1-14

１

２

３

の

の

の

衢

衢

衢

）

）

）

【参考】産業 分類の

第 次産業

第 次産業

第 次産業

農業、林業、漁業

鉱業、建設業、製造業

電気・ ・熱供給・水道
業、運輸・通信業、卸・小
売業、飲食店、金融・保険
業、不動産業、 ー 業、
公務

１

２

３

ガス

サ ビス

４．変容 産業構造する

兵庫県、神戸市、東播磨地域 東播磨地域 各市町 産業別就業人口 割合 推

移 第 図 第 図 示 。

戦後、 国 経済 、第 次産

業 重厚長大 中心

産業構造 、右肩上 成長

続 、石油危機後 世界

的 企業再編 流 中 、企業

合併・再編 進 、中国 東南

製造業 拠点 移 。

後、情報・通信産業、 ー 産

業 第 次産業 産業構造

転換 進 。

傾向 、東播磨地域 同様

、後継者不足、担 手 高齢化

原因 第 次産業 割合 減

少傾向 続 、第 次産業 東播磨

工業地帯 抱 産業構造

転換 減少傾向 。一方、

経済 化、 ー 化 進展

第 次産業 就業人口 割合

増加 思 。

長期 渡 経済的低迷 脱

今後 東播磨地域 企業立地

魅力 高 、活力 企

業 集積 施策 求

。

、 産業構造 転換

東播磨地域 土地利用

影響 与 、後

触 。

および の の の の

を から に す

わが の は

いわゆる が となった

により がりの

を けてきたが の

な の れの で の

が み や アジ

アへと の が された そ

の サ ビス

などの へと の

が んできた

この は も で

あり い の

などが で の が

を け も

を えながらも の

により にある

のソフト サ ビス の

により の の

は していくものと われる

に る から した

も の として

の を めながら のある

を していくための が め

られる

また このような の

が の にどのよう

な を えるかについては に

れることとする

2-1-12 2-1-14

２

３

１

２

３
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第 表 人口 化指標2-1-2 モザイク

核
家
族

世
帯
率

～ ％

～ ％

合 計

少 子 高 齢 化 分 類

高齢化地区

Ⅰ

Ⅱ

（ ％）

（ ％）

高齢化
後進地区

Ⅰ

Ⅱ

（ ％）

（ ％）

高齢地区

Ⅰ

Ⅱ

（ ％）

（ ％）

高齢後進地区

Ⅰ

Ⅱ

（ ％）

（ ％）

超高齢地区

Ⅰ

Ⅱ

（ ％）

（ ％）

7.9 24.9

25.0 43.3

5 22.7

17 77.3

22

85 45.7

101 54.3

186

57 34.5

108 65.5

165

6 21.4

22 78.6

28

23 19.7

94 80.3

117

５．小結：東播磨地域 現状 課題～加速 核家族化 少子高齢化～の からみた する と

本節 、東播磨地域 急増 人口、世帯数、 伴 核家族化、少

子高齢化、 産業構造 転換 各種 ー 用 分析 。産業構造

転換 、第 節 詳細 述 、 触 、加速 核家族化

少子高齢化 、簡単 。

人口、世帯数 経年変化 、兵庫県、神戸市 比較 東播磨地域 増加

著 。中 播磨町、加古川市 人口、世帯数 増加率 突出 大 、東播磨地

域 占 加古川市 人口割合 、増加 続 。（第 図、第 図参照）

世帯数 、 年以降 年間 倍以上、増加 。 結果、東播磨

地域 核家族世帯率 分布 第 図 示 、加古川市 、市街地

加古川駅周辺、野口町、市街地近郊 神野町 郊外 核家族 全世帯

分 超 町丁目 多 、東播磨地域全体 状 分布 。

、少子高齢化 、東播磨地域 、兵庫県、神戸市 比較 少子

社会 突入 、着実 高齢者率 増加 、年少人口 減少

。（第 図、第 図参照）東播磨地域 少子高齢化 分布 第 図

示 、市街地 郊外 高齢地区、超高齢地区 状分布 、核家

族世帯 分布 顕著 。 傾向 、加古川市、稲美町 郊外 顕著

、加古川市 場合、市街地 加古川駅周辺、市街地近郊 神野町

超高齢地区 分布 。

、東播磨地域 、神戸・大阪大都市圏 、急速 発

展 、 弊害 核家族化 現象 顕著 。一方 、加速

少子高齢化 歯止 。 、 核家族世帯率

第 表 示 少子高齢化 分類 人口 化指標 定義 。

上表 、 地区 核家族世帯率 ％以上 ー Ⅱ 割合 高 。

特 超高齢地区Ⅱ 割合 高 、東播磨地域 、少子高齢化 核

家族化 都市構造 大 影響 与 考 。

においては の してきた それに う

また の について デ タを いて してきた の

については で に べるため ここでは れないが する

と についてここで にまとめておく

は でみると と すると の は

しい でも の の が して きく

に める の も し けている

については の で している その

の の は に すとおり では である

の のみならず においても が

の の を える も く ではモザイク の となっている

また についてみると は と すると

に するタイムラグはあるが に が し が してい

る における の は

に すが よりも において のモザイク が

の よりも である この は の において で

あるが の である の におい

ても が している

このように は のベッドタウンとして に

してきたが その として という が になっている で

する への めもかかっていない そのため ここでは と

で した の からなる モザイク を する

より どの も が のケ ス の が くなっている

に の が くなっており では だけでなく

も に きな を えているものと えられる

３

３

４ １

2-1-5 2-1-6

1965 40

2-1-7

2-1-9 2-1-10 2-1-11

2-1-1

25.0

JR

JR
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第 図 東播磨地域 人口 化指標図2-1-15 の モザイク 袁）
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また この モザイク の を に す

この は これまで してきた の である と

の を ね わせたものであり めて である

である が き がっている

である は の であるが モザイ

ク で となっている また より におい

ては も いことから の が んでいる

と えられる

に である については モザイク では

がモザイク に している この は より は

く が を っているが の に が するこ

とよる が となっている

に に する である は モザイク では

が し モザイク の となっ

ている またこの は によると に は く に

が となっている

より における の のモザイク

が らかになり その として においては

が かび がってきた この に を てながら の を

めていく

、 人口 化指標 分布 第 図 示 。

図 、 分析 人口構造上 問題 核家族世帯率 少子高齢化

分布 重 合 、改 市街地 加古川駅周辺、野口町、市

街地近郊 神野町 浮 上 。

市街化区域 加古川駅周辺 、加古川市 中心市街地 、人口

化指標 超高齢地区Ⅱ 。 、第 図 、 加古川駅周辺

、人口密度 低 、人口 空洞化、核家族化、少子高齢化 進 地

区 考 。

次 市街化区域 野口町 、人口 化指標 、高齢化後進地区

Ⅰ、Ⅱ 状 分布 。 地区 、第 図 比較的人口密度 低

、年少人口 高齢者人口 上回 、近年、工業系 用途 住宅 立地

環境悪化 問題 。

最後 、市街地 隣接 市街化調整区域 神野町 、人口 化指標 、

高齢化地区Ⅱ、高齢地区Ⅰ、Ⅱ、超高齢地区Ⅰ、Ⅱ 混在 、 状 分布

。 地区 、第 図 全体的 人口密度 低 、同時 核家族

化、少子高齢化 問題 。

以上 、東播磨地域 人口 低密度、核家族世帯率、少子高齢化

化 明 、 典型地区 、加古川市 加古川駅周辺、野口

町、神野町 浮 上 。 地区 焦点 当 、次章以降 分析

進 。

2-1-15

2-1-7

2-1-7

2-1-7

JR

JR

JR

JR

３
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第 表 明石市 転出入 人口移動2-2-1 の による 衾）

神 戸 市

東 播 磨

加 古 川 市

高 砂 市

加 古 郡

北 播 磨

阪 神

西 播 磨

淡 路

但 馬

丹 波

合 計

年

転 入 転 出

年

転 入 転 出

年

転 入 転 出

年

転 入 転 出

年

転 入 転 出

年

転 入 転 出

上段：人数（人）、下段：割合（％）

1980

7,163

64.2

1,340

12.0

799

7.2

188

1.7

353

3.2

275

2.5

1,273

11.4

710

6.4

233

2.1

115

1.0

47

0.4

11,156

5,102

54.9

2,445

26.3

1,238

13.3

440

4.7

767

8.3

421

4.5

450

4.8

540

5.8

158

1.7

118

1.3

54

0.6

9,288

1985

4,015

54.5

1,221

16.6

729

9.9

157

2.1

335

4.5

247

3.4

849

11.5

645

8.8

233

3.2

113

1.5

47

0.6

7,370

5,124

57.1

1,988

22.1

1,316

14.7

190

2.1

482

5.4

340

3.8

657

7.3

521

5.8

191

2.1

132

1.5

28

0.3

8,981

1990

5,152

55.7

1,334

14.4

884

9.6

150

1.6

300

3.2

332

3.6

1,419

15.3

637

6.9

222

2.4

107

1.2

49

0.5

9,252

3,989

49.3

2,178

26.9

1,210

14.9

245

3.0

723

8.9

332

4.1

664

8.2

635

7.8

138

1.7

112

1.4

47

0.6

8,095

1995

8,466

67.3

1,557

12.4

921

7.3

220

1.7

416

3.3

315

2.5

1,376

10.9

560

4.5

181

1.4

79

0.6

40

0.3

12,574

4,563

46.8

2,795

28.6

1,863

19.1

239

2.4

693

7.1

488

5.0

713

7.3

830

8.5

195

2.0

124

1.3

52

0.5

9,760

2000

4,764

53.3

1,946

21.8

1,183

13.2

225

2.5

538

6.0

369

4.1

787

8.8

688

7.7

237

2.7

94

1.1

47

0.5

8,932

5,386

57.6

1,879

20.1

1,187

12.7

198

2.1

494

5.3

346

3.7

840

9.0

560

6.0

191

2.0

114

1.2

36

0.4

9,352

2005

3,308

49.3

1,532

22.8

921

13.7

226

3.4

385

5.7

306

4.6

685

10.2

636

9.5

139

2.1

63

0.9

39

0.6

6,708

3,880

55.0

1,412

20.0

853

12.1

136

1.9

423

6.0

297

4.2

781

11.1

520

7.4

85

1.2

53

0.8

32

0.5

7,060

第 節 、東播磨地域 人口、世帯、核家族化、少子高齢化、産業 変化

、 、大阪・神戸大都市圏 東播磨地域 相対的 位置関係

変化 転出入 人口移動 通勤・通学 人口流動 人 動 着目

検証 。

ー 、 年 年 東播磨地域 各市町 転

出入 人口移動 第 表 第 表 示 。

神戸市 次 転出入 割合 大 、東播磨地域 、増加傾向 。

年 転入者 割合 阪神地域 少 、転出者 常 神戸市 次 割合

。東播磨地域 中 加古川市 間 転出入 大 割合 占 。

１ では における の に

ついてみてきたが ここでは と の な の

を による および による といった の きに

し する

デ タにばらつきはあるが から までの の における

による を から に す

に いで の が きいのは で がみられる

に の が より なくなるが は に に ぐ とであ

る の では との の が きい を めている

１．人口移動

1980 2005

2-2-1 2-2-5

1990

第 節 東播磨地域間 相対的 位置関係 変化２ の な の
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第 表 加古川市 転出入 人口移動2-2-2 の による 袞

衵

）

）

神 戸 市

東 播 磨

明 石 市

高 砂 市

加 古 郡

北 播 磨

阪 神

西 播 磨

淡 路

但 馬

丹 波

合 計

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

上段：人数（人）、下段：割合（％） 出典：住民基本台帳

神 戸 市

東 播 磨

明 石 市

加 古 川 市

加 古 郡

北 播 磨

阪 神

西 播 磨

淡 路

但 馬

丹 波

合 計

年
転 入 転 出

上段：人数（人）、下段：割合（％）

1999

1,543
22.3
3,414
49.3
1,297
18.7
1,220
17.6
897
13.0
412
6.0
384
5.6
960
13.9
79
1.1
101
1.5
25
0.4

6,918

1,657
25.5
2,749
42.2
1,077
16.5
857
13.2
815
12.5
488
7.5
449
6.9

1,003
15.4
77
1.2
66
1.0
21
0.3

6,510

2000

1,294
19.8
3,247
49.7
1,179
18.0
1,155
17.7
913
14.0
470
7.2
371
5.7
951
14.5
76
1.2
104
1.6
24
0.4

6,537

1,650
24.2
3,048
44.7
1,196
17.5
1,027
15.1
825
12.1
506
7.4
501
7.3
952
14.0
55
0.8
84
1.2
23
0.3

6,819

2001

1,133
19.5
2,758
47.5
972
16.7
1,075
18.5
711
12.2
436
7.5
370
6.4
924
15.9
64
1.1
91
1.6
29
0.5

5,805

1,528
24.3
2,812
44.7
1,058
16.8
903
14.3
851
13.5
428
6.8
475
7.5
893
14.2
53
0.8
71
1.1
34
0.5

6,294

2002

1,093
18.5
2,819
47.7
923
15.6
1,114
18.8
782
13.2
527
8.9
355
6.0
936
15.8
76
1.3
75
1.3
34
0.6

5,915

1,408
23.2
2,676
44.0
1,046
17.2
871
14.3
759
12.5
395
6.5
482
7.9
949
15.6
57
0.9
77
1.3
36
0.6

6,080

2003

1,064
19.3
2,584
46.9
902
16.4
1,061
19.2
621
11.3
427
7.7
350
6.3
934
16.9
53
1.0
78
1.4
25
0.5

5,515

1,376
23.5
2,519
43.1
953
16.3
854
14.6
712
12.2
449
7.7
502
8.6
857
14.7
38
0.7
73
1.2
32
0.5

5,846

2004

1,034
18.7
2,571
46.4
798
14.4
1,067
19.3
706
12.8
431
7.8
386
7.0
940
17.0
60
1.1
82
1.5
32
0.6

5,536

1,205
21.7
2,500
45.1
1,012
18.2
777
14.0
711
12.8
416
7.5
424
7.6
857
15.5
39
0.7
70
1.3
35
0.6

5,546

2000

259
11.5
1,228
54.7
177
7.9
957
42.6
94
4.2
59
2.6
71
3.2
603
26.9
13
0.6
11
0.5
1

0.0
2,245

310
12.3
1,404
55.5
216
8.5

1,100
43.5
88
3.5
67
2.7
114
4.5
614
24.3
12
0.5
3

0.1
4

0.2
2,528

第 表
高砂市 転出入 人口移動
2-2-3

の による加古川市 場合、 年以降、転出者 転入者 上回

転出超過 続 。転出入者 割合 、東播磨地域 最 大

割 超 、 中 明石市 転出者

数 割合 大 、神戸市 比較 小 。一方、

東播磨地域 、転入者 割合 、 年以降、高砂

市 明石市 上回 、 神戸市 小 。

高砂市 場合、 年 ー 、 加

古川市 同様 転出者 転入者 上回 転出超過

。

転出者、転入者 東播磨地域 割合 半数以上 占

、 中 加古川市 転出入 大 。次 、西

播磨地域、神戸市 。

の が を る

が く の は が も

きくどちらとも を え その では への

の が きいが と すると さい

において の は

が を るが こちらも よりも さい

の のデ タしかないが こちらも

と で が を る となって

いる

ともに の が を

め その でも への が きい いで

となっている

2000

2001

2000

４
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第 表 稲美町 転出入 人口移動

第 表 播磨町 転出入 人口移動

2-2-4

2-2-5

の による

の による

衽

衽

）

）

神 戸 市

東 播 磨

明 石 市

加 古 川 市

高 砂 市

加 古 郡

北 播 磨

阪 神

西 播 磨

淡 路

但 馬

丹 波

合 計

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

上段：人数（人）、下段：割合（％）

神 戸 市

東 播 磨

明 石 市

加 古 川 市

高 砂 市

加 古 郡

姫 路 市

西 宮 市

尼 崎 市

三 木 市

他

合 計

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

年
転 入 転 出

上段：人数（人）、下段：割合（％）

1999

185
16.5
798
71.1
271
24.2
411
36.6
53
4.7
63
5.6
53
4.7
24
2.1
54
4.8
3

0.3
3

0.3
2

0.2
1,122

157
16.2
541
55.7
152
15.7
336
34.6
10
1.0
43
4.4
51
5.3
86
8.9
127
13.1
5

0.5
2

0.2
2

0.2
971

2000

233
22.3
677
64.8
205
19.6
381
36.5
45
4.3
46
4.4
38
3.6
21
2.0
72
6.9
0

0.0
2

0.2
1

0.1
1,044

214
24.2
539
60.8
178
20.1
315
35.6
18
2.0
28
3.2
37
4.2
41
4.6
46
5.2
3

0.3
3

0.3
3

0.3
886

2001

186
19.1
616
63.2
179
18.4
355
36.4
36
3.7
46
4.7
51
5.2
28
2.9
79
8.1
4

0.4
11
1.1
0

0.0
975

160
19.9
514
63.9
168
20.9
282
35.0
17
2.1
47
5.8
52
6.5
29
3.6
38
4.7
6

0.7
4

0.5
2

0.2
805

2002

138
15.7
587
66.6
159
18.0
317
36.0
317
4.8
69
7.8
39
4.4
31
3.5
70
7.9
3

0.3
6

0.7
7

0.8
881

192
23.6
486
59.9
150
18.5
292
36.0
292
2.5
24
3.0
32
3.9
43
5.3
50
6.2
1

0.1
6

0.7
2

0.2
812

2003

142
15.8
603
67.0
200
22.2
336
37.3
336
2.8
42
4.7
56
6.2
24
2.7
64
7.1
3

0.3
8

0.9
0

0.0
900

169
20.0
513
60.6
193
22.8
255
30.1
255
2.2
46
5.4
51
6.0
53
6.3
53
6.3
2

0.2
3

0.4
3

0.4
847

1980

586
32.2
917
50.4
476
26.2
327
18
92
5.1
22
1.2
57
3.1
104
5.7
0

0.0
3

0.2
153
8.4

1,820

347
28.5
692
56.8
244
20.0
266
21.8
119
9.8
63
5.2
46
3.8
0

0.0
18
1.5
11
0.9
105
8.6

1,219

1985

297
25.3
666
56.8
305
26.0
269
22.9
64
5.5
28
2.4
63
5.4
0

0.0
4

0.3
17
1.4
126
10.7
1,173

232
20.7
679
60.5
157
14.0
440
39.2
39
3.5
43
3.8
41
3.7
0

0.0
12
1.1
18
1.6
141
12.6
1,123

1990

431
26.1
928
56.1
421
25.5
428
25.9
48
2.9
31
1.9
68
4.1
0

0.0
32
1.9
18
1.1
177
10.7
1,654

186
20.0
574
61.7
170
18.3
301
32.3
60
6.4
43
4.6
50
5.4
0

0.0
18
1.9
18
1.9
85
9.1
931

1995

648
37.6
895
51.9
455
26.4
352
20.4
59
3.4
29
1.7
54
3.1
0

0.0
18
1.0
12
0.7
97
5.6

1,724

160
14.3
791
70.5
210
18.7
469
41.8
72
6.4
40
3.6
72
6.4
0

0.0
10
0.9
21
1.9
68
6.1

1,122

2000

160
14.0
801
70.1
280
24.5
429
37.6
64
5.6
28
2.5
58
5.1
0

0.0
17
1.5
16
1.4
90
7.9

1,142

194
13.5
1,049
72.9
364
25.3
573
39.8
69
4.8
43
3.0
66
4.6
0

0.0
17
1.2
16
1.1
96
6.7

1,438

2005

127
14.5
690
79.0
232
26.6
346
39.6
61
7
51
5.8
40
4.6
0

0.0
11
1.3

5
0.6
873

159
16.2
668
68.2
260
26.5
334
34.1
40
4.1
34
3.5
43
4.4
0

0.0
8

0.8
5

0.5
97
9.9
980

そ の

－
－

稲美町 場合、 年以降、転入者 転出者 上回 転入超過 。

転出者、転入者 東播磨地域 過半数 占 、 中 加古川市 割合 最

高 。次 、年度 多少異 、明石市、神戸市 。

の が を る である

ともに が を め その でも の が も

い いで により なるが となっている

1999
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第 図 明石市 神戸市、東播磨地域 関係 変化

第 図 明石市以外 市町 神戸市、東播磨地域 関係 変化

2-2-1

2-2-2

と の の

の と の の

播磨町 場合、 年 転入者 転出者 上回 、 年以降 転出者

転入者 上回 転出超過 。

転入者、転出者 東播磨地域 割合 過半数 占 、年 追 割合 大

。東播磨地域 中 、明石市 加古川市 割合 大 神戸市 割

合 大 、 年 神戸市 転入者 割合 大 、阪神・淡路大震災

影響 考 。

第 表 第 表 用 、東播磨地域 転出入 人口移動 変化 追

、明石市 他 市町 関係 変化 違 明 。

神戸市 東播磨地域 関係 変化 第 図 示 明石市 場合 第 図 示

明石市以外 市 町 分 模式化 。

明石市 場合、神戸市 間 転出入 大 割合 占 続 、近年 、東

播磨地域間 間 転出入 増加 傾向 、神戸市 間 割合 減少 。

一方、明石市以外 市 町 場合、東播磨地域間 転出入 割合 大 、近年、

増加傾向 、神戸市 間 割合 減少傾向 。

以上 、東播磨地域 各市町 、転出入 人口移動 、近年、神戸市

割合 減少 、東播磨地域間 割合 増加 傾向 。 、明石

市 場合、神戸市 転出入 割合 、東播磨地域間 割合 、大 点

他 市 町 異 。

の までは が を っているが は

が を る となっている

とも の が を め を うごとにその は

きくなっている の では と の が きいが の

も きく には からの の が きくなり の

と えられる

から を いて の による の を っ

てきたが とその の でその の に いが らかになった

と との の を に す の と に

す の とで けて した

の との の が きな を め けてきたが は

との の が する し との の は している

の の での の が きく

さらに にあり との の は にある

より の において による は と

の が し の が しているという がある しかし

の との の が との より きいという が

の とでは なる

1995 2000

1995

2-2-1 2-2-5

2-2-1 2-2-2

２．弱 神戸市 関係 強 東播磨地域 関係まる との と まる との

２ ２

２ ２

２ ２
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第 図 明石市 通勤・通学 人口流動（ ）2-2-3 1990-2000の による 衢）

３．人口流動

次 、通勤・通学 人口流動 分析 行 。 年 年 各

市町 通勤・通学 人口流動 第 図 第 図 示 。 、分析 際

、 年 年 ー 用 、紙幅 関係上、図 巻末 参考資料

掲載 。

明石市 通勤・通学 流入者 、神戸市 最 多 、割合

年以降、 ％前後 増減 繰 返 、人数 増加 続 。次 、加

古川市 多 、 年 ％ 年 ％ 年々、増加 。次 中播

磨圏域 多 、 年 人数 増加 割合 、減少 。

神戸市、阪神南地域、大阪市 神戸・大阪大都市圏域（以下「大都市圏域」

）、東播磨地域、中播磨圏域 分類 流入者 割合 比較 、 年以降、

大都市圏域 最 大 、 年 減少傾向 。次 東播磨地域 大 、

年 増加 、 年 減少 転 。 、中播磨圏域 、 年

減少 、 年 増加 、 後、再 減少 転 。

続 、明石市 通勤・通学 流出者 、神戸市 、人数 増

加 、割合 、 年 ％ 年 ％ 減少 。次 、

大阪市 多 、人数 割合 増加 。次 加古川市 多 、 人数、割

合 増加 。

流入者 同様 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 流出者 割合 比較 、

大都市圏域 最 大 。 、 年 ％ 年 ％ 減少

。次 東播磨、中播磨 、割合 増加 。

に による についての を う から までの

の による を から に す なお に し

ては から のデ タも いているが の は の

に する

への による についてみると が も く は

で を り しているが は し けている いで

が く の から の と している いで

が く こちらは まで は しているが としては している

という とい

う という で の を すると

が も きいが まで にある いで が きく

まで しているが に に じている また は

まで し に しているが その び に じている

いて からの による についてみると は は

しているが は の から の まで している に

が く も も している いで が く こちらも

とも している

と に で の を すると

が も きい しかし に から には まで して

いる いで で はいずれも している

1990 2000

2-2-3 2-2-7

1970 1985

1970

46.0

1970 15.4 2000 21.0

1995

1970

1995

1995 2000 1985

1990

1970 74.3 2000 60.3

1970 84.4 2000 74.0
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第 図 加古川市 通勤・通学 人口流動（ ）2-2-4 1990-2000の による 衢）

この より は のベッドタウンであることに わりはないが

その は れつつあり の の も

しつつある

への による についてみると が も く

とも し け は の から には に し

ている いで から にかけては からの が かったが

には には からの が きくなる

に という で の を すると

が も きく は を めている いで が

きかったが し け は が っている

いて からの による についてみると は で

は まで は まで しているが その している に

が く まで は しているが は し けており に

に されるが に び している

と に で の を すると

が も きい は に を めていたが その には

まで している いで の となっており はい

ずれも を り している

この より は のベッドタウンであるが よりはその

は く に める の のほうが きい

結果 、明石市 、大都市圏域 変 、

年々、 性格 薄 、東播磨地域、中播磨圏域 通勤・通学者 割合 増加

。

加古川市 通勤・通学 流入者 、高砂市 最 多 、 年以

降、人数、割合 増加 続 、割合 年 ％ 年 ％ 増加

。次 年 年 、中播磨圏域 流入者 多 、

年 神戸市、 年 明石市 割合 大 。

次 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 分類 流入者 割合 比較 、

東播磨地域 最 大 、 年以降 割以上 占 。次 中播磨圏域 大

減少 続 、 年以降 、大都市圏域 上回 。

続 、加古川市 通勤・通学 流出者 、神戸市 、人数

年 、割合 年 増加 、 後、減少 。次 、高砂

市 多 、 年 人数 増加 、割合 減少 続 、 年 明石

市 逆転 、 年 再 逆転 。

流入者 同様 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 流出者 割合 比較 、

東播磨地域 最 大 。割合 年 ％ 占 、 後、 年

％ 減少 。次 大都市圏域、中播磨地域 順 、割合

増減 繰 返 。

結果 、加古川市 、大都市圏域 、明石市

性格 弱 、東播磨地域 占 通勤・通学者 割合 大 。

1970

1970 18.1 2000 22.2

1970 1990

1995 2000

1980

1990

1995 1990

1995 1995

2000

1975 44.6 2000

38.7

５
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第 図 高砂市 通勤・通学 人口流動（ ）2-2-5 1990-2000の による 衢）

高砂市 通勤・通学 流入者 、明石市 最 多 、人数

年 、割合 年 増加 続 、常 全体 割以上 占

。次 、中播磨圏域 多 、人数 年 増 続 、割合 減少

続 。次 、神戸市 、 年 年 、加古川市 割合

大 。

次 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 分類 流入者 割合 比較 、

東播磨地域 最 大 、常 割以上 占 続 、 年 割近 。

次 中播磨圏域 、 割合 減少 続 年 ％ 、

年 ％ 。大都市圏域 占 割合 年 増減 繰 返 ％前

後 推移 。

続 、高砂市 通勤・通学 流出者 、 年以降、明石市

、人数 年 増加 、割合 ％前後 増減 。次 、中播

磨 多 、 人数 年 増加 、割合 小 。次

多 神戸市 人数 年 増加 、割合 ％前後 推移

。

流入者 同様 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 流出者 割合 比較 、

東播磨地域 最 大 、 年 増加 、 後、減少 。次

年 大都市圏域 、 後、中播磨圏域 逆転 。

結果 、高砂市 、明石市、加古川市 比較 大都市圏域

性格 弱 、東播磨地域、中播磨圏域 占 通勤・通学者 割合

大 。

への による についてみると が も く につい

ては まで については まで し け に の を めて

いる いで が く は まで え けているが は し

けている いで であるが から にかけては の

が きくなっている

に という で の を すると

が も きく に を め け には くになっている

いで であるが その は し け には であったが

には となっている の める は により を り し

で している

いて からの による についてみると

は では まで しているが は で している に

が く こちらも は まで しているが は さくなっている に

い についても は まで しているが は で して

いる

と に で の を すると

が も きく まで しているが その している いで

までは であったが その と している

この より は と して のベッドタウンと

しての はさらに く に める の のほう

が きくなっている

1995 1990

1995

1985 1990

2000

1970 27.6 2000

21.8 10

1975

2000 30

2000

1995 20

1985

1985

４

５ ６
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第 図 稲美町 通勤・通学 人口流動（ ）2-2-6 1990-2000の による 衢）

稲美町 通勤・通学 流入者 、 年 加古川市、明石市、

神戸市 順 、 年以降、明石市、加古川市、神戸市 順 。

年 市 全体 ％ 流入者 、 後、減少 常

％以上 割合 占 。 、人数 、 市 増加 続 、明石市

占 割合 急激 増加 。

次 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 分類 流入者 割合 比較 、

東播磨地域 圧倒的 大 、 年以降、 割以上 占 続 。次 大都市

圏域 、 年 ％ 減少 続 、 年 ％ 。

中播磨 占 割合 小 ％前後 推移 。

続 、稲美町 通勤・通学 流出者 、 年 明石市、

神戸市、加古川市 順 、 年 神戸市 明石市 逆転 年 再 明

石市、神戸市、加古川市 順 。 市 占 割合 、流入 場合 同

様 ％以上 占 。 、人数 、 市 増加 続 。

流入者 同様 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 流出者 割合 比較 、

東播磨 最 大 、減少 続 年 ％ 年 ％

。次 大都市圏域 大 中播磨圏域 同様 増加 続 。

結果 、稲美町 、基本的 東播磨地域 流出入 大 、流

出者 近年、神戸市 始 大都市圏域 。

への による についてみると には

の であったが の になっている そ

して にはこの で の の があり その するものの に

の を めている また は とも し けているが の

める が に している

に という で の を すると

が に きく を め けている いで

であるが に であったが し け には となっている

の める はさらに さく で している

いて からの による についてみると までは

の で に と が するものの には び

の になっている この が める は の と

に を めている また も とも し けている

と に で の で すると

が も きいが し けており の が には となって

いる いで が きく と に し けている

この より は に との のやりとりが きいが

については を めとする へとシフトしている

1970

1975

1970 81.1

75

1980

1970 22.7 2000 15.2

1990

1995 2000

70

1970 62.6 2000 53.0

３

３

７
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３
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第 図 播磨町 通勤・通学 人口流動（ ）2-2-7 1990-2000の による 衢）

播磨町 通勤・通学 流入者 、明石市 最 大 、加古川市、

神戸市 順 。明石市、加古川市 人数 増加 続 、神戸市

年度 増減 。明石市 割合 、 年 ％ 年

％ 減少 、 年 ％ 増加 。加古川市 割合 増減 繰

返 、 年 ％ 年 ％ 増加 。神戸市 割合 、

年 急増 、 後、増減 繰 返 。

次 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 分類 流入者 割合 比較 、

東播磨地域 圧倒的 大 。 年 ％ 年 ％ 減少 、

年 ％ 回復 。次 、大都市圏域 年 ％ 急

増 、 後 、増減 繰 返 、 年 ％ 。中播磨圏域

、他 圏域 比較 増減 幅 小 、 ～ ％ 推移 。

続 、播磨町 通勤・通学 流出者 、 年 神戸市、

加古川市、明石市 順 、 年以降 明石市 流出者 加古川市 上回

。割合 、神戸市 年 増加 、 後 、減少 。明

石市、加古川市 、流出者数 増加 続 、 割合 増減

繰 返 。

流入者 同様 大都市圏域、東播磨地域、中播磨圏域 流出者 割合 比較 、

東播磨地域 最 大 。 割合 年 減少 続 、 後、増加

転 。次 大都市圏域 大 、増減 繰 返 、最終的 割合 減少

。一方、中播磨圏域 、増減 繰 返 増加 。

結果 、播磨町 、基本的 東播磨地域 流出入 大 、

への による についてみると が も きく

の になっている ともに は し けているが

については により がある の は の が には

まで するが には まで している の も を り

しながら の から の まで している の は

に するが その を り している

に という で の を すると

が に きい の が には まで するものの

には まで している いで であり に まで

するが その は を り し には になっている に

ついては の と して の は さく で している

いて からの による についてみると には

の であるが は への が を って

いる では は までは しているが その は している

については は し けているが その については

を り している

と に で の を すると

が も きい その は まで し けるものの その に

じている いで が きいが を り し にその は

している は を り しながらも している

この より は に との のやりとりが きいが そ

1970 51.4 1985 40.0

2000 45.3

1970 17.5 2000 19.3

1975

1970 81.7 1980 71.4

2000 78.3 1975 17.6

2000 11.5

4.3 6.3
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第 図 明石市 人口流動
ー

第 図 加古川市 人口流動
ー

第 図 高砂市 人口流動
ー

第 図 稲美町 人口流動
ー

第 図 播磨町 人口流動
ー

2-2-8 2-2-9 2-2-10

2-2-11 2-2-12

の
パタ ン

の
パタ ン

の
パタ ン

の
パタ ン

の
パタ ン

の は さくなりつつあり からの と への の

が きくなっている

から をもとに による について の

と との な の を ってきたが と に

し する

の の による をパタ ン したものを

から に す これらの は きく つのケ スに できる まずケ ス

としては の ケ ス は の の

の にケ ス は の である

ケ ス に すると ケ ス の とも

という の める が も きく となって

いる その でも が める は に し

の は している が である にケ ス の とも

の める が も きく となっている こちらは

の める が は し け は にある

割合 小 、大都市圏域 流入者 中播磨圏域 流出者 割合

大 。

第 図 第 図 通勤・通学 人口流動 東播磨地域

市 町 大都市圏域 相対的 位置関係 変化 追 、人口移動 同様 模

式化 考察 。

東播磨地域 各市町 通勤・通学 人口流動 ー 化 第 図

第 図 示 。 図 、大 ー 分類 。 ー

、第 図 明石市、 ー 第 図 加古川市、第 図 稲美

町、第 図 播磨町、最後 ー 第 図 高砂市 。

ー 別 分析 、 ー 場合、流出、流入 神戸・大阪大都市圏（以下

「大都市圏域」 ） 占 割合 最 大 、東播磨地域、中播磨圏域

。 中 、大都市圏域 占 割合 、徐々 減少 、東播磨地域、中播磨地

域 割合 、増加 点 特徴 。次 ー 場合、流出、流入 東播

磨地域 占 割合 最 大 、大都市圏域、中播磨圏域 。 、

東播磨地域 占 割合 増加（播磨町 微減） 続 、大都市圏域 減少傾向

４．大都市圏指向 地域間流動から へ

2-2-3 2-2-7

2-2-8

2-2-12

2-2-8 2-2-9 2-2-11

2-2-12 2-2-10
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２
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点 特徴 。最後 ー 、流出、流入 東播磨地域 占 割合 最

大 ー 同様 、以下 中播磨圏域、大都市圏域 。

ー 同様 東播磨地域 占 割合 増加 続 、大都市圏域 減少

点 特徴 。

通勤・通学 人口流動 流出入先 割合 ー 分類

、転出入 人口移動 同様 大 特徴 。 、神戸・大阪大

都市圏 影響 強 受 明石市 東播磨地域 結 強 他 市

町 点 。 、播磨町 除 各市町 東播磨地域 流出入

割合 増加 続 、地域間 強 、神戸・大阪大都市圏域 関

係 弱 点 。

転出入 人口移動、通勤・通学 人口流動 「移動実態」

神戸・大阪大都市圏域 東播磨地域間 相対的 位置関係 変容 論

。 結果、人口移動、人口流動 共通 変容 。

、 大都市圏域 関係 、人口移動、人口流動 明石市 場合、

大都市圏域 影響 大 、 他 市 町 、東播磨地域間 結

強 点 。 、人口移動、人口流動 大都市

圏域 関係性 弱 、東播磨地域間 関係性 強 点

。

今後 人口減少社会 、大都市圏域 縮小 考 。 中 、

東播磨地域間 関係性 構築 今後 課題 考 。

が である にケ ス では とも の める が も

きいのはケ ス と であるが が となっている こ

ちらもケ ス と に の める は し け は して

いる が である

このように による では の で つケ スに された

が による と に きくは つの がある つは

の を く けている と との びつきが いその の

であるという である もう つは を く で への の

が し け のつながりが まっているが との

は まりつつあるという である

これまで による による という から

および の な の について じてき

た その ともに つの する がみてとれた

まず つは との であるが とも の

の が きく その の においては での びつき

が くなっているという である つめとしては ともに

との が まりつつあり での が くなっているという

である

の において は するものと えられる その で

での をいかに していくかが の であると えられる

３

２

２

３

２ １

２ ２

１

２

１

２ ２

２

５．小結～「移動実態」 東播磨地域間 変容～からみた の
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第 図 地区 人口密度 推移

第 図 地区 面積割合 推移

2-3-1

2-3-2

DID

DID

の の

の の

衢

衢

）

）

前節 各種統計 ー 用 、東播磨地域 都市構造 神戸・大阪大都市

圏域 関係 変容 論 。第 節 、東播磨地域 都市構造

分析 、人口集中地区 ー 用 、都市部 構造 明 、第 節

第 項 述 産業構造 転換 農村部 含 土地利用 変化 分析

行 。

神戸市、東播磨地域 東播磨地域 各市町 人口集中地区（以下「 地区」

） 人口密度 推移 第 図 、各区域 面積 占 地区 面積 割合

推移 第 図 示 。

第 図 、 年

年 、神戸市及 加古川市

地区 人口密度 激減 。

、 期間 両市

ー 急速 広 考

。 、神戸市 、

後 地区 人口密度 減少 続

、 年以降、 ー

歯止 状態

。

次 第 図 、 地区

市 町域 占 割合 、

年 播磨町 地区 指定

後、急激 拡大 、 年

町域 ％ 占

。 他 市町 、明石市 、

年 市域 ％

地区 面積 年 、

％ 増加 。

一方、加古川市 、

地区 面積 年 年

、 倍 、合

併 市域 拡大 、

割合 東播磨 最 低 、神戸市

上回 結果

。

までは デ タを いて の および

との の について じてきた では の をさらに

するために のデ タを いて の を らかにし

で べた の による を めた の についての を

う

および の の と

いう の の を に の に める の の

の を に す

より から

にかけて び の

の が している

このことから この に のス

プロ ルが に がったものと

えられる また では その

も の が し

け ようやくスプロ

ルに めがかかった となって

いる

に より が

その または に める では

に に が さ

れた に し には

の を めるまでになって

いる その の では が

には の であった

の が には

までに している

においては

の は から にか

けて ほぼ になっているが

により が したため その

が では も く

よりもわずかに る となって

いる

３

１

４

１．人口集中地区
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DID
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1975

2005

83.2

1965 27.8

2005 74.1
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第 節 都市部 農村部３ と
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第 図 市街化区域 市街化調整区域 人口密度
関係性

第 図 都市計画区域 市街化区域 人口
面積割合

第 図 人口集中地区 人口密度 行政区域
人口割合

2-3-3

2-3-4

2-3-5

と の
の

における の
と

の と にお
ける

衢

衢

衢

）

）

）

２．都市計画区域 人口集中地区と について

東播磨地域 都市的土地利用 大

一 指標 都

市計画区域 線引 人口集

中地区 面積 人口 取 扱

。 、東播磨地域

中 人口規模 大 明石市、加

古川市、高砂市 着目 。

第 図 都市計画区域

京阪神 市町村 市街化区域、市

街化調整区域 人口密度 応

。高砂市、加

古川市 他市町村 比 、市街化区

域 人口密度 対 市街化調整区

域 人口密度 高 。

次 、第 図 都市計画区域

京阪神 市町村 都市計画

区域 市街化区域 人口 面

積 割合 応

。明石市、高砂市 市街化

区域 人口 都市計画区域 人口

％以上 占 市街化区域

人口 集中 。一方、加

古川市 ％ 比較的低 数値

示 。

次 、第 図 人口集中地区

京阪神 市町村 人口集中

地区 人口密度 行政区域人口

人口集中地区人口 割合 応

。加古川

市 高砂市 行政区域人口

人口 高 割合 占 、

人口密度 他 市町村 比 低

。

、特 加古川市 市街化区域 人口 分散 、 人口密

度 低 、 拡散型 都市 。

の を

まかにとらえる つの として

における きと

の とその を り う

こととする ここでは

の で の きい

に する

は のある

の を

の に じてプ

ロットしたものである

は と べ

の に して

の が いことがわかる

に は

のある の を

における の と

の に じてプロットしたもの

である では

の が の の

を めており へ

の の がみられる

では と い を

している

に は

のある の を

の と にお

ける の に じ

てプロットしたものである

と は のうち

が い を めているが

が の に べ

くなっている

これらのことより に は にも が しており

も くなっていることから やや の となっていることがわかる

2-3-3

82

2-3-4

82

95

80

2-3-5

91

DID

DID

DID
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第 図 住居系比率 増減2-3-6 の 衲）

３．土地利用

第 節第 項 、東播磨地域 産業構造 転換 触 。 結果、東播磨地

域 、 国 同様 傾向 、第 次産業、第 次産業 減少 続 、第 次

産業 増加 続 明 。 産業構造 転換 土地利用

与 影響 明 、東播磨地域 空間構造 把握 重要 要素

。

東播磨地域 年 年 土地利用現況調査 住居系、商業系、工業系、

農業系 土地利用割合 増減 化 第 図 第 図 示 。

明石市 、 割近 集計区 住宅系比率 増加 、 ～

％増 。

加古川市 、市街化区域 減少、 ～ ％増、 ％以上増 集計区 、

状 分布 。 北西部 市街化調整区域 比率 増加

、 出 ー 化 様子 。 、市街化区

域 野口町 、 建設 思 増加 、市街化調整区域

神野町 一部、増加 集計区 。

高砂市 、加古川市 同様 集計区 比率 増加 、 ％超

増加 集計区 多 、加古川市 異 的分布 。

１ ４

１ ２ ３

８

で の の について れた その

においても わが と の で が し け

が し けていることが らかになった このような の が

に える を らかにすることは の の にとって な

になる

における と の より

の の を し から に す

では くの で が しており ほとんどが

となっている

では では の が

モザイク に している また の においても が して

おり にじみ しいわゆるスプロ ル している がうかがえる また

の では マンション によると われる があり であ

る でも している がみられる

では と にほとんどの で が しているが

した も く とは なるモザイク となっている

1986 1991

2-3-6 2-3-9

0.0

25.0

0.0 25.0 25.0

25

GIS

盧 住居 市街化調整区域 出の へのにじみ し
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第 図 商業系比率 増減2-3-7 の 衲）

また および においては が した はごくわずかで

した はみられない

の とは なり が した はほとんどな

く の が つ この は の における

の を しておらず で している の いが えら

れる

においては の がモザイク

に しているという は と であるが しているところは

ない

また においては の と なり における

の はほとんどなく にじみ しは められない お

よび において の がモザイク に している

においては した がほとんどであり なしの および

の した は なくなっている

および においても と に した はみられず

した もわずかとなっている

、稲美町 播磨町 、比率 増加 集計区 、減

少 集計区 。

住居系比率 変化 異 、商業系比率 ％超増加 集計区

、 ～ ％減少 集計区 目立 。 結果 、産業構造 転換 第

次産業 増加傾向 反映 、第 次産業 増加 業種 違 考

。

明石市 、 ～ ％、 ％、 ～＋ ％ 集計区 状

分布 傾向 住宅系比率 同様 、増加 少

。

、加古川市 、住宅系比率 場合 異 、市街化調整区域

比率 増減 、 出 認 。一方、 加古川駅周辺

野口町 、増減 集計区 状 分布 。

高砂市 、減少 集計区 、変化 ％

～ ％ 増加 集計区 、少 。

稲美町 播磨町 、住宅系比率 同様 減少 集計区 、

増加 集計区 。

盪 低調 商業地な

25.0

0.0 25.0

25.0 0.0 0.0 0.0 25.0

0.0 0.0

25.0

３

３

－

JR
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第 図 工業系比率 増減2-3-8 の 衲）

蘯 加古川市、稲美町 増加 工業地で する

産業構造 転換 、第 次産業 減少傾向 示 中 、加古川市、稲美町

、工業系比率 増加 集計区 減少 集計区 上回 、 他 市町 逆

。

詳 、明石市、高砂市 臨海部 増加 集計区 減少 集計区 混

在 、加古川市 臨海部 増加 集計区 。 、加古川市

野口町 、 集計区 増加 、 ％超 集計区 。

明石市、加古川市、高砂市 内陸部 、増加 集計区 減少 集

計区 混在 、 状 分布 。

、 市町 集計区 、 ％ 超 増加 示 集計区

、住宅系、商業系 比 、増加率 少 傾向 。

の において は を す で で

は の した が した を るが その の では

となっている

しくみると では で した と した が

しているが の は した となっている また の

においては ほとんどの で しており の もみられる

また の においては した と した

が し モザイク に となっている

なお どの の においても を える を した はわずか

しかなく に べて が ないという がある

２

25.0

25.0
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第 図 農地系比率 増減2-3-9 の 衲）

盻 市街地 増加 農地で する

産業構造 転換 、第 次産業 、減少傾向 続 状況 反映 、

東播磨地域 市町 、稲美町 増加 集計区 減少 集計区 上回

。

加古川市 、市街化区域 、比率 増加 集計区 、野口

町 増加傾向 。一方 、市街化調整区域 、減少 集

計区 、神野町 、比率 増加 。

節 、 東播磨地域 各市町 人口集中地区 人口密度、面積割合

推移 把握 上 、人口規模 大 明石市、加古川市、高砂市 人口集中地区 ー

京阪神 市町村 比較分析 。 結果、明石市、高砂市 、市街化区域 人

口 集中 対 、加古川市 拡散型 都市構造 明

。

続 、東播磨地域 土地利用比率 分析 、加古川市 市街化調整区域 住宅

系用途 出 拡散化 状 分布 明 。 産

業構造 転換 及 土地利用 影響 、商業系 明確 結果 得

、工業系、農業系 、第 次産業、第 次産業 減少傾向 反映

結果 。 、第 節 浮 上 加古川駅周辺、野口町、神野

町 状 分布 示 。

の によると は が いている を して

の では のみが した が した を って

いる

においては において が した がみられ

においても にある で においては している

もみられるが においては が している

この では まず の の における の

を した で の きい の デ

タを の と した その では に

が しているのに し は の となっていることが らかに

なった

いて の を では の への

のにじみ しによる とともにモザイク の が らかになった また

の が ぼす への については では な は られな

かったが については の が され

た となっている なお で かび がった

はここでもモザイク の を している

１

１ ２

１

４．拡散 続 加古川市し ける

JR
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前節 東播磨地域 都市構造 変容 分析 行 。第 節 、東播

磨地域 現状 、人口・世帯数 急増 核家族化、少子高齢化

産業構造 転換 、第 節 、東播磨地域間 相対的 位置関係 変化

、転出入 人口移動、通勤・通学 人口流動 推移 分析 。 、

第 節 、都市部 農村部 変容 、人口集中地区、土地利用 変化 分析

。

節 、 分析 東播磨地域 変容 整理 、今後 都市構造

課題 抽出 。

東播磨地域 、神戸・大阪大都市圏 急速 人口、世帯数 増

加 、 弊害 核家族化 顕著 、東播磨地域全体 状

分布 呈 。 、全国的 進行 続 少子高齢化 歯止

現状 。 、本研究 要素 人口

化指標 定義 、 実態 把握 行 。

結果、 加古川駅周辺、野口町、神野町 人口構造上 課題地区 浮上

。 加古川駅周辺 、加古川市 中心市街地 、人口 空洞化、

核家族化、少子高齢化 課題 地区 。野口町 、年少人口 高齢人

口 上回 、工業系用途 住宅立地 環境悪化 問題 。

神野町 市街化調整区域 、少子高齢化、核家族化 課題 。

本研究 、神戸・大阪大都市圏域 東播磨地域間 相対的 位置関係 変容

把握 、転出入 人口移動、通勤・通学 人口流動

指標 分析 行 。 結果、 変容 明 。

、神戸・大阪大都市圏域 関係 、明石市 結 強 、

他 各市町 、東播磨地域間 結 強 構造 浮 上 。

一方 、東播磨地域 各市町 、神戸・大阪大都市圏域 関係性 弱

、東播磨地域間 関係性 強 。

東播磨地域 人口集中地区 人口密度、面積割合 推移、人口規模 大

明石市、加古川市、高砂市 京阪神 各市町村 比較 行 。 結果、加古川

市 拡散型都市構造 明確 。

産業構造 転換 及 土地利用 変化 分析 行 。 結果、

工業系、農業系土地利用 、第 次産業、第 次産業 減少傾向 反映

結果 。 、 加古川市 市街化調整区域 住宅系用途

出 拡散化 状 分布 明 。

までで の の についての を った では

の として の がもたらした ならびに

の について では の な の につい

て による による の を してきた そして

では と の として の を して

きた

この では ここまで してきた の を し の にお

いての を する

は のベッドタウンとして に が

してきたが その として が となり でモザイク

の を している また に を ける にも めがかかって

いないという がある そこで ではこれら つを とした モザイク

を し その の を った

その が の として

した まず は の でありながら の

が となっている である は が

を っているが への による が となっている

さらに は であり が となっている

では および の な の

を するために による による という つの

から を った その つの が らかになった

まず との でみると はその びつきが いが

その の は での びつきが いという が かび がった

その で の では との は まりつ

つあり での が くなっている

の における の の きい

と の との を った その

の が となった

さらに の が ぼす の についても を った その

については の が され

た となっていた また ここでも の への のに

じみ しによる とモザイク の が らかになった

１

２

３

２

２

２

１ ２

１．東播磨地域 都市構造 変容における の

盧

盪

蘯

増加 続 人口・世帯数 核家族化 進行 少子高齢化

「移動実態」 東播磨地域 変容

拡散 続 加古川市

を けた による と する

からみた の

し けてきた

JR

JR

第 節 都市構造 変容 対応 課題４ の に する
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第 図 東播磨地域 都市構造 変容2-4-1 の の

また の である は

からもモザイク の を しており となっている

に べた における の をパタ ン したものを

に す

、人口構造上 課題地区 加古川駅周辺、野口町、神野町 、都市構

造 状 分布 示 、課題地区 。

以上 述 東播磨地域 都市構造 変容 ー 化 第 図

示 。

JR

2-4-1
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（第 章 引用文献）２ の
衢
衫
袁
衾
袞
衵
衽
袵
衲

）総務省統計局：『国勢調査』 ー 加工
）株式会社 ：『市街地・集落地 ー 』（人口、世帯数、面積等 集計区単位 調査 ー ） 加工
）総務省統計局： ー ー 『統計 』 ー ー 加工
）明石市情報管理課統計係：『住民基本台帳』
）加古川市総務課：『住民基本台帳』
）高砂市企画総務部総務課：『住民基本台帳』
）稲美町役場企画課：『住民基本台帳』
）播磨町企画 ー ：『住民基本台帳』
）株式会社 ：『土地利用現況調査 ー 』（土地利用現況調査等 ー 各種集計 行 ー ）

年 年 加工

デ タを
パスコ デ タ を で したデ タ を

ホ ムペ ジ プラザ よりデ タをダウンロ ドし

グル プ
パスコ デ タ のデ タをもとに を ったデ タ

を

GIS

1986 1991，

２．今後 都市構造 課題の の

今後、 進行 人口減少、少子高齢化 、拡散 続 都市圏

域 、必 「縮退」 、 問題 直面 出始

。

社会 中 東播磨地域 取 巻 環境 変化 兆 見 始 、

加古川市 除 市町 人口減少 始 、少子高齢化、核家族化 進行 。

、神戸・大阪大都市圏 縁辺部 発展 東播磨地域 、人口移動、

人口流動 神戸・大阪大都市圏 関係 変化 表 、東播磨地域間 関係

強 。

変化 中 、今 都市構造 方 、今後、直面 思

様々 問題 対処 今一度、考 必要 。 、東播磨地域

各市町 問題 捉 、新 都市間連携 各市町 特色、魅力 活

役割分担 検討 。

東播磨地域 各市町 拡散型 都市構造 形成 、今後 都市 理想

的 方 提唱 概念 非現実的 思 。

分散的都市構造 多拠点・局地的集約市街地 地域特性 対応 都市構造

方 模索 、構築 。

ますます する にともない し けてきた

は ず するであろうし すでにこうした に しているところも

めている

このような の で を り く も の しが え めており す

でに を く で が まり も している

また の として してきた であるが

にみる との にも が れ での が

まりつつある

このような の で のままの のあり で すると われる

な に できるかを える がある そのためにも の

のみで を えるのではなく たな や の を か

した も しなければならない

また の は の を しているため の の

なあり として されているコンパクトシティという は だと われる

から など に した のあり

を し すべきである
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第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第 章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３ 東播磨地域 都市計画 問題の の

第 図 明石市都市空間構成 ー 図3-1-1 イメ ジ 衢）

第 章 、人口・世帯 土地利用 ー 用 、東播磨地域 都

市構造 変容 計画課題 分析 行 。 章 、東播磨地域 各市町 目

標像 関 指標 用 、東播磨地域 都市計画 問題 広域的

視点 局地的 視点 明確 。

、第 節 東播磨地域 市 町 目標 将来都市構造 、第 節

、東播磨地域 土地利用 現状 分析 。 第 節 、土地利用 動

向 課題 分析 、第 節 、将来像 現状 比較 上 、都市計画

課題 述 。

東播磨地域 構成 市 町 、 都市 目標 将来都市構造 総

合計画 都市計画 ー 。 将来像 現状

差 明確 、東播磨地域 都市計画 問題 解決 最初

考 。

東播磨地域 各市町 都市構想図 第 図 第 図 示 、各市町 将来都

市構造 。

明石市都市計画 ー

（ 年 月） 、都市空

間 考 上 構成要素

、地域構成、土地利用 面

都市 核・軸・面構成

設定 。

明石市 地形 成

立 大別 区分

、住民 共通 問題意識

中学校区 基本 、地理的・歴史的条件 考慮

区 細分 。 区 、 基本

的 単位 定着 、都市計画 ー 、地域 視点 立

進 上 基礎 地域単位 設定 。

様々 都市活動 拠点 都市 核 、 駅 交通拠点 中心 設定

。市内 、山陽電鉄 駅 、 生活文化 核 。

明石市 中心核 明石駅周辺 、主要地域核 朝霧、西明石、大

久保、魚住、山陽電鉄東二見 各駅周辺 位置 。

２

１ ３ ２ ２

３

４

３ ２

４

４

３

において および などのデ タを いて の

の と について を った この では の の

とまちづくりに わる を いて における の を

な から な へとシフトさせながらより にする

そこで で の の とする をまとめ

では の の について する また では の

と について し において と を した で の

について べる

を する では それぞれの が とする が

または マスタ プランでまとめられている これらの と にど

のような があるかを にすることが の の を する

であると えられる

の の を から に し の

についてまとめる

マスタ プラ

ン では

を える での とし

て の か

らみた の の

つを している

を やまちの り

ちなどから した

から が の

をもつことができるおおむね を に などを した

のコミュニティ に している これらのコミュニティ は まちづくりの

な として しており マスタ プランにおいても の に っ

たまちづくりを める での となる として している

な の となる の として などの を に

している の の が それぞれの の となっている そ

のうち の として を として

の を づけている

3-1-1 3-1-5

2001

10

１．明石市 場合の

盧

盪

地域構成

都市 核構成の

JR

JR

JR

第 節 都市計画 目標１ の
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第 図 加古川市都市構造図3-1-2 衫）

蘯

盻

盧

盪

都市 軸構成

都市 面構成

※地域別構想

基本的 構成（地域 ）

・地域

・

拠点 軸

・拠点

都市拠点

の

の

な とシンボル

シンボル

と

核 核 、 核 放射状 延 、道路 沿 諸機能 連続

集積 都市 軸 設定 。東西方向 主要軸 国道 号、国道

号、県道明石高砂線沿道 、南北方向 主要軸 、 東西軸

結 都市計画道路大蔵朝霧線、魚住支所前線、二見土山線沿道 国道 号沿道

位置 。 、各 区内 中心軸 、 、山陽電鉄 主

要駅 起点 生活文化軸 設定 。

道路 河川、町・字単位 分 、 程度 区域 、都市

構成 面 設定 、 利用区分 住宅地域、商業・業務地域、工業地域、

農業地域、自然地域 。 面 、 成 立 地勢、 含

都市核、軸 影響 、 性格 決 。秩序 都市空間 形成

、 面 持 特性 生 、市全域 均衡 整備

図 必要 。

前述 都市 地域単位 基 、市域 地域 区分 。

（朝霧地域、大蔵地域、錦城地域、衣川地域、西明石北地域、西明石南地域、大久保

北地域、大久保南地域、魚住地域、二見地域）

加古川市都市計画 ー （ 年 月）

、将来 都市構造 、基本的 構成（地

域 ）、拠点 軸 設定 。

土地利用 特性 分類

層 ー 。

○臨海部 ○南部及 中央部

○北部

加古川 市 。

○加古川：加古川市 、市民 憩

ー 拠点、加古

川市 景観

：商業、 ー 、文化機能 都市活動、 活動

中心地。対象 圏域 応 。

○都心： 加古川駅周辺 ○副都心： 東加古川駅周辺、山陽電鉄別府駅周辺

と をむすぶ あるいは から に びる に って が して

するエリアを の として している の を

などとし の として これらの を

ぶ や など

を づけている また コミュニティ の として の

を とする を している

や などにより けた ある のまとまった を を

する として し その ごとに

とする それぞれの は まちの り ちや そこに まれ

る からの などにより その が まる ある を す

るためには それぞれの が つ を かしながら の がとれた を

る がある

の の に づき を の に している

マスタ プラン

では の として な

とシンボル と を している

などの によって される

つの をゾ ンとする

び

を のシンボルとする

のシンボル の い

とレクリエ ションの

の のシンボル

サ ビス などの あるいはコミュニティ

の となる に じたいくつかのレベルがある

２

３

３

250

175

10

2004

JR

JR JR

２．加古川市 場合の
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第 図 高砂市将来都市構造図3-1-3 袁）

○地域拠点：宝殿駅周辺、土山駅周辺、日岡駅周辺、神野駅周辺、厄神駅周辺、

浜 宮駅周辺、尾上 松駅周辺、志方町中心部

：行政、福祉 公共的 ー 中心地。

○市役所周辺

：産業（主 製造業 中心 工業 流通業） 中心地。

○臨海工業地区 ○加古川工業団地、加古川東工業団地 ○東播磨南北道路沿線

：市民 健康 憩 中心地。 広

域 集客 観光・ ー 拠点

○加古川運動公園・加古川 ー ○権現総合公園 ○見土呂 ー

ー ○加古川 ○臨海部 ○日岡山公園、鶴林寺公園、浜 宮公園、志方東

公園、尾上公園

都市間及 都市内 拠点 相互 連携 、発展 、特 強化

軸 。

：市中心部 縦断 東播磨内陸圏 結 南北 広域交流軸

：都市内 都市活動 中心的 役割 担 軸

：水 緑 中心的役割 担 軸

全体構想 示 方針 受 、地域間 関連性 土地利用 状況 発展動向等

整理 、市域 地域 区分 。

（加古川地域、加古川北地域、野口地域、平岡地域、浜 宮地域、両荘地域、加古川

西地域、志方地域）

高砂市都市計画 ー （

年 月） 、「整備 基本方針」

「将来人口 ー 」等 基 、現

在 都市構造等 踏 、以下

「将来都市構造」 設定 。

高砂市 中心市街地 古

発展 山陽電鉄高砂駅

伊保駅 周辺地区 今後

商業・業務 中核 担 「中心拠点

ー 」 位置 、都市拠点整備、都市機能 充実等 積極的 図 。

現在、主 住宅 立地 地域 今後 引 続 住宅地 位置 、住宅

地 純化、生活道路 下水道等 基盤整備 含 、身近 居住環境 改善 図 。

、将来 人口増加 対応 今後 住宅地需要 高 予想

の の

などの なサ ビスの

に を とした あるいは の

の づくりや いとやすらぎの あるいは

から できる レクリエ ション

ウェルネスパ ク フル

ツパ ク の

び の が に し していくために に すべき

つながりを とする

を して とを ぶ の

の の な を う

と の を う

で した を け の を の や から

し を の に している

の

マスタ プラン

では の や

フレ ム に づき

の を まえ のよう

な を している

の として くか

ら してきた から

にかけての を も

の を う

ゾ ン として づけ の を に る

に が している は も き き として づけ

への や の を め な の を る

また の に して もかなりの が まることが さ

行政 ー 拠点

産業拠点

ー 拠点

・軸

都市間連携軸

都市内連携軸

軸

※地域別構想

中心拠点 ー

住宅地 ー

サ ビス

レクリエ ション

アメニティ

ゾ ン

ゾ ン

８

５

３．高砂市 場合の

1997

盧

盪



－ －48

第 図 稲美町将来都市構造図3-1-4 衾）

れ ポテンシャルの い を るべき

についても として づけ に に するとともに

な により な の をめざす

の はさらなる の を る からも に

する を し の を るとともに の を

し な の を る なお の については のみな

らず といった の さを し レクリエ ション の

も る

くから の として してきた あるいは たな の

が まれる は の の を する

ノ ウォ タ フロント

を と のシンボル と づけ その を る

び においてまとまった が がっており ゾ ン に づ

けた は ゾ ン に づけ を る

に がる については な の

の の さらに の の の という からも その

を る とする

コミュニティの となる エリア を に の に して

いる

では の およびネット

ワ クの について のことを め

ている

は が に

されており および の

ならびにその をとりまく

に かれているものの

のほとんどが であ

、開発 高 市街化調整区域内農地等、都市的土地利用 図 区

域 居住地 位置 、計画的 市街化区域 編入 、一体

的 面的整備事業等 良好 居住地 形成 。

市南部 臨海地一帯 産業機能 強化 図 意味 、住宅地内 点在

工場 移転集約 、生産性 向上 図 、優良企業、工場 誘致 促進

、積極的 遊休地 有効利用 図 。 、遊休地 利用 、工場

臨海部 親水性 高 考慮 、公園、 ー 施設等 土地利

用 図 。

古 市 中心的商業地域 発展 地区、 新 商業地 形

成 見込 地区 、商業業務機能 強化、土地 高度利用等 推進 。

市 池公園、向島公園、加古川河川敷緑地、日笠山公園、 ー ー 公園、

総合運動公園等 「水 緑 拠点」 位置 、 形成 図 。

市北部及 中部 農地 広 、「居住 ー 」 位置

農地以外 「農地 ー 」 位置 、保全 図 。

市北部、北東部、中央部 広 丘陵地 、貴重 森林資源、水資源 供

給、動植物 生息地 確保、 市民 休養 場 確保 点 、 保

全・活用 図 地区 。

地域 活動拠点 「公民館 」 基本 地域 区分

。

（高砂地域、荒井地域、伊保地域、中筋地域、曽根地域、米田地域、阿弥陀地域、北

浜地域）

第 次稲美町総合計画（ 年 月）

、土地利用 基本方針

ー 整備 以下 定

。

稲美町 全域 都市計画区域 指定

、町中心部 南部 市

街化区域 周辺

市街化調整区域 分 、

町域 市街化調整区域

蘯

盻

眈

眇

眄

盧

工業地 ー

商業業務拠点地区

水 緑 拠点

農地 ー

山林 ー

※地域別構想

土地利用 基本方針

ゾ ン

と のシンボル

ゾ ン

ゾ ン

の

８

４

４．稲美町 場合の

2002 12
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第 図 播磨町将来都市構造図3-1-5 袞）

り その な は と するため である この を

かした なゾ ニングに づく を める

の は の を に の などによる

の を める

の は の を とし の のための

を める

で の のため たな ゾ ンとともに ゾ ンを し

を した を に める

その では の な であり となっている とため が

であり と な を する

の なゾ ニングにはネットワ クによる の が であるた

め のネットワ クの を める

と や の とのネットワ ク

との を るための ネットワ ク

における ネットワ ク

を とした ネットワ ク

ため などを ぶ と のネットワ ク

な から を し この で の や を っ

ている

マスタ プラン

では の の に けて

つの を まえ まちづくりの

として つの の を え

づくりのゾ

ン ゾ ン で を

していくとしている

の を かしたまちとし

て していくこと

まちの となる の した を

っていくこと

、 主 土地用途 農地、農村集落 点在 池 。 区域特性 生

適正 ー 基 土地利用 進 。

町 中心部 、住居系 用途 中心 行政機関、公共・公益施設 設置

都市機能 充実 進 。

町 南部 、工業系 用途 中心 、用途混在 解消、流通確保 基盤整

備 進 。

一部 町 活性化 新 住宅 ー 工業 ー 検討 、田園環境、

農業振興 考慮 土地利用 計画的 進 。

他 播磨町 貴重 環境資源 農業基盤 農地 池 中

心 、農地保全 良好 田園環境 形成 。

土地利用 適正 ー ー 機能 連携 不可欠

、以下 ー 充実 進 。

・中心市街地 周辺農村集落 各住宅地 交通拠点 ー

・周辺市町 連携 図 広域 ー

・産業 流通 ー

・道路整備 中心 交通 ー

・公園、緑地、 池 結 水 緑 ー

歴史的 背景 町域 区分 、 地域単位 町 地域計画 地域活動 行

。

（加古地域、母里地域、天満地域）

播磨町都市計画 ー （ 年

月） 、将来 都市構造 形成 向

基本的課題 踏 、 基本

方針 都市整備 方向 考 、

「都市拠点」、「都市軸」、「都市 ー

（都市的土地利用 ー ）」 都市構造

形成 。

・広域経済構造 拠点 生

発展

・ 基盤 産業 安定 発展

図

・市街化区域

・市街化調整区域

ー 整備

※地域別構想

基本的課題

盪

盧

ネットワ クの

３

３

９

４

５．播磨町 場合の

1998
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・ 世代 対 魅力 向上

・ “ ” 生活環境 充実 図

・魅力 計画的 土地利用 促進誘導

・自然・歴史・風土 保全 活用

・自然環境 調和 都市環境 形成

・人 進

・安心 住 進

・ 魅力 創出 “暮 中心核” 形成

・“緑” 空間 生 緑豊 住宅都市 形成

・定住環境 充実 安心・安全・健康的 暮 都市型住宅地 整備

・歩行 自転車 中心 生活展開 （ ー ＆ 都市）

・都市拠点

○ 拠点

○生活・文化・ ー 拠点

・都市軸

○広域交流軸

○ 軸

○産業・業務発展支援軸

○ ー 文化軸

・都市 ー

○都市型住宅 ー

○緑豊 都市型住宅 ー

○産業 ー

○生活・産業交流 ー （ ー ）

○ ー ー

山陽新幹線 境 南北 区分 。

（北部地域、南部地域）

あらゆる に するまちの を させていくこと

まちとしての にぎわい と の を ること

あるまちづくりにために な を していくこと

の や をしていくこと

との をめざした を していくこと

にやさしいまちづくりを めること

して むことのできるまちづくりを めること

まちの を する らしの の

の を かした かな の

の と な らしができる の

や を とした ができるまちづくり ウォ ク サイクル

にぎわい

サ ビス

まちのシンボル

レクリエ ション

づくりゾ ン

ゾ ン

かな ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン バッファゾ ン

レクリエ ションゾ ン

を とした つに している

盪

蘯

都市整備 方向

都市構造 形成

※地域別構想

の

の

JR ２
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第 表 市街化区域 人口3-2-1 の 衵）

明 石 市

加 古 川 市

高 砂 市

播 磨 町

稲 美 町

計

明 石 市 除 計

神戸市都市計画区域

阪神間都市計画区域

（線引 ）全 県

市 街 化 区 域

面積（ ）

％

％

％

％

％

人口（ ）

％

％

％

％

％

人口（ ）

％

％

％

％

％

人 口 増 減

（ ）

△

△

△

△

△

割 合

（ ）

△ ％

％

△ ％

△ ％

％

△ ％

△ ％

％

％

％

人 口 密 度

（ ）

を く

き

ha

C B C B B C A窕 窘 窖

3,883

4,016

2,153

836

321

11,209

42.1

7,326

33.7

20,042

36.2

20,438

31.5

70,671

26.5

2000

286,759

211,170

92,178

32,895

12,104

635,106

88.1

348,347

81.4

1,446,298

96.8

1,642,866

97.3

4,409,731

90.7

2005

285,357

211,386

90,899

32,600

12,552

632,794

88.1

347,437

81.4

1,472,115

96.9

1,681,731

97.4

4,472,635

90.9

1,402

216

1,279

295

448

2,312

910

25,817

38,865

62,904

0.5

0.1

1.4

0.9

3.7

0.4

0.3

1.8

2.4

1.4

73.5

52.6

42.2

39

39.1

56.5

47.4

73.5

82.3

63.3

．４ ．４

－ － ／ ／

次 東播磨地域 現状 述 。現状 都市計画法 都市計画決

定 、土地利用 強 規制 線引 用途地域 現状 若干 経緯 交

述 。 以外 都市計画決定、例 市街地開発事業 地区計画 都

市構造（都市 骨格） 与 影響 、用途地域 代表 。

都市計画決定以外 都市計画、例 景観形成地区等 触 。 、実

際 、都市施設、特 道路 都市構造 密接 絡 問題 明白 。

東播磨地域 全域線引 都市計画区域 。大 、 山陽線 北、加古川

付近 海 間 市街化区域 、北部 調整区域 、市街化区域

中 中抜 調整区域 設定 何 所 。 北部 開発

団地 市街化区域 設定 。

東播磨地域、神戸市 阪神間 市街化区域、市街化調整区域 人口 第

表 第 表 示 。

に の について べる については による

のうち に い がかかる きと の を の を えて

べる もとよりそれ の えば や なども

の に える はあるが で させることとする

の えば はここでは れない ただ

は に は と に んでくる であることは である

は き である きくは の

バイパス から までの が で は であるが

の に きで が されているところも カ かある また にも

などが に されている

および の の を

から に す

１．市街化区域、市街化調整区域

盧

盪

海沿 市街化区域、北部 調整区域

神戸、阪神間 大 市街化区域 低 人口密度

いは は

より きな と い

JR

3-2-1

3-2-3

第 節 都市計画 現状２ の
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第 表 市街化調整区域 人口

第 表 市街化区域＋市街化調整区域 人口

3-2-2

3-2-3

の

の

衵

衵

）

）

明 石 市

加 古 川 市

高 砂 市

播 磨 町

稲 美 町

計

明 石 市 除 計

神戸市都市計画区域

阪神間都市計画区域

（線引 ）全 県

市 街 化 調 整 区 域

面積（ ）

％

％

％

％

％

人口（ ）

％

％

％

％

％

人口（ ）

％

％

％

％

％

人 口 増 減

（ ）

△

△

△

△

△

△

△

△

割 合

（ ）

△ ％

％

△ ％

△ ％

△ ％

△ ％

△ ％

％

△ ％

△ ％

人 口 密 度

（ ）

明 石 市

加 古 川 市

高 砂 市

播 磨 町

稲 美 町

計

明 石 市 除 計

神戸市都市計画区域

阪神間都市計画区域

（線引 ）全 県

市街化区域 市街化調整区域

面積（ ） 人口（ ） 人口（ ）

を く

き

を く

き

ha

C B C B B C A

ha

窕 窘 窖

窕 窘 窖

1,041

9,835

1,287

84

3,175

15,422

57.9

14,381

66.3

35,295

63.8

44,529

68.5

195,593

73.5

2000

6,358

55,000

3,842

871

19,950

86,021

11.9

79,663

18.6

47,100

3.2

45,045

2.7

452,265

9.3

2005

6,330

55,000

3,789

791

19,638

85,548

11.9

79,218

18.6

47,100

3.1

44,045

2.6

446,112

9.1

28

0

53

80

312

473

445

0

1,000

6,153

0.4

0.0

1.4

9.2

1.6

0.5

0.6

0.0

2.2

1.4

6.1

5.6

2.9

9.4

6.2

5.5

5.5

1.3

1

2.3

4,924

13,851

3,440

920

3,496

26,631

21,707

55,337

64,967

266,264

2000

293,117

266,170

96,020

33,766

32,054

721,127

428,010

1,493,398

1,687,911

4,861,996

2005

291,687

266,386

94,688

33,391

32,190

718,342

426,655

1,519,215

1,725,776

4,918,747

．４ ．４

－ － ／ ／

．４ ．４

+

神戸、阪神間 都市計画区域 ％、 ％ 市街化区域 、

中 ％、 ％ 人 住 。一方、東播磨地域 、市街化区域

％ 、人口 ％ 。人口密度 神戸、阪神間 、 人

対 、東播磨 人 、特 明石 除 人 、比較的低密度

。工業専用 除 、神戸、阪神間 、 人 、東播磨 人 、明

石 除 人 差 縮 、比較的低密度 変 。

では のうちそれぞれ が で そ

の に の が んでいる では は

で は となっている をみても が

に して は に を けば と

である を くと が が

を くと と は まるが であることには わりない

36.2 31.5

96.8 97.3 42.1

88.1 73.5 82.3

56.5 47.4

77 86 67

60

／

／ ／

／ ／

／

ha ha ha

ha ha

ha
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市街化調整区域 人口密度 、神戸、阪神間 、 人 対 、東播磨

地域 人 。神戸、阪神間 比 、都心部 集中度 低 。 、

年 年 、神戸、阪神間 市街化区域内 増 、市街化調整区域 減

傾向 対 、東播磨地域 同 減傾向 示 、近年 集

中 度合 差 。

線引 以来、神戸、阪神間 市街化区域 ％以上拡大 、東播磨

％ 増 。 年 差 。

市街化区域 、特 年 見直 時 多 編入（増加） 、当時編入

条件（前提） 土地区画整理事業等 基盤整備 編入後 行 、

現在 至 多 。 、 年 市街化区域 設定

必 基盤整備 完了 限 、 現在 未整

備 状態 少 、 年 編入 問題

考 。

年 行 志方町 加古川市 合併 契機 、旧志方町 市街化区域 一

部 市街化調整区域 逆線引 、 場整備事業 実施 。「広域都計」

各市町 程度 市街化区域 設定 得 、加古川市

合併 旧志方町 加古川市 一地区 、 矛盾 顕在化

。 、当時 営農 希望 者 大半 、逆線引

。

東播磨地域 市街化区域内 農地 相当 。基盤 道路 未整備 利

用 土地 含 、量的 十分 土地 存在 。 、道路 利

用 、 、営農 継続 者 混在 、一体的 開発 進 、

田 一枚単位 開発 虫食 的 建築 。都市計画法 市街化

調整区域 開発 十分 ー 機能 制度 仕組

、 地価 安 市街化調整区域 開発需要 多 。

加古川市 、市街化調整区域 計画的 開発 進 事例 。集落整

備法 利用 、土地区画整理事業 営農 継続 土地 建物 建 土

地 区分 、集 、営農 土地 集落地区計画 開発 可能

。市街化区域内 農地 、 手法（逆 市街化区域

場整備事業 ） 模索中 。

東播磨区域 含 東播都市計画区域 、 ー 姿 目指

用途地域 設定 姿勢 、現況 既存不適格 生

の は が に して

は である に べ への は い また

から をみても では は え は

の があるに して では じくらいの を しており の

の いにも がある

き では を しているが では

の である からをみれば はない

は に の し に く しているが の

であった による が に われないまま

に っているエリアも い ただし に として したエリア

が ずしも が していたエリアとは らず さらに までそのまま

の のところも なくないことから の が となったことはないと

えられる

に われた と との を に の の

を に きして ほ を している と

はいえ にある の を せざるを なかったのだが と

の で が の となったとたんに その が してきた

ものである ここでは は を する が であったので きがう

まくいっている

の には が ある である が なため

できない も め には な は する しかし がなければ

できず また を したい も しているので な が まず

んぼ のミニ などで い に されていく では

での を にコントロ ルできるだけの を として めていな

いため むしろ の い での が い

では のままで に を めた がある

を し によって を したい と を てたい

を し め しない については により を とした

ものである の について このような に でのほ

など を である

この を む では あるべきゾ ニングの を して

を するという ではなく にあわせて を じさせない

1.3 1.0

5.5 2000

2005

10

2000

1980

1971

1980

1979

／

／

６

ha

ha

蘯

盻

眈

眇

盧

基盤未整備 市街化区域編入

逆線引 （市街化→調整） 事例

市街化区域内 未利用地

市街化調整区域 計画的開発

現況 用途地域 設定

のままでの

き の

の

のままでの

にあわせた の

２．用途地域
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第 表 用途地域別面積 割合3-2-4 と 衵）

明 石 市

加 古 川 市

高 砂 市

播 磨 町

稲 美 町

計

％

％

明 石 除

％

％

％

％

％

％

（線引 ）全 県

％

％

種

低 専

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

種

低 専

％

％

％

％

％

種

中 高

％

％

％

％

％

種

中 高

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

種

住 居

％

％

％

％

％

種

住 居

％

％

％

％

％

準住居

％

％

％

％

％

近 商

％

％

％

％

％

商 業

％

％

％

％

％

準 工

％

％

％

％

％

工 業

％

％

％

％

％

工 専

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

合 計

％

％

％

％

％

く

き

神戸市都市計画区域

阪神間都市計画区域

１ ２ １ ２ １ ２

522

458

153

141

142

1,416

12.6

39.9

894

12.2

40.4

6,294

31.1

51.2

4,981

24.3

51.3

14,337

20.2

42.7

0

68

98

49

25

240

2.1

240

3.3

8

0.0

158

0.8

896

1.3

992

1,136

562

125

1

2,816

25.1

1,824

24.9

4,057

20.1

5,368

26.2

15,019

21.2

64

77

7

0

9

157

1.4

44.3

93

1.3

39.2

189

0.9

43.7

1,517

7.4

44.2

4,402

6.2

48.4

1,116

680

227

100

64

2,187

19.5

1,071

14.6

2,255

11.1

2,396

11.7

10,478

14.8

70

185

136

43

2

436

3.9

366

5.0

1,381

6.8

988

4.8

3,681

5.2

94

80

52

24

0

250

2.2

156

2.1

176

0.9

232

1.1

896

1.3

194

126

63

9

4

396

3.5

202

2.8

780

3.9

777

3.8

2,514

3.5

94

39

17

0

0

150

1.3

56

0.8

721

3.6

286

1.40

1,583

2.20

171

157

110

1

5

445

4.0

274

3.7

2,689

13.3

1,886

9.2

6,763

9.5

294

420

142

57

34

947

8.4

653

8.9

652

3.2

969

4.7

4,001

5.6

272

590

586

287

35

1,770

15.8

15.8

1,498

20.4

20.4

1,032

5.1

5.1

913

4.5

4.5

6,325

8.9

8.9

3,883

4,016

2,153

836

321

11,209

100

7,326

100

20,234

100

20,471

100

70,895

100

ように してきた このため なくとも の では の

がすなわち の な における の あり とみても きな いはな

いものと われる

としては には の と きな のない や に

に など な になっている つまり な ではそうなる とい

うことである

なお では は されているが きなところでは

その

の とみても ない はおおむね

はおおむね であるが は が する で

ある えば では てのパチンコ が てられる で

の て も されてはいないため にも は い もちろんマ

ンション であることはいうまでもない

の の と を に す

との では は の が に く

が の であるのに し を めている は

で と であるが を いたエリアで すれば

の は は と ポイント くなっている

設定 。 、少 市街化区域 中 現状 建物立地状況

人間 自然 経済活動 都市 形・ 方 大 違

思 。

結果 、性格的 他 地域 大 差 、駅前 沿道 商業、臨海部

工業 一般的 設定 。 、自然 経済活動 、

。

、都市計画法 用途地域 区分 、大 、住居専

用系（第 種低層住居専用～第 種中高層住居専用）、工業専用、 他混在系（第

種中高住居専用～工業） 区分 大差 。住居専用系 住宅用

地、工業専用系 工場用地 、混在系 住、商、工 混在 地域

。例 、商業地域 容積 ％・ 階建 屋 建 一方 、

平屋 戸建 住宅 排除 、商業地域 住宅 多 。

建設適地 。

東播磨地域、神戸市、阪神間 用途地域別 面積 割合 第 表 示 。

神戸、阪神間 比較 、東播磨地域 工業専用地域 率 非常 高 、神戸、

阪神間 市街化区域 ％程度 対 、 ％ 占 。混在系

％ 神戸、阪神間 同程度 、工業専用地域 除 比較 東播

磨地域 混在系 ％、神戸、阪神間 ％ 程度高 。

盪

蘯

ごく な

い

一般的 設定

比較的広 混在系用途地域

12

800 10

3-2-4

15.8 44.3

52.6 46.1

１ １

２ ３

５

７
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年 度
棟 数
戸 数

年 年 年 年 年 年2000
1
37

2001
3
47

2002
3
55

2003
3
89

2004
0
0

2005
6
285

混在系 中 工業地域 割合 神戸、阪神間 比 高 、混在系 準工 割合

低 。 、混在系 割合 高 分、住居専用系 低 。

混在系 用途地域 許容 建築物 幅 相当広 、用途地域

実質的 用途 入 替 現象、例 商業地域 店舗

、工業地域 工場 住宅 、 店舗 、 現象 。

、近年、各地 問題 工業地域 建設 問題

生 、工業、住宅 環境 優先 課題 。

東播磨地域 、土地利用面 今何 起 、 切 口 述

。 対 、都市計画法 中心 都市計画 手法 対処

、 対処 考 。

、目指 将来像 対 障害 事象 「課題」 、

現在起 果 「課題」 判断 。

加古川市 中心 、 年代 神戸・大阪大都市圏 化 進

ー 、西神 ー 三田 ー 、住

宅団地 開発 、 住宅 、 ー 。神戸、大

阪 通勤 意外 便利 割 土地 安 、何 住宅 増 、

感 強 。

東播磨地域 立地 、 、 年 増 。

例 、明石市 中心市街地 非木造共同住宅 立地 下表 通 。

駅 近 通勤 便利 割安感 、神戸市 若年層 移住

、 考 。 、明石市 市内移動 多 考 。西明

石 大手業者、 西方面 中小 地元業者 開発 多 。

中心市街地 限 、東播磨地域 駅近辺 近年 ー形式

増 、市内（圏内） 若年層 移住 傾向

考 。

戸建 住宅 新規建築 、工場跡地 市街化区域内農地

の では の が に べて いが の の

は い なお の が い が いということになる

の では される の が いため はそのまま

で な が れ わってきているような えば で からマン

ションへ で から へ あるいは へ のような がみられる

そのため で になっている でのマンション による

が じており のどちらの を するかという がある

では で が こっているのか をいくつかの り で べ

る それに して を とする の でどのように しようと

しているのか あるいは しがたいのかも える

ただ すべき に して となっている を というのであれば

こっていることが たして なのかどうかは がわかれるところである

を として から のベッドタウン が ん

できたというイメ ジがあるが ニュ タウンや ニュ タウンのような

を してきた あるいは しかない というイメ ジではない

への が に な に が いため となく が えていっている

という じが い

でのマンションの は ここ で えてきている

えば の における の は の りである

が く に で があることから から が しているの

ではないか と えられる ただし では も いと えられる

までは そこから は の の が くみられる

に らず の には のファミリ のマンション

が えていることもあり から が している があるのでは

ないかと えられる

て がまとまって されるのは と のミニ

盻

盧

盪

蘯

盻

混在系用途地域内 実質的用途 入 替

ー

中心部（加古川、明石 中心市街地） 立地

駅近辺 若年層

工場跡地、農地 戸建 住宅 開発

での の れ え

イメ ジはベッドタウン

の にマンション

には

での て ミニ

１．住宅立地

1955

２ ３

第 節 土地利用 動向 課題３ の と
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第 図 加古川市・駅周辺 人口増減（ ～ ）3-3-1 2003 2006の 衽）

開発 。特 駅 ～ ㎞ 自転車、単車 通

人口増 地区 多 。 市内 人 移住 考 。他 、道 狭 不

便 集落内 自己所有 農地 戸建 住宅 建 移住 者 。

試 、加古川市中心部 町丁別 人口増減（ 年～ 年） 化 第

図 示 。

第 図 、 国道 号沿道 、 号 、加古川 間 人口

減 町丁目 集中 。 加古川駅 中心 中心市街地、加古川市

副都心 位置 東加古川駅 山陽電鉄別府駅 間 人口減

、 号 南 人口増 人口減 町丁 混在 、 的分布

。

東播磨地域 旧集落 住 人 地縁 遠 行 。

大都市圏 比 渋滞 少 車 移動 容易 、 ー 発

達 、特 通勤 人 、車 運転 限 中心市街地

移住 必要 少 。 、 圏域 中心市街地 飛 越 神戸、大阪

都市圏 移住 可能性 。

がほとんどである に から で で えるエリアはこれに

よる の も い ほとんど の の と えられる に が く

な から の に て を てて する もいる

みに の の を した

に す

より おおよそ と と バイパスの が

の が している また を とした の

として づけられている と の も であ

るが より のエリアでは と の が し モザイク となっ

ている

の に んでいる は があるのでそこから くには かない

に べて も なく での が であり ロ ドサイドショップが

しているので に しない にとっては の ができる りは

に する は ない あるいは この の を び して

に している はある

２ ３

２ ２

２

2003 2006

3-3-1

3-3-1

GIS

JR

JR

JR

眈 高齢者 居住 傾向 、のまちなか の は まだみられない
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第 表 東播磨地域 自動車保有状況

第 表 商店街組合員数 推移

3-3-1

3-3-2

の

の

袵

衲

）

）

1996

2000

2004

72,721
287,356
101,308
0.25
0.72

78,840
294,584
109,390
0.27
0.72

80,053
291,890
110,988
0.27
0.72

91,641
264,098
85,941
0.35
1.07

83,215
266,170
89,533
0.31
0.93

84,485
266,781
94,374
0.32
0.9

30,844
99,004
34,852
0.31
0.85

30,552
97,898
36,029
0.31
0.85

10,425
31,972
9,086
0.33
1.15

11,279
32,584
9,957
0.35
1.13

11,495
32,667
10,595
0.35
1.08

11,295
34,149
11,135
0.33
1.01

13,240
34,853
12,021
0.38
1.1

14,361
34,412
12,505
0.42
1.14

1966

58

105

1970

59

100

1975

66

101

1980

69

84

1985

71

83

1990

50

79

1995

50

74

2000

48

63

2005

51

46

年

年

年

自 動 車 保 有 台 数
人 口
世 帯 数
人当 保有台数
世帯当 保有台数

自 動 車 保 有 台 数
人 口
世 帯 数
人当 保有台数
世帯当 保有台数

自 動 車 保 有 台 数
人 口
世 帯 数
人当 保有台数
世帯当 保有台数

明 石 市 加古川市 高 砂 市 稲 美 町 播 磨 町

加古川駅前商店街

寺 家 町 商 店 街

年 年 年 年 年 年 年 年 年

１
１

１
１

１
１

り
り

り
り

り
り

２．ロ ドサイド とー 型店舗 中心市街地

盧

盪

車 中心市街地 移動

生活必需品 中心市街地

による へ

がそろわない

今 中心市街地 状況 加古川駅前 明石駅前 活性

化基本計画 地区 。 中心市街地 実態

既 車移動 主 。

国道沿 大型店 行 、中心市街地 行 、中心市街地 居住

人以外 同 考 。 山電 東西 走 、両端 神

戸市 姫路市 大 街 点 阪神間 似 、阪神間 駅

徒歩圏外 住宅 多 、 比較的交通渋滞 少 、車移動 普通

現状 。

商店街組合数 推移 第 表 、加古川駅周辺 業種別街区調査結果（加古川

市広域商業診断実習報告書 街区機能部会： 年） 第 表 示 。

なお といえるような にあるのは と のみで

もその だけである これらの へのアクセスは として

に が になっている

いの へ くのも へ くのも に している

にとっては じことであると えられる と が に り に

と という きな をかかえる は に ているが より から

の に も く また が ないため が になって

いる がある

の を に の

を に す

２

JR

3-3-2

1998 3-3-3
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第 表 加古川駅周辺業種別街区調査結果3-3-3 袂）

業 種

衣 類 身 回 品
他 買 回 品

生 鮮 品 店
他最寄品店

昼 間 性 飲 食
夜 間 性 飲 食
一般 ー 業
娯楽 ー 業
大 型 店
空 店 舗
時 間 貸 駐 車 場
月 極 駐 車 場
専 用 駐 車 場
駐 輪 場

ー ー
金 融 機 関
観 光 資 源

都 市 施 設
合 計

加古川駅周辺
（実数） （構成比）

％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％
％

具 体 的 業 種

衣類、靴、鞄、貴金属、時計等
本屋、文房具屋、花屋、化粧品店等
肉屋、魚屋、八百屋、生鮮 ー ー
薬局、菓子店、米屋、酒屋

、 ー 、 、喫茶等
居酒屋、 、小料理店等
理美容、 ー 、塾、消費者金融等

、 、映画館等
、百貨店等

銀行、信金、郵便局等

役所、病院、学校等

そ の

その

サ ビス
サ ビス

デ ィ ラ

ガソリンスタンド

ス パ

そば ラ メン レストラン
スナック
クリ ニング

パチンコ カラオケ

61
97
10
79
57
62
79
2
6
31
16
111
45
8
0
20
1
2
48
735

8.3
13.2
1.4
10.7
7.8
8.4
10.7
0.3
0.8
4.2
2.2
15.1
6.1
1.1
0.0
2.7
0.1
0.3
6.5

100.0

GMS

加古川市 中心市街地 商店街 、第 表 商店街組合員数

減 、空 店舗 増 。

、第 表 現在営業 店舗 「衣類身回品」、「 他買回品」、

「 他最寄品店」 「腐 」 ％ 占 、生鮮品店 ％

、生鮮食料品 揃 商店街 。

、明石市 中心市街地 、 ー 撤退 伴 、男性用下着 日用品

購入 状態 。

の の は からもわかるように

が り き が えている

そして より している は その

その などの らないもの が を め は しか

なく は いにくい となっている

また の では ダイエ の に い などの

が できない もある

3-3-2

3-3-3

32.2 1.4
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第 表 ー 型店舗集積 業種別路線別出店年別一覧表3-3-4 ロ ドサイド の 袗）

（加古川市広域商業診断実習報告書）

国
道

号

国
道

号

合

計

年以前
～ 年
～ 年
～ 年
～ 年
年以降

不 明
合 計
年以前
～ 年
～ 年
～ 年
～ 年
年以降

不 明
合 計
年以前
～ 年
～ 年
～ 年
～ 年
年以降

不 明
合 計

衣

服

身

回

品

店

他
買
回
品
店

生

鮮

品

店

他
最
寄
品
店

昼

間

性

飲

食

夜

間

性

飲

食

一
般

業

娯
楽

業

自

動

車

関

連

大

型

店

合

計

２

250

1973
1973 1977
1978 1982
1983 1987
1988 1992
1993

1973
1973 1977
1978 1982
1983 1987
1988 1992
1993

1973
1973 1977
1978 1982
1983 1987
1988 1992
1993

0
0
1
2
1
3
0
7
0
0
0
0
4
2
2
8
0
0
1
2
5
5
2
15

0
2
1
2
4
4
2
15
0
0
0
1
2
6
3
12
0
2
1
3
6
10
5
27

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
0
0
1
0
0
0
0
1
0
0
1

0
0
0
0
3
1
2
6
0
0
0
1
3
2
2
8
0
0
0
1
6
3
4
14

0
1
1
2
3
3
2
12
0
0
1
0
9
7
18
35
0
1
2
2
12
10
20
47

0
0
0
0
0
0
1
1
0
0
0
0
0
1
3
4
0
0
0
0
0
1
4
5

0
0
1
0
0
1
2
4
0
0
1
1
3
1
7
13
0
0
2
1
3
2
9
17

0
0
1
1
1
1
1
5
0
1
0
1
2
5
4
13
0
1
1
2
3
6
5
18

3
1
2
5
3
2
8
24
0
0
1
0
3
9
5
18
3
1
3
5
6
11
13
42

1
1
0
0
1
1
1
5
0
0
0
1
0
3
3
7
1
1
0
1
1
4
4
12

0
0
1
0
0
0
0
1
0
0
0
1
0
0
0
1
0
0
1
1
0
0
0
2

4
5
8
12
16
16
19
80
0
1
3
6
27
36
47
120
4
6
11
189
43
52
66
200

そ
の

そ
の

サ

ビ
ス

サ

ビ
ス

ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド

ー ー

蘯 便利 ー 型店舗

① 阪神地域 山陽地方 結 幹線道路沿

なロ ドサイド

と を ぶ いにある

加古川市 ー 型店舗集積 出店時期 業種 関係 第 表

示 。

東西 幹線 国道 号 国道 号沿 ー 型店舗 「

」出店 。前述 比較的交通渋滞 少 、駐車場 無料

、車移動 可能 者 便利 。

「加古川市広域商業診断実習報告書」 街区機能部会 、 以降、

国道 号 国道 号沿 ー 型店舗 、集積 背景 、以

下 点 挙 。

国道 号 、阪神地域 山陽地方 結 幹線道路 、通行量 多 。国道

におけるロ ドサイド の と の を に

す

の である と いにロ ドサイド が まんべんな

く している のとおり も なく も のところが

ほとんどであるため が な には である

の では このように

および いにロ ドサイド が した としては

の を げている

は と を ぶ であり は い

3-3-4

250

1973

250

250

２

２

４

２
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号 国道 号 補完 東西 結 幹線道路 、 路線 交通量 多 。

、 昼間性飲食 通貨車両向 店舗 出店 推

測 。

加古川市 、阪神地域 人口、世帯数 急速 増 市

。

中 、国道 号、国道 号 通 市南部地域 市平均 上回 伸 示

。 消費需要 拡大 対応 店舗 推測 。

加古川市 自動車保有台数 増加 （ 年～ 年）、 増加率 人

口・世帯数 増加率 上回 、自動車保有率 増加 。 加古川

市 ー ー 著 進展 、道路整備 、 進

予想 。

路線価 地価 場合、加古川市 中心部 加古川駅前 約 万円

㎡ 対 、国道 号沿 ～ 万円 ㎡、国道 号沿 約

万円 ㎡ 。

、中心部 比 地価 安 、 用地 取得 容易 、

郊外 ー 沿 出店 進 思 。

加古川駅 徒歩 分程度 大型店 中心市街地活性化基本計画

区域内 、実質 「駅 近 ー 店」 。 店舗 、駅

加古川 西 最近 同系列 大型 ー 店 結 巡回送迎 ー

行 。 、商店街 連携 問題点 。

以前 明石市 神戸市 明舞団地 、近隣 ー舞子店 無料

送迎 、今 廃止 。停留所 団地内 数 所 、 ー

施設 買 物 行 便利 声 。

高砂市 大型 ー 店舗 少 、車 姫路 出 時間 不便

、「買 物 加古川 」 傾向 強 。例 、 遣 、姫

路 、加古川 求 同 、 意識 思

。 、高砂 加古川 学区 同 、「 」 感覚

。

加古川 ー 店舗 北播磨 車 来店 、稲美町、播磨町

強 加古川 引 。加古川 ー 店舗 方 近 人

、加古川 、明石市 神戸市西区 ー 店舗 方 近 人 、

感 、車 移動 点 自然体 。明石市

、道路 整備状況 神戸市西区 買 物 多 。

も を し を ぶ であり この の も い この

ため ガソリンスタンドや といった けの が したと

される

は のベッドタウンとして が に えてきた

である

その でも の る は を る びを

してきた そのため の に する があったことが される

の は しており その は

の を り は している このことから

のモ タリゼ ションは しく してきており にあわせ さらに

むことが される

で をみた の である が

であるのに し いでおよそ いで

となっている

このことは に べ が く まとまった の が なことから

ロ ドサイド いへの が んだと われる

から のところにある は

だが は にも いロ ドサイド である そしてこの が と

の に できた の ロ ドサイド を ぶ バスのサ ビス

を っている しかしながら とは していないという もある

は と にまたがる へも のダイエ から の

バスがあったが は されている が に カ あり センタ

に い に くより だったとの もあった

には ロ ドサイド が なく で に るのは がかかり

であるため い は へ という が い えば お いものなら

にでるのも のヤマトヤシキで めるのも じ という があると われ

る あるいは と は も じで なじみがある という があるの

かもしれない

のロ ドサイド へは からも で しているが

はそれほど くは に かれていない のロ ドサイド の が い

は へ や のロ ドサイド の が い はそちらへ と

いう じで での のしやすさという での のようである につい

ても の から への い も い

２

２

／

２ ／

／

② 人口増加地域

③ ー ー 進展

④ 地価 安

駅 送迎 ー ー 店舗

加古川 求心力（高砂 結 ）

である

モ タリゼ ションの

の さ

まで バスのサ ビスをするロ ドサイド

の との びつき
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第 図 加古川市域 変遷 第 図 加古川市人口集中地区 変遷3-3-2 3-3-3の の袒 袂袁） ）

３．スプロ ルー

盧

盪

農振白地（農用地以外） 調整区域

市街化区域内 （無秩序）開発

の

のミニ

加古川市 、 、加古川 沿 北側 市街化調整区域

設定 、 農振白地 、 北 農振農用地 設定

。

駅 非常 近 場所 調整区域 設定 、 農振白地

都市計画法 開発自体 止 困難 状況 。

加古川市 市域 変遷 第 図 、人口集中地区 変遷 第 図 示 。

加古川市 、 年 合併以後、編入、埋立等 繰 返 年 志方町編

入 、現在 市域 。 間、市域 拡大 、人口・世帯数 急激

伸 。

、将来 人口 ー 結果的 過大 見積 基盤 未整備 農地

多 市街化区域 設定 、 後土地区画整理事業等 進 、市街化区

域内 ー 状況 起 。

市街化区域内農地 所有者 今 営農意欲 持 者 多 、区画整理事

業 大規模 基盤整備 進 実情 。 、旧志方町 行 逆

線引 同意 強 営農希望 、「自分一代 」程度 、接道

農地 、「代替 」→「切 売 」→「 開発」 状況 起

では おおむね バイパスに ってその に

が されているが まず のエリアがあって その に が さ

れている

の に に い に が されており しかも であるこ

とから では を めることは な になっている

の の を に の を に す

は の を り しながら の

により の となった その の とともに は

に びていった

そのため の フレ ムを に に もって が の を

く に し その も んでいないため

でのスプロ ルともみられる が きている

の には なお を っている も く

など な は まない がある しかし で ったような

きに するほどの い ではなく は なので し

ている については わり り り ミニ という が

JR

JR

3-3-2 3-3-3
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第 図 加古川市土地利用方針図3-3-4 袂衾）

きているのではないかと えられる のないあんこの がその

まま されるのは と じ である

では も されることから が した にミニ による

が されるケ スが えている が ってくることで との

に のトラブルが し でありながら たな が されにくくな

るという が じている にして からの を とするわ

けにもいかず が く

マスタ プランにある を に す

考 。道路 部分（未接道宅地）

残 、密集市街地 同 課題 。

工業地域 住宅 許容 、工場 転出 跡地 開発 住

宅 建設 ー 増 。一度住宅 入 、既存工場 間

騒音等 発生 、工業地域 新 工場 建設

現象 生 。住居系用途 以前 工場 既存不適格

、住工混在 当面続 。

加古川市都市計画 ー 土地利用方針図 第 図 示 。

蘯

盧

工業地域 住工混在化

調整区域 地区計画

での

における

４．都市計画 ーによるコントロ ル

3-3-4
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都市計画 ー 地域別構想 中 、農振白地地域 ー

対 、加古川市 、 開発 禁止 、「市

街化周辺部 低密度 開発 計画的 行 」 思想 転換

。市街化区域 周辺 中心 農振白地地域 開発許容区域 、地

区計画制度 緩 開発、秩序 開発 認 。

市街化区域 周辺部 、将来的 市街化区域 編入 視野 入

、従来 ー 論 、市街化区域内 未利用地 残 周辺

部 拡大 矛盾 抱 込 。

中抜 市街化調整区域 何 所 設定 、高砂市 明姫幹線（国道

号） 新幹線 囲 広 調整区域・農振白地 残 。

場整備 道路 整備 、都市計画法 開発 止

。既 号沿道 店舗等 立地 。 資材置 場 利用

、見苦 。

、市 主導 地権者 市 間 「 協定」 締結 、望

形態 開発 誘導 。任意 行政指導、 形 今

協定破 、法 条例 罰則付 規制 「違反 者 違反 」

現実 、十分 評価 。 、 都市計画

法 開発 場合 、 形態 用途 誘導 性格 、積

極的 都市 形 制度 、調整区域 開発指導内容 、

感 。市 、調整区域 地区計画 持 行 、 市街化

区域編入 考 、人口 ー 論、 「市街化 基盤整備 条件」

法則 照 合 、前途 暗 。

高砂市、稲美町 特別指定区域制度 、市街化調整区域 開発 許容

。 加古川市 上記地区計画 加 制度 適用 。

、以前 「事情 得 」場合 市街化調整区域 特例 個別 開

発 認 、調整区域全体 土地利用計画 定 上 、 土地利用

計画上、開発 許容 ー 、個別事情 型式化 認

。

例 、既存 集落 周辺地 地縁 者 住宅 認 、

、 住宅 住 者 集落 生 者 、北海道 育 者

、土地利用 何 区別 、地縁 者 第 者 住宅 譲渡

都市計画法違反 。 、地区計画 異 、例 地縁者住宅 ー 定

、地場産業工場 集落 住 者 店舗等 排除 、制度 仕組

問題点 多 。

、今年度 「 得 」事情 一 、集落 活性化 必要、

認 。活性化 必要 中心市街地 既存 開発団地（ ー

ー ） 同 、全県的 人口増 有効 手 見出

マスタ プランにある の で へのスプロ ルに

しては はできないこと つまり の をがんばるのではなく

にふさわしい な を に わせる という へと して

いる の を とする のエリアを とし

により やかな ある を めていこうというものである

の であるので には への を に れてい

るが のフレ ム にこだわると には を しながら

へ していくという を え むことになる

きの が カ か されているが には

と に まれた いエリアが として されている

ほ によりおおむね は されているため では を められ

ない に などに が している また き などにも さ

れ しい

このため が して と との で まちづくり を し まし

い の へと しようとしている の という にはなるが の

ところ りもなく や で きの をしても する は する

という からみれば に できるものといえる ただし あくまで

で できる について その や を するという であるため

に を づくっていく ではなく における のひとつ

といった じでもある は での に って き さらには

を えているが フレ ム さらには には が

の に らし わせると は い

は により での を しよう

としている また も に えてこの も しようとしている

これは は やむを ない に でも として に

を めていたものを での を めた で その

を できるゾ ンについては を して めていこうと

するものである

えば の の で のある の は める といったものである

が その に む がその で まれた であろうが で った であろ

うが としては ら はないが のある が に を すれ

ば となる また と なり えば ゾ ンと め

ても や に む のための を できないなど の

みとしての が い

また から やむを ない の つに の が というも

のも められるようになった が なのは や の オ

ルドニュ タウン なども じで に の な だてが せないまま

盪

蘯

調整区域 協定 開発誘導

特別指定区域 調整区域 “事情 得 ”開発 許容

でのまちづくり による

による での やむを ない の
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の で の での は としては かもしれ

ない

では に つ の を するために において

を しようとしている これは マンションの を として て

への に したもので では に があるため きな と

なっていないことから でも の を えたものである

しかし これは に の をも する に く であって に

という がその にふさわしいものでなくなっていることを している

の ではこのような の きはみられないが としては から ってき

た により の が におい への に し い され

る の の には に し の が になるため が

される ということが きている

に して を させるためのコントロ ルを おうとしている

はない

が した プログラム を するゾ ンを めたも

の に して は により の を うこととしているが

には のところそのような きはない にロ ドサイドへの が の

になるのだろうか という っこの で が し れていないことがその

である に を えるような が く しており を

してどれほどの があるのか さらに の での もいうほど

にはたいしたことはない にしんどい の を に しつけている という

に しての もあるようだ

の について としての を す な は せていな

い の の きを ったエリアの くの で を

くして を させるために ほ を しているエリアはある

は な を り すことを としているため

の の が しく も きく また もかさむため

するのに なんでこんな い がいるのか そこらあたり と んぼばかり

なのに なんかいるのか という があり なかなか が しい このた

め ほ を している

これは の にもいえることであって に の き ま

り のミニ しかみていない の には による は

なもの で に を られるものと るようである

状況下 、調整区域 人口増目的 制度化 、都市計画 無責任

。

明石市 、工場跡地 建 住宅 居住環境 確保 、工業地域

日影規制 強化 。 、 建設 前提 戸建 住

宅 影響 配慮 、準工業地域 既 日影規制 大 問題

、工業地域 同様 規制 考 。

、 逆 工場 進出 阻害 方向 働 規制 、既 「工業

地域」 用途地域 名 示 。

他 市町 規制 動 、現象 、後 入

住宅 既存 工場 環境問題（騒音、 等） 対応 苦慮 追 出

、新規 工場立地 際 近隣住宅 対 相当 対策 必要 立地 敬遠

、 起 。

工場跡地 対 、再度工場 立地 ー 行

市町 。

兵庫県 策定 広域土地利用 （大規模店 許容 ー 定

） 即 、市町 特別用途地区等 具体 規制 行 、市

町 今 動 。本当 ー 出店規制 市民

利益 、 根 部分 職員 納得 切

理由 。既 万㎡ 超 大規模店 数多 出店 、今更新規

規制 効果 。 既存店舗 周辺 交通渋滞

。本当 規制 部分 市 押 、

県 対 不信感 。

市街化区域内 農地 、宅地 活用 促 有効 手段 見出

。加古川市 北部 逆線引 行 近 市街化区域 、営農環境 良

農業 継続 、 場整備事業 検討 。

土地区画整理事業 良好 宅地 造 出 目的 、道路、公園

等 公共施設 基準 厳 、減歩 大 、 事業費（工事費） 、

「百姓 、 広 道 」「 山 田

、公園 」 声 、 合意形成 難 。

、 場整備事業 検討 。

、市街化区域内 農地全般 、周囲 ｍ 行 止

道路 開発事例 権利者 目 、区画整理事業 整備 過

大 、減歩 役所 土地 取 映 。

盻

眈

眇

工業地域 居住環境確保

ー 出店規制 動

市街化区域内農地 活用
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ここまで の としての すなわち と について べてきた

では の となる マスタ プランを とした の

についてまとめている の の では

について べ の の と では ロ ド

サイド と スプロ ル によるコントロ ルを り げ

てきた

ここでは の の についての および の について

べる

の は かれ なかれ のベッドタウンとしての

を ち の により を し に が してきたという

がある そのため に べ は で く

で いという の となっている また が なまま

に されたエリアも く だに のままの のところもある

また についてもあるべきゾ ニングの を して されているわけでは

なく のまま に っている そのため および の

での も りざたされている

このような に して マスタ プランにおいて の を

しようという きは できるが とともに なおも での

を する も ち している また においても の を して

いる この は やむを ない として づけられているが ま

たは での あるまちの を えた これ の は な

のかを える がある

そして など な が がりの にあって

を することは インフラ に な を いられ けることになり

かねないということも すべきである

の および はモ タリゼ ションに に い ロ

ドサイドショップの となってきた これに し を として してき

た の にある は を い や の も み

き が え も われ けている このまま をこまねいていると に

が しかねない な にあるといっても ではないだろう

ではないが にロ ドサイドショップに する を しても を

し させるものとはならないであろう もっと なところにある に り

む があると われる

、東播磨地域 都市 目標 将来像 現状 述 。

第 節 、各市町 将来像 都市計画 ー 中心 土地利用 方

針 。第 節 都市 現状 、①市街化区域、市街化調整区域、

②用途地域 述 、第 節 土地利用 動向 課題 、①住宅立地、② ー

型店舗 中心市街地、③ ー 、④都市計画 ー 取 上

。

東播磨地域 都市計画 目標 問題点 現状 課題 述

。

東播磨地域 各市町 、多 少 神戸・大阪大都市圏

性格 持 、交通網 発達 市域 拡大 、急速 人口 増加 背景

。 、神戸、阪神間 比 人口密度 市街化区域 低 、市街化調整区域

高 拡散型 都市構造 。 、都市基盤 未整備 市街化区

域 編入 多 、未 未整備 状態 。

用途地域 ー 姿 目指 指定

、現状追認型 今日 至 。 住居専用系 工業専用以外

混在系用途地域内 住環境問題 取 。

現状 対 、都市計画 ー 高砂市 用途混在 抑制

動 評価 、稲美町 、 市街化調整区域内 住宅

開発 容認 方針 打 出 。 加古川市 同様 方針 検討

。 方針 、“事情 得 ”開発 位置 、各市町

東播磨地域全体 秩序 方向性 考 場合、 以上 分散 妥当

今一度、考 必要 。

、人口減少、少子高齢化 様々 社会的要素 右肩下 時代 低

密度拡散化 促進 、 整備 多大 投資 強 続

考慮 。

東播磨地域 国道 号 国道 号沿道 ー ー 進展 伴 、 ー

激戦区 。 対 、鉄道網 基盤 発展

駅前 中心市街地周辺 商店街 求心力 失 、後継者 既得権等 問題 絡 、

空 店舗 増 、活気 失 続 。 手 本当 商店

街 消滅 危機的 状況 過言 。

現実的 仮 ー 対 規制 強化 商店街 擁護

活性化 。 根本的 問題 取 組

必要 思 。

１

２

３

２

１．

２．

低密度拡散型都市構造 歯止

低迷 続 中心市街地

への め

を ける

250

第 節 都市計画 課題４ の
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（第 章 引用文献）３ の

衢
衫
袁
衾
袞
衵
衽
袵

衲
袂

袗
袒

）明石市都市計画課：『明石市 都市計画 ー 』 年 月
）加古川市都市計画部都市政策局都市計画課：『加古川市 都市計画 ー 』 年 月
）高砂市 部都市計画課 係：『高砂市 都市計画 ー 』 年 月
）稲美町役場企画課：『第 次稲美町総合計画』 年 月
）播磨町都市計画 ー ：『播磨町 都市計画 ー 』 年 月
）兵庫県都市計画課：「人口」「世帯」「用途地域別面積」 年 月
）兵庫県都市政策課：『町丁別人口 ー 』 年 年 加工
）明石市情報管理課統計係：『明石市統計書』 年
加古川市総務課：『加古川市統計書』 年
高砂市企画総務部総務課：『高砂市統計書』 年
稲美町役場企画課：『稲美町統計書』 年
播磨町企画 ー ：『播磨町統計書』 年

）加古川市総務部総務課統計係：『商業統計調査』 年 加工
）中小企業事業団中小企業大学校 東京校 中小企業診断士養成課程 第 期商業 ー ：『加古川市後期商業診
断実習報告書 街区機能部会』

）兵庫県、加古川市：『加古川市広域商業診断報告書』 年 月
）加古川市総務課：『加古川市統計書』 年 加工
）株式会社 ：『 ー ：加古川市』 加工
）加古川市都市計画部都市政策局都市計画課：『加古川市 都市計画 ー 』 年 月

マスタ プラン
マスタ プラン

まちづくり まちづくり マスタ プラン

グル プ マスタ プラン

デ タ を により

グル プ
を

コ ス

を
パスコ デ タ を

マスタ プラン

2001
2004
1997

2002 12
1998

2005
2003 2006
2004

2004
2004

2004
2004

2005
40

1991
2004

2004

３
３
５

４
３

， ， ４
，

３

３
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DID袂袁
袂衾
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1950
1951
1955
1956
1971
1979
1980
1985
1991
1998
2000
2004
2005

41.07
45.02
80.99
93.80
98.70
137.67
137.91
137.91
138.46
138.51
138.51
138.51

36.48

38.92
39.17
39.51
39.84
40.00
40.16

62.21

98.99
98.74
98.95
98.67
98.51
98.35

49,832
56,075
71,517
88,037
137,341
208,832
212,233
227,311
242,608
267,935
266,170
266,781
267,103

第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第 章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４ 加古川市 都市構造 特性 計画課題の の と

第 表 市域 人口 変遷4-1-1 と の 衢

衫 衫

）

） ）

年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年

市制施行
別府町編入
八幡村、平荘村、上荘村編入
東神吉村、西神吉村、米田町（一部）編入
市街化区域及 市街化調整区域決定
志方町編入
市街化区域及 市街化調整区域変更

〃
〃
〃
〃
〃

市域面積等

〃

市街化区域

〃 〃

人 口
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人
人

び

び

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

裄

市街化調整区域

第 図 総人口 推移 第 図 年少・老年人口割合 推移4-1-1 4-1-2の の

加古川市 、神戸・大阪大都市圏 発展 市 。第

表 、 年 市制施行以来、市域拡大、人口増加 、市街地 拡散化

進 状況 。 中 年 市街化調整区域 （市域

全体 約 ％） 占 、約 人（全人口 約 ％） 暮 。

、加古川市 東播磨地域 市 町 中 唯一人口 増加 地域 、

人口増加 近年頭打 。（第 図参照）

少子高齢化 、 年以降 年齢 区分別人口割合 推移 、 歳未

満 年少人口割合 減少 続 対 、 歳以上 老年人口割合 増加 続 、

年 逆転 、 少子高齢化 進行 続 。（第 図

参照）

は のベッドタウンとして してきた である

より の とともに の

が んでいる となっている その で には は

の を め の が らしている

また は の で が している であるが

も ちとなりつつある

については の の をみると

の が を けているのに し の は を け

には し いわゆる が し けていることがわかる

4-1-1 1950

2005 98.35

71.0 55,000 20.6

4-1-1

1985 15

65

2005 4-1-2

裄

３ ２

３

第 節 人口 動向 少子高齢化１ の と
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第 図 加古川市都市構造図4-2-1 袁）

加古川市 北部 農村・丘陵地域、

南部 市街地、臨海部 広大 工

業地域 有 。 中 特 市

街地 都心 加古川駅周辺、

副都心 東加古川駅周辺及

山陽電鉄別府駅周辺 重点的 予算配

分 中 都市基盤整備 形成 図

。 状況 下 年 策

定 都市計画 ー

年 月 改定 、同年 地区計画 基

準 「加古川市地区計画 区域内

建築物 制限 関 条例」

。

年 都市計画 ー 改

正 土地利用方針 大 位置

変更 中心 、市街化調整区域内

田園環境保全地区 設定 、「開発

容認 」 記述 追加

。具体的 市街化調整区域

、都市的 土地利用 誘導

部分 、地区計画 緩和 図

加古川市 特徴 一 。

、中心市街地 再生 大 課題 一 。 加古川駅前 国道 号整備

、 年 都市計画決定 以来、着工 目処 立 。 状

況 周辺 商店主等 話 合 、 一体 整備 進 、「国道

号等 整備促進協議会」 組織 。 年 「加古川駅周辺

検討会」 設置 、中心市街地 検討 。 、

県立新加古川病院 市街地 市街化調整区域 中心 移転 予定 、

中 、今後 中心市街地 都心機能 強化 魅力 向上 図

注目 。

一方 、今後 人口減少、少子高齢化社会 進展 状況

観点 考 、加古川市 市街地 密度 低 、市街化調整区域等 街 拡散

現状 。 市全体 化 現実的 、

地区 化 図 連携 考 必要 。

は に

には には な

を している この で に

の である

である び

に な

の で の を って

いる こうした の に に

された マスタ プランを

に し に の

である の

における の に する

もつくられた

の マスタ プラン

は の きな づけの

が であり

に を し

を する という を してい

る には であっ

ても な を すべき

では によって を

ることが の の つとなっている

また の が きな の つである の

について に されて の が っていない こうした

で の と し い まちづくりと となった を めるため

の を している また には にふさわし

いまちづくり が され のまちづくりを している しかし

の から の への も されており その

ような で いかにして の の と の を っていくか

ということが されている

で の が する でコンパクトシティという

から えると は の が く に が して

いる である そのため のコンパクトシティ は ではなく いくつかの

ごとでのコンパクト を りそれらを させることを えていく がある

JR

JR

JR

1997

2004

2004

1990

2006

４

２

２

第 節 都市計画 現状 課題２ の と
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1960

150

年代 神戸製鋼 誘致 際、土地区画整理事業 市域南部 計画的 進

。 、市 中心 広範囲 整備 推移 、戦災

大 被害 受 、整備 進 、編入 合併 市域 拡大

、 ー 化 進 。

市街地 整備 未熟 一方、神野地区 集落地域整備法 集落地区

計画 、都市的整備 農業的整備 一体的 行 。 、民間 宅地開発、

区画整理事業以外 田畑 住宅地 開発 。 開発 、

道路位置指定 延長 宅地開発 多 。

行 宅地造成 市街化調整区域内 相当数 住宅 立地

。 隣接 白地 市街化調整区域 農振法 阪神

優良 住宅地 造成 検討 。

行政側 、優良 住宅地 増 、市街化区域 中 農地

残 、所有者 意志 整備 図 。市街化調整区域

市街化区域 編入 、地区計画制度 、最低敷地面積 ㎡ 、良

好 住宅地 限 認 現状 。 状況 、都市計画 線引

市街地 問題 調整区域 農地 都市的 利用 問題 、従来 人口 ー

、今後 新 議論 必要

平岡地区 周囲 市街化区域 地区 、線引 段階 、先

場整備 、市街化区域 編入 地域 数箇所 。

市街化 圧力 非常 強 中 、従来 場整備 、再度 区画整理

。特定保留 保留扱 中 線引 先送 。

後、次第 、区画整理 現実的 、 道路基盤 沿 宅地

沿路型 地区計画 開発 容認 、集落 、集落型 地区計画 開発

容認 。土地 活用 、地域住民 積極的 ー 化 図 状況 。

加古川市 土地利用 動向 観点 、市街化区域、市街化調整区域、中心市街

地 切 口 特徴及 問題点 挙 。

加古川市 市街化区域内 、農地 集団的 固 地域 多

特徴 。 農地 所有者 意思 、業者 手放 、行政側

持 土地区画整理事業 話 、現状 農地 残 、

開発 進 状況 。

、加古川市 流域下水道 整備 遅 、現状 性急 開発 誘導

宅地化 図 必要 。都市部 遊水機能 有 、緑地・空地

に が された が で に めら

れた しかし の など については がなされないまま し でも

きな を けなかったこともあり が まず や により が し

たため スプロ ル が んでいった

の が なままである では による

をかけ と を に っていった また の

で を として していった こうした のほとんどは

の での が くなっている

これまで ってきた により でも の が してい

る そこに した でもなく で がかからない のグラウン

ドを な に できないかということも されている

このように としては な も やしたいが の に が

っており の によってなかなか が られていない か

ら へ するにあたって で を とし

な に り めているという がある こうした は の きに

おける の と の と な との であり の フレ

ムだけでなく の たな が となっている

また のように が というような など きの で

にほ をしており に されていなかった が ある しかし

の が に い で ほ をしているために の をす

ることができない という いの で きが りになっていた その

に が でなくなり しっかりした に っている に

ついては の で を し については の で

を している を し が にル ル を っている である

の の という から

という つの り で び を げる

の には が に まっている が くみられるとい

う がある これらの が の によって へと されず が

っていく の もまとまらないため で として っており

が んでいない がある

しかし は の も れており では に を して

を る はない に を しているということと の

３

１．市街化区域 特徴 問題点の と

第 節 住宅立地・宅地開発 動向 ー 化・ 化

第 節 土地利用 動向（市街化区域、市街化調整区域、中心市街地）

３

４

の とスプロ ル ベッドタウン

の
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不足 状況 考 、 農地 都市部 有効 空間地

利点 。今後 所有者 働 、生産緑地 、共生緑地的 取

扱 検討 。

一方、加古川市 南部 住工混在 、住宅地 工業環境 蝕 。

中 中小企業 用地 探 場合 困難 。 地域 工業環

境 守 支援 方針 取 。

調整区域内 特徴 、市全体 中 人口 割合 多 。

、 節及 節 触 、市域 拡散 原因 。

、加古川市 市街化調整区域内 旧集落 点在 。旧集落 地域内道路

狭 、後退拡幅 支援等 集落環境 改善 助成制度 、 進展

状況 。

基本的 市街化調整区域 多 公共投資 都市計画 方針 中 、

集落 環境改善 、地区計画 建替 時 後退等、 環境改善 長期間

行 進 調整区域 地区計画 位置 。

集落 中 介在 農地 畑 、農業 環境 良好 、一方

転用 居住者 呼 問題 。 、地区計画

定 、新 住民 呼 込 。

前面道路復員 狭 田畑 建物 建 場合、開発行為 道路 後退 明確

図 。 、地区計画 中 建物用途 道路 取 決 、建替 時

順次環境改善 図 。 農地 、 時 一体的

建物 宅地 道路 整備 。従来、地区計画 場合 、建築基準法

取 組 改善 進 、住民側 気 団体 自分 良

支援 。

、市街化調整区域内 、都市 農村 分 生活環境

整備 都市政策上 課題 考 。市街化区域 基

盤整備 、土地利用 関連 重要 問題 。

加古川市 中心市市街地 加古川駅周辺 、 章 節 詳細 述

、 、土地利用 動向 言及 。

中心市街地 、基盤整備 整 、狭隘道路 多 地域 特徴

。 高層住宅 建設 更 道路整備 必要 、

中心市街地 密度 大 高 化 図 難

。

という も えると このような は の な となっているとい

う がある は に きかけ とならなくとも な り

いをすることなども されている

の は しており が を んでいる そのよ

うな では の を す に となっている このような では

を り していく を っている

の としては の で の が いということがある これ

については び でも れたが が している ともなっている

また の には が している は

が く の により の の があるが あまり して

いない である

には には くの はしないという の の で

の は による え の ゆるやかな を に

わたって うことによって めるという の を づけている

の にも する や があり の として ではなく なかな

か して を びこむこともできないという があった しかし を

めることによって たな も び むことができる

が い に を てる によって の が に

れる つまり の の と を り めることによって え

に を っていくことができる もしくは については その に

に と と を していく がない は だけの

り みで が まなかったが がやる のある には たちでまちを

くしていくことを している

また では と に けられないような をどのよう

に するのかということが の であると えられる での

や と して な だろう

の である については で を べ

ることとし ここでは の から するにとどめる

では が っておらず が い という があげら

れる ここで などを するためには に が となってくるため

の を きく めることによってコンパクトシティ を ることは しく

なっている

２．

３．

市街化調整区域 特徴 問題点

中心市街地 特徴 問題点

の と

の と

１ ２

５ １JR
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第 表 小中学校数 推移

第 図 都市計画道路 整備状況 第 図 都市計画道路 整備状況 内訳

4-5-1

4-5-1 4-5-2

の

の の の

衾

袞 袞

）

） ）

小 学 校

中 学 校

年 度

年

年

年 度

年

年

校 数

校

校

校 数

校

校

児 童 数

人

人

生 徒 数

人

人

1970

1985

1970

1985

17

26

11

12,273

25,173

4,583

12,963

６

加古川市 市域 拡大 、人口 増

加 中 、小中学校 多 建設

、建設費 多 費用 必要

、 伴 都市計画道路 整備

遅 。（第 表参照）

年 月現在 加古川市 都市計画

道路 総延長 ㎞ 、整備済

区間 ㎞ 留 、整備状況 ％（「改良済」＋「概成済」） 。

、「事業中及 予定」 ％ 、「未整備」 ％ 残 。（第 図、第

図参照）

中 加古川駅周辺 環状道路 現在 整備 状況 。特

年 都市計画決定 際 計画 補助幹線道路 整備 進 。

既存部分拡幅 都市計画道路 、 以外 予定 都市

計画道路 整備 厳 状況 。 都市計画道路沿 開発 認

事例 、 後、都市計画道路 整備 際 整備費 増加 結果

招 。今後、用地買収 進 難 面 、整備 進 行 上

課題 。

一方 、幹線道路 道路交通処理 、補助幹線道路 住区内 発生

交通 幹線道路 合理的 導 、補助幹線道 有用 、補

助幹線道路 骨格 宅地開発 今 。費用 整備

、防災機能 、本来 住区幹線 機能 半減

。 将来像 中 、 規制 続

計画 現実 。

市街地 外 ー 進 、住宅 張 付 、中 農業 方 、

農業 手放 土地 住宅地 広 。地域全体 際 地

区計画 、 細街路整備 開発 誘導 骨格

道路 、急 大 加古川市 困難 。

では が し が

していく で が く さ

れ に くの が であった

ため それに い の が

れていった

の の

は であるが

の は に まり は となっている

また び も で が も されている

その で の は ようやく されている にある

に の の に された の が んでいない

の はうまくいっているが それ に されている

の については しい にある また いにも を めて

きた もあり その を する に が するという を

いている を めていくことも しい があり を めて く

で となっている

で でいわゆる をし で から する

を に に くということから は なものであるが

を とした が までなされてきていない をかけて をし

たとしても はあるが の としての は するのではないだ

ろうか このように がみえない で いつまでも をかけ けなければならな

いという と のギャップがある

の からのスプロ ルが み が り き でまだ をしている が

をしにくくなり した にまた が がっている でその に

をたてる もしくは をかけるなどして を していれば とな

る ができていただろうが に きくなってきた では だった

4-5-1

2006 10

130.02

62.13 48

16 36 4-5-1

4-5-2

1975

JR

第 節 都市交通 道路整備５ と
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第 図 大規模小売店舗 仮想商圏4-5-3 の 衵）

また に になっているが がかかっていても はできると

いう もある さらに で が されているにもかかわらず

しやすい し れた につくってしまった うまくいっていない もある

ではそのような がある

が ではないにしても によって きくなっているところに

りの え の を すことが たして なのかという がある

な は だが の に きな を して

していくことに があるのか の からしても を するかどうか

ということは きな である の といわれている でたくさんの

があっても が いのではないだろうか

では での が となっている モ タリゼ ションの を

に の やロ ドサイド が に した

は の を している

全国的 問題 、建築制限 、建築許可

問題 。 、道路事業 都市計画道路 計画 、

整備 少 離 場所 結果、 事例 。

郊外 問題 。

都市 、計画的 、民間開発 大 、従

来通 考 方 都市計画道路 通 果 必要 疑問 。

交通体系上必要 道路 重要 、地域 補助幹線道路 大 市費 投入 整備

意味 。住民 側 都市計画道路 廃止

大 問題 。今後、維持管理 時代 中

計画 意味 無 。

一方、加古川 車 生活 中心 。 ー ー 進展等 背

景 、郊外型 大規模小売店舗 ー 大型店舗等 急激 増加 。第

図 、大規模小売店舗 仮想商圏 示 。

4-5-3
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（第 章 引用文献）４ の

衢
衫
袁
衾
袞
衵

）加古川市都市計画課：『加古川 現状――都市計画基礎調査 成果――』 ー 加工
）総務省統計局：『国勢調査』 加工
）加古川市都市計画部都市政策局都市計画課：『加古川市 都市計画 ー 』 年 月
）加古川市教育委員会教育総務課：『加古川市内 学校一覧』
）加古川市建設部道路整備局道路建設課：『加古川市 都市計画道路 計画及 整備状況』 年 月
）加古川市：『大規模小売店舗 仮想商圏』

まちのなりたちと の デ タを
を

マスタ プラン
の

の の び
の

2004

2006 10

４

現在、車 加古川市民 欠 、今後高齢化 進 中

、全 車 頼 、 他 交通手段 検討 事 必要 。

都市 ー ー 設置 、都市 中心部 自転車 移動

、 新 交通体系 取 入 検討 、加古川 都市交通

見直 重要 。道路整備 偏 必要 。

は にとって かせないものになっているが が む

で てを だけに るのではなく その の を していく が である

のフリンジにカ パ クを し の では で できるシステム

や バスの しい を り れることを するなど の につい

て しが となっている に らないまちづくりが である
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第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第 章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５ 地域・ ー 別 加古川市 地域課題テ マ にみた の

第 図 加古川市 横断的三層構造5-1-1 の 衢）

ここでは これまでの をもとに さらに をみる をブレ クダウンして

レベルでの な あるいはその の に を る

を う

の にあたっては において たな を ずるに

すべき をとりあげることとするが その の つの に して

を するものである

マスタ プラン

にも されているように の

は に および

である である

と さらに に となって

いる からなるのが である

この な を まえて

を する

の からみた な をもつ を り げることが

な である そこで までの での をもとに の を

した

の による により フリンジにおけるベッドタ

ウン スプロ ル の が らかになった また び では

な から な で を めた における

のあり ロ ドサイドショップなど の

と の などの が らかになっ

た これら を として の じる をもとに のように つ した

の

の における による がもたらす

の コントロ ルのあり と

、 分析 、 地域 視点 ー 、

地域 重要 都市現象 兆候、都市形成 論点 焦点 絞 事例研

究 行 。

調査分析地域 設定 、加古川市 、新 都市構造 論 注

目 地域 、 際、以下 視点 着目 対象地

域 選定 。

加古川市都市計画 ー

記述 、同市 都

市構造 、主 田園、農村 丘陵

地域 北部、市街地 中央部

南部、 主 工業地域

臨海部 特徴 。

「横断的 層構造」 踏

対象地域 設定 。

加古川市 都市構造上 重要 地域課題 地域 取 上 本来

的 趣旨 。 、前章 加古川市 分析結果 以下 課題 抽

出 。

第 章 分析 核家族化、少子高齢化、

化、 ー 化等 問題 明 。 、第 章及 第 章 、広

域的 視点 局地的 視点 分析 進 結果、市街化調整区域 基盤整備、

土地利用 方、 ー 大型店舗立地、中心市街地 衰退、交

通問題 道路整備、既成市街地 （大規模）土地利用転換 課題 明

。 諸問題 、主 課題 生 地域 以下 区分 。

・中心市街地 衰退

・土地利用 動向：市街地 住宅立地 土地利用転換 課題

・市街化調整区域 土地利用 ー 方 基盤整備

１．調査分析対象地域 設定の

２

３

２

３ ４

３

盧

盪

加古川市 都市構造

ー （地域課題）

の

テ マ

１）

GIS

第 節 調査分析対象地域 ー 設定１ とテ マ
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第 表 調査対象地区 地域課題 関係

第 図 加古川地域地域別構想

5-1-1

5-1-2

と の

JR加古川駅周辺地区

野 口 地 区

神 野 地 区

少子高齢化

○

△

○

・ ー

△

○

市街化調整
区域 土地
利用混在

△

△

○

ー

△

△

中心市街地

○

交 通 問 題

○

○

既成市街地
土地利用

転換

○

○

ベッドタウ
ン スプロ
ル

の
ロ ドサイ
ドショップ

の

衢）

蘯

盧

調査対象地区 設定

中心市街地

の

以上 着目点 、 分析 抽出 以下 地域 対象地

域 。

① 中心市街地： 加古川駅周辺地区

② 工業系地域：野口地区

③ 市街化調整区域：神野地区（集落地区計画）

、各地域 都市構造上 課題 以下 整理 。

： 加古川

駅周辺地区

加古川市 中心、 加

古川駅 南部 商業集積地

北部 土地区画整理事業

区域 対象 。

都市計画 ー

（ 年 月） 、

全体構想 中 都市拠点

位置 、地域別

構想 中 「都市機能

誘導 東播磨地域 中核都

市 拠点形成 図 」 、広域的中心核 役割 示 。地区

土地利用、商業立地 方向性、公共交通 駐車場問題 多様 課題 抱 、

、中心市街地活性化 検討 進 。

の つの から による により された の を

とする

ここで の の を に する

の

の の

と の

が である

マスタ プラ

ン では

の で と

して づけられ

の でも を

し の

としての を る と としての が されている の

の と など な を えているが

すでに にむけての が められている

２ ３

４

GIS

JR

JR

JR

２．調査対象地区 位置の づけ

2004１）
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第 図 野口地域 地域別構想

第 図 加古川北地域 地域別構想

5-1-3

5-1-4

衢

衢

）

）

（第 章第 節 引用文献）

（第 章第 節 参考文献）

５ １

５ １

の

の

衢）加古川市『加古川市都市計画 ー 』 年 月

）加古川市『加古川市都市計画 ー 』 年 月

マスタ プラン

マスタ プラン

2004

2004

４

１ ４

盪

蘯

市街地 土地利用：工業

系地域 住居系施設

立地動向 課題

市街化調整区域

新 土地利用制御

の

における

と

における

たな

：野口地区

工場跡地

立地 土地利用

更新 進行 。複合

型土地利用 新 考 方

求 。

都市計画 ー

地域別構想 中 、

「無秩序 開発 不整

形 市街地 拡大 防止

、土地区画整理事業

等 活用 、計画的 道

路・公園 都市基盤整備 進 、良好 並 緑化 誘導

地区計画制度等 導入 、良好 居住環境 形成 図 。」 、用途 純化

図 位置 。

：神野

地区（集落地区計画区域）

神野地区 神野集落地域

位置 、市街化調

整区域 、中心

市街地 加古川駅

至近 距離 。近

年 住宅需要、都市化圧力

、自然環境、農業

生産 摩擦 生 。

都市計画 ー

、「神野集落周辺 田園環境 維持・保全 、都市基盤 整備 進 周辺

環境 調和 良好 住宅地 形成 図 。」 、一定 開発 容認 位置

。

におけるマン

ション など の

が している

の たな え

が められている

マスタ プラ

ン の の で

な による

な の を す

るため

を し に

などの を めるとともに なまち みや などを す

るため を し な の を る とし の

を る づけとなっている

は

に しており

でありながら

である

から の にある

の

のために

との が じている

マスタ プラン

では は を し の を めながら

と した な の を る とし の を する づけ

となっている

１

１

）

）

JR
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第 図 加古川市中心市街地 位置図5-2-1 の 衢）

第 章 分析 、加古川市 中心市街地 加古川駅周辺 、人口 空

洞化、核家族化、少子高齢化 進 地区 抽出 地区 。 第

章、第 章 、土地利用 方、 ー 大型店舗立地、

中心市街地 衰退、交通問題 道路整備 様々 課題 浮 彫 。

節 、上記 課題 対 、中心市街地 施策 、

進 検証 、 過程 問題点 明 。

、今後、 方策 必要 示 。

加古川市中心市街地（以下「中心市街地」 ） 、 年 月 中心市街地 活

性化 関 法律 要件 国 基本方針等 基 、加古川市 将来像 歴史的 経緯

留意 、以下 示 約 範囲 指定 。（第 図参照）

、区域 絞 込 、以下 観点 行 。

① 都市機能等 相当程度集積 、都市 中心 役割 果 区域

② 機能的 都市活動 経済活動 確保 一体性 望 区域

③ 当該地域 活性化 加古川市 東播磨地域 発展 有効 考

区域

中心市街地 土地利用状況 、大 分類 加古川駅南 駅前中央部

２

３

４

３

の の より の である は の

が んでいる として された である また

においても のあり ロ ドサイドショップなど

の と など な が き りとなった

この では の に して でどのような がとられ どのよう

なまちづくりが められてきたのかを し その での を らかにする そ

して どのようなまちづくりの が なのかを す

という は に の

に する の や の に づき の や な

も して に す の が された

なお の り みについては の から われている

が し の としての を たしている

な や の から が まれる

の が をはじめとする の に と えられる

の としては きく すると では

GIS JR

ha

１．

２．

加古川市中心市街地 位置及 区域

加古川市中心市街地 現状

の び

の

1999

133 5-2-1

盧 土地利用現況

第 節 加古川市中心市街地： 加古川駅周辺地域２ JR
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第 図 加古川市中心市街地 土地利用現況図5-2-2 の 衢）

が その び は と が や いで

は として されている

では に の この は として され

には の が っている

には を した も している

では の と えられる の が く している

その は から のものが くなっている また

や の には の で が している

では を したと えられる が している

ほか には が に っており この で

が されている

では の ベルデモ ル

には が ち ぶが は や が い

ベルデモ ル よりも には いに の

を とした び が され の で

は い みが されている また この には

サ ビス が している

は や サ ビス が く する

で も している

その の で まれた は を として や

びこれらとの が しており の には が

商業地、 北西部及 南東部 住宅地 商業地 混在、加古川付近 沿

工業地 利用 。

加古川駅北側 、駅北 用地 他、 周辺 住宅地 利用 、外縁

部 農地等 空閑地 残 。

中心市街地 空地 利用 青空駐車場 多数分布 。

加古川駅南側 建物 跡地 考 多数 青空駐車場 広 分布 。

規模 、数百㎡ 千㎡ 多 。 、加古川駅前土地区画整

理事業地区 国号 号 沿道 ～ 千㎡ 規模 青空駐車場 点在 。

加古川駅北側 、農地等 利用 考 青空駐車場 多数分布

、外縁部 農地 集団的 残 、 中央部 加古川駅北土地区画整理

事業 実施 。

加古川駅南側 、駅前 都市計画道路加古川駅南線沿道（ ー 加古川）

集合販売施設、業務施設等 建 並 、東側 業務施設 空地 多 。

一方、 ー 加古川 西側 、旧西国街道沿 衣料品等 小売店舗

中心 「寺家町商店街」及 「本町商店街」 形成 、商店街区間 西側

古 街並 残 。 、 北西側 遊戯施設、娯楽施設、一般店舗、

ー 商業施設等 混在 。

国道 号沿道 、業務施設 一般店舗施設・ ー 商業施設 多 立地 一方

、住宅 多数立地 。

他 幹線道路 囲 区域 、独立住宅 中心 集合住宅 業務施設、

一般店舗及 兼用住宅 混在 、集合住宅 一部 、老朽化 著

JR

JR

２ ２ ３

２

盪 建物現況
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第 図 中心市街地 人口推移

第 図 中心市街地 世帯推移

第 図 中心市街地 老齢人口推移

5-2-3

5-2-4

5-2-5

の

の

の

衫

衫

衫

）

）

）

しい のあり された もある

は に が がっており その は が

を めており サ ビス は や いにみられ

る である

としては が であり には の も

いが を える は ない についても が であ

るが の では の により の も っ

てきている

における お

よび の を

から に す

については から

にかけて の を り

の が んでいる

に から にかけて

し の

が である それ はほ

ぼ ずつ しているが

から にかけては してい

る

また の および

については

にある

では から に

かけて してお

り のデ タと すると

が んでいることが える

の においても

から にかけて

し も

を え が している

このように において

は の

が んでいる

建物 、最近解体 建物 。

一方、加古川駅北側 、駅北 用地 広 、 周辺 独立住宅 大

部分 占 、一般店舗・ ー 商業施設 主要地方道路 県道沿

程度 。

建物階数 、大部分 ～ 階 、加古川駅南 ～ 階 建物 多

、 階 超 建物 少 。加古川駅北側 、 ～ 階 大部分

、土地区画整理事業 区域内 、建物 更新 、高層住宅 立地 目立

。

中心市街地 人口、世帯

老齢（ 歳以上）人口 推移

第 図 第 図 示 。

人口 、 年

年 衰退 一途 辿 、中心

市街地人口 空洞化 進 。

特 年 年

人（ ％）減少 、中心市街地

空洞化 顕著 。 以降

％ 減少 、 年

年 、微増

。（第 図参照）

、近年 世帯数 老齢

（ 歳以上）人口 、増加

傾向 。

世帯数 、 年 年

世帯（ ％）増加

、人口 ー 比較 核家

族化 進 伺 。

（第 図参照）

歳以上 老齢人口 、

年 年 人

（ ％）増加 、高齢化率 ％

超 、高齢化 進行 。

（第 図参照）

、中心市街地

、人口 空洞化、核家族化、高齢

化 進 。

JR
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第 図 全産業事業所数 伸 率 推移

第 図 全産業従業者数 伸 率 推移

5-2-6

5-2-7

と び の

と び の

衫

衫

）

）

盻 中心市街地 経済動向

町別事業所数 従業者数 経年変化

町別卸小売業従業者数 年間販売額 経年変化

の

ア と の

イ と の

．

．

加古川市、加古川町、中心市街地（篠原町、寺家町） 全産業事業所数 伸 率

推移 第 図 、従業者数 伸 率 推移 第 図 示 。

事業者数、従業者数

加古川市 加古川町

、 年 年

増加 、以後減少 転

、中心市街地

、 年以降減少

。

、加古川市 占 加

古川町 事業所数、従業者数

割合 、 ％前後

推移 、中心市街地

、 割弱 推移

。

次 、 年 事

業所数、従業者数 各年 伸

率 分析 。

加古川市、加古川町

、全産業 事業所数、従業

者数 伸 率 横

。一方、加古川市

中心市街地 伸 率 、

年々減少傾向 、事業所

数、従業者数 年

、 年 割弱

。

事業所数、従業者数 推移 、加古川市、加古川町 、 年間概 一定

事業所活動規模 維持 、中心市街地 、活動規模 低下

著 、都心地区 沈滞化 深刻 。

加古川市、加古川町、中心市街地（篠原町、寺家町） 卸小売従業者数 伸 率

推移 第 図 、年間販売額 伸 率 推移 第 図 示 。（商業統計

、集計単位 町別 、事業所統計 都心地区 町字 集

計 結果 得 。 、商業活動 限定 経年変化 参考的 中

心市街地 経済動向 示 。）

の と び

の を に と び の を に す

ともに

および にお

いては から に

かけて し に

じているが にお

いては して

いる

また に める

の

の は ともに で

しているが

においては で し

ている

に を とした

の の

び で する

におい

て の

の び はほぼ ばいと

なっている

において び は

にあり

ともに で

は の となって

いる

の から において ね

の を できているが においては の が

しく の が となっている

の と び

の を に と び の を に す

においては が であるため のように を で

した は られない したがって に した は な

の として す

5-2-6 5-2-7

1986 1996

1986

25

1986 1.00

2001

1986

15

5-2-8 5-2-9

１
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第 図 卸小売行従業者数 伸 率 推移

第 図 卸小売行年間販売額 伸 率 推移

第 図 地価公示標準価格 経年変化

5-2-8

5-2-9

5-2-10

と び の

と び の

の

衫

衫

衫

）

）

）

1988 2002

1997

1988 1997

5-2-8

1988 1.00

1997

2002

1997 2002 1988 2002

1988 2002

5-2-9

5-2-10 1995

1.00

5-2-11

年 年 、

加古川市 卸小売業者数 、

増加 減少 繰 返

、加古川町 、

年 増加 、 後減少

転 。

卸小売業年間販売額

、加古川市、加古川町

年 年 増

加 、 後減少 転

。

、卸小売業従業者数

年間販売額 、加

古川市 占 加古川町 割

合 、約 割 推移 。

（第 図参照）

次 、 年

卸小売業従業者数 年間

販売額 伸 率 分析 。

加古川市 卸小売業従業者

数 伸 率 、 年 一時、

落 込 年 、

割程度増加 。

一方、加古川町 、

年 年 大幅 減少 、 年 年 比較 割弱 増

加 。

、卸小売業年間販売額 、 年 年 比 、加古川市

伸 率 、 割増加 、加古川町 割減少 。（第 図参照）

加古川市域標準値 平均地

価（住宅価格平均） 中心市

街地（篠原町鳥居裏） 標準

地価 第 図 、 年

地価 伸 率

推移 第 図 示 。

から にかけて

の は

と を り している

が においては

まで し その に

じている

につい

ては と

もに から まで

し その に じて

いる

また お

よび において

に める の

は で している

に を とした

および

の び で する

の

の び は に

ち むものの には

している

においては

から にかけて に し と を すると の

にとどまっている

また においては と を べると の

び は であるが は している

の

と

の

を に

を とした の び の

を に す

３

１

１

１ １

ウ の．地価公示標準価格 経年変

化
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第 図 地価公示標準価格 伸 率
（ 年＝ ）

第 図 分譲 平均坪単価

5-2-11
1995 1.00

5-2-12

の び

マンション

衫

衫

）

）

加古川市域標準地 平均地

価 、 年 下落 、

年 平均地価 万 千円

㎡ 。

中心市街地 平均地価 、

年 急激 下落傾向

示 、 年現在 地価 、

万 千円 ㎡ 。

（第 図参照）

次 、 年

地価公示標準価格 伸 率

分析 。

加古川市域 平均地価 、

年 下落 、 年 、 年 ％ 下落 。

一方、中心市街地 、 年 年 急激 下落 、

年 微増 。 、 以降 再 下落 、 年 、 年 ％

下落 。（第 図参照）

現状 、中心市街地 活動低下 伴 、下落 進行 、

近年 低下 度合 小 伺 。

加古川駅周辺、明石市、姫路市 分譲 平均坪単価 第 図 、

加古川駅周辺 近年 分譲 概要 第 表 示 。

近年 平均坪単価 分布 、加古川駅周辺 、明石市、姫路市 廉価

印象 受 、都市別平均 、神戸都市圏 隣接 明石市 他都市

坪当 ～ 万円高 。次 加古川駅周辺、姫路市 、

差 小 。

平均価格 都市別平均 、 明石市 最 高 、他都市 万円

以上 差 。次 姫路市、加古川駅周辺 、 差 万円未満

。

加古川駅周辺 分譲

物件 、明石市、姫路

市 同様 、 ～

（ ㎡～ ㎡程度）

、 戸当 平均面積 、

明石市、姫路市 小

傾向 。（第 図、

第 表参照）

の

は から し

の は

である

の は

から な を

し の は

となっている

に を とした

の び で

する

の は

から し では の にまで している

では から にかけて に するものの

には している しかし それ は び し には の

にまで している

このような から の に い が しているものの

の の いは さくなっていることが える

の マンション を に

の の マンションの を に す

の の をみると は よりも

な を けるが をみると に する が よ

りも たり い いで となっているが その

は さい

の をみると やはり が も く とは

の がある いで となり その は となっ

ている

の マン

ション は

と に

である

が りの では

よりも さい

にある

1998 2006

1995

2006

30

5-2-10

1995 1.00

1998 2006 1995 56

1995 1998 1999

2006 1995 21

5-2-11

5-2-12

5-2-1

10

400

40

60 100

5-2-12

5-2-1

８ ４ ／

１ ／

９

３ ４

１

エ マンション． 立地動向
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第 表 近年 分譲 概要5-2-1 の マンションの 衫）

2006 10年 月現在

発売日

【加古川市】

【明石市】

【姫路市】

加古川町河原字寺 前

加古川町平野字一 橋

加古川町河原字寺 前

加古川町葵乃利字見田

加古川町河原字寺 前

加古川町河原字長尾

加古川市寺家町

加古川市粟津字冨家

加古川市寺家町字賀加 淵

加古川市粟津字中在家

加古川市寺家町字東 町

加古川市木村字堤 内

加古川市寺家町

加古川市木村

加古川町本町

明石市林崎町

明石市山下町

明石市大久保町西島

明石市相生町

明石市松 内

明石市鷹匠町

明石市二見町西二見末々池 下

明石市大久保町 通

明石市大久保町 通

明石市大久保町 通

明石市硯町

姫路市東延末

姫路市飾磨区玉池

姫路市苫編南

姫路市飾磨区三宅

姫路市栗山町

姫路市西二階町

姫路市三左衛門堀西 町

姫路市元町字中 嶋

姫路市十二所前町

階 数
（階）

総戸数
（戸）

平均坪単価
（万円）

平均価格
（万円）

平均面積
（㎡）

間 取

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

販売実績
（年末）

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

98

98

98

98

98 10

00

00

01

01

01

03

04

04

05

06

05

05 10

05 10

05 10

06

06

06

06

06

06

06 10

05 11

05 11

06

06

06

06

06

06

06 10

11

6

8

5

8

9

13

11

11

7

14

8

11

6

13

9

6

10

9

10

9

7

7

7

7

6

7

12

10

9

12

13

8

16

13

127

21

64

28

64

79

48

138

70

48

62

51

27

31

47

54

23

61

32

27

68

46

123

123

123

33

34

30

42

29

34

43

37

123

65

122.3

124.4

123.9

115

123.5

108

119.8

109.5

122.3

109.4

104.7

98.1

114

98

115.5

116.2

160

99

135.1

127.2

128

113

116

116.5

116.9

123.5

116.5

93.3

86.1

100.5

131.7

119

108.8

132.6

2,801

2,883

2,918

2,449

2,912

2,063

2,683

2,475

2,500

2,411

2,147

2,376

2,444

2,505

2,621

2,835

4,399

2,314

2,971

2,942

2,939

2,764

2,949

3,069

2,973

2,727

2,778

2,306

2,113

2,170

2,777

2,769

2,448

3,163

75.7

76.1

77.9

70.4

78

63.2

72.8

74.7

67.6

72.9

67.8

80.1

70.9

84.5

75

80.6

90.9

77.3

72.7

76.5

75.9

80.8

84.1

87.1

84.1

73

78.8

81.7

81.1

71.4

69.7

76.9

74.3

78.8

100

100

100

92

84

100

70

85

100

68

88

80

100

100

91

95

67

60

84

61

68

100

100

100

24

87

85

35

61

75

96

54

100

62
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1979 1990

1990 12

1991

1992

1993

1993

1993 2005

1999

2001

2002

2003

2003

2004

2004 11

2004 11

2005

2005

2005 11

2005 2007

2006

2006

2006

2006

2006 12

50

21

第 表 加古川市 上位・関連計画5-2-2 における のまとめ衫）

時 期

年～ 年

年 月

年 月

年 月

年 月

年～

年～ 年

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月～

年 月

年 月

年 月

年～ 年

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

種別

関

加個

加個

加

加

関

関

加

全

加

加個

全

全

加個

関

加

加個

加

関

全

全

全

加個

加

計画・提案・事業等

加古川駅前地区市街地再開発事業…完成

加古川駅北土地区画整理事業計画
（ 加古川駅北側）
加古川駅南西地区整備構想
（ 加古川駅南側）

寺家町商店街街

寺家町商店街 北再開発計画（基本計画）

加古川駅北土地区画整理事業…事業中

山陽本線等連続立体交差事業…事業中

加古川市中心市街地活性化基本計画
（ 加古川駅北側・南側）

加古川市総合計画（前期）

加古川市都市再生

加古川駅北土地区画整理事業区域内
街区他 土地利用 関 検討

加古川市 ー基本構想

加古川市都市計画 ー

加古川駅周辺都心再生地区都市再生整備計画

加古川駅周辺都心再生地区 交付金事業
…事業中

加古川都心再生 調査

加古川駅北地区地区計画

加古川市国道 号等 早期整備 向

駅南広場整備事業…事業中

世紀兵庫長期

東播磨地域
東播磨地域社会基盤整備 基本方針

加古川市総合計画（後期）

加古川駅南西地区 調査

加古川駅南西地区（篠原町地区 計画）

主 体

加古川市

加古川市

加古川駅周辺商業近
代化推進協議会
加古川駅周辺商業近
代化推進協議会

加古川市

加古川市

加古川市

加古川市

加古川市

加古川市

加古川市

閣官房都市再生本部
選定

加古川市

加古川市国道 号等
整備促進協議会

兵庫県

兵庫県東播磨県民局

加古川市

加古川市

加古川市

ま

ま

マ

マ

マ

マ

マ

ま

ま

マ

マ

マ

ま

づくりビジョン

プラン

における に する

バリアフリ

マスタ プラン

まちづくり

モデル

の に けて

ビジョン

ビジョン
の

まちづくり

まちづくり

JR

JR

B

JR

JR

JR

※種別： 全… ー 系（全市 ）、 加… ー 系（加古川駅周辺対象）
加個…加古川駅周辺個別計画、加 …加古川駅周辺 提案、関…関連事業
マ マスタ プラン レベル マ マスタ プラン

ま まちづくり

３．加古川市中心市街地 取組 課題での みと

盧 加古川市中心市街地 取組でのこれまでの み

これまで べてきた の に して のみならず

も な みを ってきた

これらの みの で に けての となるのは

である これらの つの により の の

が づけられており それぞれの の を に す

述 中心市街地 現状 対 、加古川市 東播磨県民局

様々 計画、取組 行 。（第 表参照）

計画、取組 中 中心市街地再生 向 骨格 、「加古川

駅北土地区画整理事業計画」（ 年 月）、「加古川駅南西地区整備構想」（ 年

月）、「加古川市中心市街地活性化基本計画」（ 年 月）、「加古川駅北地区地区計

画」（ 年 月） 。 計画 、加古川市 中心市街地 方

向性 位置 、 計画 位置関係 第 図 示 。

5-2-2

1990 12 1991

1999

2005

5-2-13

９

３

４ ４
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第 図 加古川市中心市街地 関 計画 検討対象範囲

第 図 ー 区分

5-2-13

5-2-14

に する の

ゾ ン

衢

衢

）

）

ア． ９「加古川駅南西地区整備構想」（ 年 月 加古川市）1991

1991

10 5-2-14

5-2-3 5-2-4

年 月 策定 「加古川駅南西地区整備構想」 、加古川駅南西部

ー 区分 、 土地利用 方針 定 。（第

図、第 表参照） 、第 表 示 地区整備目標 掲 。

９

７

に された では を

のゾ ンに し それぞれについて の を めている

また に す つの を げている
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第 表 土地利用 方針

第 表 地区整備目標

5-2-3

5-2-4

の 衫

衫

）

）

土 地 利 用 方 針

加古川緑水軸 ー

高次都市機能導入検討地区

飲食・娯楽機能 ー

ー 機能 ー

商業・業務・
機能 ー

都心居住機能 ー

沿道立地型商業・住宅 ー

再生商店街 ー

商業・業務機能 ー

寺家町東地区 ー

・高水敷 活用 遊歩道整備、並木道 整備
・水 、楽 親水施設 整備
・ 活用 伝統的行事等 開催

・都心的土地利用 転換 、長期的視点 基 戦略的
高次都市機能導入 検討

・篠原西線整備 一体 個性的 界隈性 街並形成
・区画道路、小広場整備

・駅前広場 整備
・公共輸送 充実強化
・駅部高架下空間 「商」、「遊」機能 導入

・商業・業務・ 機能強化施設 立地促進
・住宅 高質化
・緑 創出
・街並 整備

・本町河原線整備
・生活道路、小広場等 整備
・都市型住宅 立地促進
・既存商業施設機能 強化

・国道 号 拡幅整備 一体 良好 街区形成
・景観 配慮 街並形成

・民間活力 主体 共同店舗化
・加古川別府港線整備 小広場、 ・ ー
設置

・国道 号 拡幅整備 一体 快適 歩行者空間
整備

・沿道建物 中高層化 ー ー 確保・整備
・商業・業務施設 立地促進

・太陽、緑 「商」、「遊」空間 創出
・消費者 個性的店舗形成

地区整備目標
都心商業機能 魅力的 充実
地区特性 多様 都市機能 充実
快適 都市型居住環境 整備 充実
中心市街地 一体的 連携 強化
中心市街地 活性化 支 交通体系 確立
理解 都市景観 形成
活性化 支 施策 展開

の

ゾ ン

ゾ ン

タ ミナル ゾ ン

コンベンション
ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

を した の
にふれ しめる の

これらを した イベントの

への をはかり に づく
な を

と となった で のある

の
の

への の

コンベンション の
の

の
み

の
の

の

の と となった な
を した

を とした
とあわせた ポケット スペ スの

の とこれと となった な の

の とオ プンスペ スの
の

あふれる の
のライフスタイルにあわせた

を に させる
をふまえた な を させる

な の を させる
の な を する
の を える を する

しやすい の をはかる
を えるソフトな の

A

B

C

D

E

F

G

H

I

J

２

２

藺
藺
藺
藺
藺
藺
藺

イ び．

４

「加古川駅北土地区画整理事業計画」（ 年 月 加古川市）及 「加古川駅北

地区地区計画（ 年 月）

1990 12

2005

「加古川駅北土地区画整理事業計画」 受 、「加古川駅北土地区画整理事業」

年 取組 、現在 事業施行中 。

を けて

は から まれており も である1994
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第 図 加古川駅北地区土地区画整理事業計画図

第 図 加古川駅北地区 地区計画 計画図

5-2-15

5-2-16

衢

衢

）

）

加古川駅北地区土地区画整理事業 土地利用計画 、①「安全 」、

②「 」、③「快適 魅力 」 挙 、第

図 示 土地利用計画図画 作成 。 計画 補完 地区計画

「商業業務 地区」～「一般住宅 地区」 ー （第 図

参照） 、 ー ①「建築物等 用途 制限」、②「敷地面積

最低限度」、③「壁面 位置 制限」、④「建築物 形態若 意匠 制限」、⑤

「垣若 構造 制限」 定 。

での としては なまち

うるおいのあるまち で あるまち が げられており

に す が されている この を するために

では まで つにゾ ニング

があり それぞれのゾ ンで の の の

の の の しくは の

しくはさくの の が められている

5-2-15

5-2-16A B ６
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第 図 加古川市中心市街地活性化基本計画 土地利用方針図5-2-17 袁）

ウ． ３「加古川市中心市街地活性化基本計画」（ 年 月 加古川市）1999

1999

5-2-17

5-2-5

5-2-6

年 月 策定 「加古川市中心市街地活性化基本計画」 、

ー 区分 、 土地利用方針 設定 。（第 図、

第 表参照）

土地利用方針 中心市街地 活性化 「市街地整備改

善 事業」、「商業活性化 事業」、「 他 一体的 推進 事業」

分類 事業 推進 。（第 表参照）

３ ９

３

に された では つに

ゾ ン され それぞれについて が されている

このような のもとに を させために

のための のための その の に する

の つに された が されてきた

１）
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第 表 ー 土地利用方針5-2-5 ゾ ンごとの 袁）

土地利用方針

拠点商業 ー

交流・ ー ー

ー ー

沿道複合 ー

複合住宅 ー

一般住宅 ー

工業 ー

交通結節 ー

ゾ ン

サ ビスゾ ン

アミュ ズメントゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

ゾ ン

東播磨地域 高齢者 子 楽 、多様性 備 商業 ー 集積

図 、商業機能 高度化 不足機能 集積 進 、 高度化 集積 支 環境

整備 、賑 感 広域商業拠点 形成 図 。

東播磨地域 中核都市 相応 交流機能 ー 機能 集積 図 、

機能等 充実 交流機能 強化 、 交流 支 、 交流 活 育

業務等 ー 機能 充実 図 。

現在 加古川駅周辺 不足 指摘 「娯楽」「飲食」等 ー 機能

強化 図 、若者 支持 、 ー 利用 、都市型

ー 空間 形成 図 。

中心市街地 骨格 形成 道路沿道 特性 活 、道路利用者 利便 配慮 、

後背 住宅地等 調和 市街地 目指 、住機能 調和 商業

業務機能 集積 区域 形成 図 。

鉄道駅至近 利便性 高 特性 活 、 地域 適切 確保 市

街地 目指 、住機能 商業機能 適度 居損 区域 形成 図 。

鉄道駅至近 高 利便性 現在既 住宅 中心 土地利用 現状 踏

、良質 住宅地 区域形成 図 。

現在日本毛織 加古川工場 、 周辺 一定 集客 見込 土地利用

目指 等 、当面 景観上良好 都心工業地 形成 目指 、日本毛織 調整 図

同意 取 時点 特性 活 拠点商業 ー 土地利用転換 目

指 。

東播磨地域 内外 多 人々 集 踏 、便利 快適 交通結節点 形成

目指 。

の から どもまでが しめるような を えた サ ビスの

を るため の や の を め またその や を える

を していくことで わい ある の を る

の に しい やサ ビス の を るため コンベンショ

ン を させて を するとともに その を え また を かして

まれるような サ ビス の を る

で が されている のアミュ ズメント の

を るため にも され アフタ コンベンションでも されるような

アミュ ズメント の を る

の を する という を かし の に し か

つ の とも するような づくりを し やそれと しうる

が する の を る

という が い を かし かつ コミュニティも に された

づくりを して と が に する の を る

という い と に を とした がなされている を

まえ な としての を る

の があることを またその では の を む を

す から は な の を すとともに と を

りつつ が れた でその を かした ゾ ンへと することを

す

の から くの が まることを まえ で な の を

す

JR
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第 表 中心市街地活性化 向 推進 事業5-2-6 に けて する 袁）

市街地整備改善 事業： 事業

商業活性化 事業： 事業

他 一体的 推進 事業： 事業

のための

のための

その の に する

49

19

15

① 中心市街地 性改善 実現 道路整備 推進（ 事業）

② 中心市街地再編 促進 面的市街地整備 南北市街地一体化 推進（ 事業）

③ 中心市街地内 利便性 改善 道路等整備 推進（ 事業）

④ 加古川 環境整備 推進（ 事業）

⑤ 都心機能充実 地区再編 向 土地利用 誘導（ 事業）

⑥ 充実 向 中心市街地住宅 供給等（ 事業）

① 中心市街地 商業活性化 ー 組織・体制 （ 事業）

② 商店街、個店 活性化方策 実施（ 事業）

③ 市街地整備 連携 商業地 再編・再構築（ 事業）

① 中心市街地 性 改善 事業（ 事業）

② 中心市街地 来街者 活動 支援 事業（ 事業）

③ 中心市街地 交流 促進 事業（ 事業）

④ 中心市街地 業務機能等 集積 進 事業（ 事業）

へのアクセス を する の

を する と の

の を する の

ならではの の

と に けた の

コミュニティ に けた の

の をマネ ジメントする づくり

レベルでの の

と した の

へのアクセス を する

での の を する

での を するための

での の を めるための

５

８

４

２

２

２

４

６

３

JR 11

11

10

15

盪 加古川市中心市街地 問題点

加古川市中心市街地 問題

の

ア の

このように

に けて な が され に っている

しかしながら と の もあり これらの と の がみられ

る そのため これらの を しながら の の のあり

を していくべきである しかしながら これらの については が

となった の にふさわしいまちづくり で すべき に

ついての を っている

そこで が む における の を まえた

の のあり については に べることとし ここでは での

に された を する

の に して ここでは の をまねい

ている について する は きく つに され まちづくりに

る に る に る がある

それぞれ に すると まちづくりに る では まず の

に うまちの の があげられる に としてあがる

のが の の である このことにより が く

り での が まず が く している また な

を した ができておらず さらに の により

、「加古川駅北地区土地区画整理事業計画」（ 年 月）以降、中心市

街地活性化 向 様々 計画 策定 、今日 至 。

、時代 社会情勢 変化 、 計画 現状 乖離

。 、 計画 検証 、今後 加古川市 中心市街地 方

模索 。 、 作業 、加古川市 中

心 「加古川駅 周辺 検討会」 目指 都市像

検討 行 。

、人口減少、高齢化 進 社会 都市 空間構造変化 踏 今後

中心市街地 方 、後段 述 、 現状 加古川

中心市街地 残 問題点 整理 。

加古川市中心市街地 現状 対 、 、中心市街地 活力低下

問題 整理 。問題点 大 分類 、① 係

問題点、②環境形成 係 問題点、③商業活性化 係 問題点 （第

表参照）。

個々 検討 、① 係 問題点 、 中心市街地

人口減少、高齢化 伴 活力 低下 。次 問題点

、中心市街地 都市基盤 未整備 。 、狭隘道路 多 残

、狭小宅地 建物更新 進 、低未利用地 多 存在 。 充分

歩道 確保 道路整備 、 駐車・駐輪施設 不足 、高

1990

5-2-7

２

３

．
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第 表 中心市街地 問題点5-2-7 の

問 題 点

人口 減少、高齢化

都市基盤 未整備

核 施設 不足

業種構成・業態 未転換

商業者 問題意識、競争力 低下

後継者 人材育成

商店・商店街施設 老朽化

都市基盤 未整備

影 響

活力低下

狭隘道路 存在

低未利用地 存在

進 建物更新

交通弱者 影響

求心力 低下

新快速停車 優位性 喪失

活力低下

活力低下

回遊環境 低

① 係 問題

② 環境形成 係 問題

③ 商業活性化 係 問題

まちづくりに る

に る

に る

の

の

となる の

の

の の

と

の

の

まちの

の

の

まない

への

の

による の

まちの

まちの

の さ

齢者等 交通弱者 安心 歩 。

②環境形成 係 問題点 、地域内 核 魅力 施設 不足

。 、中心市街地 求心力 、 加古川駅 新快速 停車

優位性 生 。

③商業活性化 係 問題点 、消費者 ー 対応 業種構成・業態

転換 進 。 問題 、商業者 問題意識 競争心

低下 密接 関係 、後継者問題 人材育成 課題 絡 。

、中心市街地 商店街 、古 、商店・商店街施設 老

朽化 大 問題 。 ① 係 問題点

都市基盤 未整備 中心市街地 回遊環境 低 影響 。

、社会資本整備審議会 年 月 「新 時代 都市計画

。」（第一次答申） 中 全国 衰退 中心市街地 再生

阻 要因 挙 。加古川市 中心市街地 同 要因 低迷

続 考 。

市町村自 中心市街地活性化法 基本計画 実現 取 組 地区 全

体 約 割 、成果 挙 事例 僅 、市町村 主体的

関与 薄 、民間主体 偏 。

の が して けるまちになっていない

に る では に となる ある の があげられ

る このことにより の がなく に が す

るという も かされていない

に る では のニ ズに した への

が んでいないことがあげられる この は の や の

とも に しており や といった とも んでいる

また にある は くからのものであり の

についても きな となっている さらに まちづくりに る でのあ

げた の が での の さにも している

また が にまとめた しい の はい

かにあるべきか の で の している の を

む を つ げている の もこれらとほぼ じ で

が いているものと えられる

らが の の に り んでいる は

の であり を げている は かであるなど の な

が く に っている

JR

イ の を む

の

．中心市街地 再生 阻 要因

行政 取組

2006 ２

５

２

２）

貎ア
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また の は や の

づけが く の を するという からの は ない

さらに や などの らがその を う が

から に く し ら の とは する

みも くみられる

の には の や の や のニ

ズに に した な が や の により に

けた の もみられる

い なら すがそうでなければシャッタ を めたままという の

の により において き や き のまま されている

が くみられるなど の の さも されている

は が に され が であり も い

ことから に たっては や に な と が

となる

また では から を せざるをえず

や の に のコストが となる が い

さらに の では が の を えて く されてい

る があり な の を した により

の となっているとの もある

イコ ル と づける においては

や が の となっているところも なくなく

を えたまちづくりの な となっていないという もある

ここまでは の と に けた み び

の を ってきた ここでは が む における の

を まえた の のあり についてまとめる

に これまでの から の に な みを げる

これまで べてきたように だけでなく も であるが

の であるため まちづくり で されている をコンパクト し

を させるという え は ではない むしろ である

の の さらには

の で される ネットワ クの のひとつとして

、中心市街地活性化施策 取組内容 、商業振興策 公共施設整備 位置

高 、都市機能 集積 強化 観点 取組 少 。

、市役所 市立病院 市町村自 立地判断 行 公共施設

中心市街地 郊外 多 移転 、市町村自 中心市街地 再生 逆行 取

組 多 。

中心商店街 中 、夜間・休日 閉店 駐車場 不足等、消費者 時代 ー

的確 対応 魅力的 商業環境 未形成 商店主 高齢化 、再生

向 意欲 低下 。

良 条件 貸 ー 閉 、地権者

受身 姿勢 、商店街 空 店舗 空 地 放置 事例

多 、地権者 取組意識 低 指摘 。

中心市街地 都市 稠密 利用 、権利関係 複雑 、狭小敷地 多

、事業実施 当 、意思決定 合意形成 多大 時間 労力 必

要 。

、中心市街地 、用地不足 土地 高度利用 、中高層建

築 立体駐車場等 整備等 多額 必要 場合 多 。

地方都市 中心部 、容積率 「身 丈」 超 高 設定

場合 、名目的 高度利用 可能性 反映 地価評価 、再開発等

障害 指摘 。

「中心市街地活性化 ー 商店街振興」 位置 市町村 、支

援機関 地元組織等 商業関係団体主体 体制 少 、

商業振興 超 総合的 取組 指摘 。

加古川市中心市街地 現状 中心市街地活性化 向 取組 及 問題点

検証 行 。 、人口減少、高齢化 進 社会 都市 空間構造

変化 踏 今後 中心市街地 方 。

以下 、 分析等 加古川市 中心市街地活性化 必要 取組 挙 。

述 加古川市 東播磨地域 同様 、低密度

拡散型 都市構造 、 三法 示 都市 化

中心市街地 再生 考 方 現実的 。 副都心 東加古

川駅周辺、別府駅周辺 商業核、尾上町、米田町 大規模商業核、 、明石市、

高砂市 中心市街地等 形成 都市圏域 ー 拠点 位置

貎

貎

貎

貎

盧

商業者 取組

地権者 取組

事業実施上 障害

推進体制

東播磨地域 各商圏 役割分担

の

の

の

での との

イ

ウ

エ

オ

４．加古川市中心市街地活性化 向 今後 取 組に けた の り みについて
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第 図 東播磨地域 都市圏域 ー5-2-18 の ネットワ ク

づけ を えるべきである その で の が する

という としての づけを かしながら のニ ズにあった ある

を すべきである

に の に する が

され センタ が される このセンタ は やボラン

タリ など な づくり を する

として づけられている

この は が している にとっては すべ

きものである このセンタ を における と の の みの と

して づけ を う として に すべきである

にある の は が に っており が

に わない また の や の もあり も

されず の の を いている

このような を するためには の にも む があるが の

にこだわるのではなく この を れる が を んでいるのかを

に して これに できる へと していく がある これからの

に した に を いたサ ビスを する や をタ ゲット

した のサ ビスなど められるものを り れていく がある

の を むにあたり められるのが の のあり を に

え むことのできる を すことである その は の である は

、役割分担 考 。 中 、 山陽線本線 新快速 停車

交通拠点 位置 生 、時代 ー 魅力 中

心市街地 目指 。（第 図参照）

年度 現在、加古川市中心市街地 南東 位置 兵庫県加古川総合庁舎 改

築 、東播磨生活創造 ー 設置 。 ー 、生涯学習

ー活動、芸術文化活動 、多彩 生活創造活動・地域 活動 支援 拠

点 位置 。

計画 、公共施設、集客施設 不足 中心市街地 、歓迎

。 ー 中心市街地 行政 住民 協働 取組 核

位置 、多元的都市機能 担 場 有効 活用 。

中心市街地 商店街等 店舗 、業種 衣料品 偏 、日常生活品 充

分 揃 。 経営者 高齢化 経営意識 固定化 業種・業態転換 検討

、経営者 問題意識、競争心 低下 招 。

状況 打開 下記④ 課題 取組 必要 、旧来

業種 、 中心市街地 訪 人 何 望 的確

分析 、 対応 業種 転換 必要 。 高齢社

会 対応 医療・福祉 重点 置 ー 提供 道 若年層 ー

教育・文化 ー 求 取 入 必要 。

上記 課題 取組 求 、今後 中心市街地 方 真剣

考 、取組 人材 探 。 人材 地元 人 必要

JR

5-2-18

2008

盪

蘯

盻

中心市街地 拠点

ー 合 業種 転換

人材育成 後継者

の づくり

ニ ズに った への

と
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（第 章第 節 引用文献）

（第 章第 節 参考文献）

５ ２

５ ２

の

の

衢
衫
袁

）加古川駅 周辺 検討会：『研究会資料』
）加古川駅 周辺 検討会：『研究会資料』 ー 加工
）加古川市商工労政課：『加古川市中心市街地活性化基本計画』 年 月

）加古川市商工労政課：『加古川市中心市街地活性化基本計画』 年 月
）社会資本整備審議会：『新 時代 都市計画 』（第一次答申） 年 月

の にふさわしいまちづくりの
の にふさわしいまちづくりの デ タを

しい の はいかにあるべきか

1999

1999
2006

３

１ ３
２ ２

ない として から に を できる が になりえ

ることもある も である がいないからといって シャッタ

を めたままにするのではなく を すことによって たな を てることも

である

モ タリゼ ションの とともに してきた において か

らの は ではない しかし がまだまだ っていない に

おいて が されている の にとっては のある と

なっている

の が い して いて らせるまちづくりは の で

である たに な を い の を めるのではなく

のフリンジにある を または の を し

への の を する その で バスや などの

を する を うなどの みも である

に のための となる みとしては と

が な に けて で むという づくりである これからのまちづく

り の には せ せでは は めない

このことを もきちんと して の つまりお にお せという

からは し されたまちづくり に づく たな の

を すべきである

また も かつ が であるが において な みが

われているところには い を い の を むべきである

。時 外部 客観的 中心市街地 評価、分析 人 救世主

。後継者問題 同様 。後継者 、 ー

閉 、店舗 貸 新 芽 育 必

要 。

ー ー 進展 発展 加古川市 、自動車社会

脱却 現実的 。 、基盤整備 整 中心市街地

、移動手段 限定 高齢者等 交通弱者 問題 現状

。

市民 要望 高 安心 歩 暮 、今後 中心市街地 必要

不可欠 。新 多大 投資 行 、中心市街地 基盤整備 進 、

中心市街地 駐車場 整備 大型店舗 駐車場 利用 、中心市

街地 自家用車 進入 禁止 。 上 、循環 公共交通機

関 導入 社会実験 行 取組 必要 。

最後 、加古川市中心市街地活性化 大前提 取組 行政 住

民 様々 課題 向 協働 取組 体制 。

、地域課題 解決 行政任 、住民任 進展 望 。

、住民 理解 、旧来 受身 上 任 姿勢

脱却 、改正 三法 基 新 中心市街地活性化計画 策

定 目指 。

行政 公平 平等 原則 、上記②～④ 積極的 取組 行

手厚 支援 行 、住民主体 芽 育 。

眈

眇

歩 暮

行政 住民 協働 取組

いて らせるまちづくり

と の に み

LRT
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第 図 加古川市内町別 人口密度 製造業従業者比率 関係5-3-1 の と の 衢）

（工業系地域 住居系施設立地 動向 課題）

第 節 市街地 土地利用：野口地域

における の と

の

１．地方都市 住工混在例 野口町における としての

野口町 加古川市内 、住宅 工業地帯 混在 地域 。田園風景 広

広大 平地 、戦後 高度成長期 中心 工場 新設 進出 、

風景 変 。加古川市 代表 中堅企業 、 ー 輸送機㈱、㈱

、 化成㈱ 本社 工場 野口町 立地 。 、 年

加古川工業団地 完成 、国道及 近 工場 進出 相次 。

後、工場 撤退 用地 大型 ー ー 進出 広大 後背地 住宅団地 展

開 人口 急増 。

下記、第 図 年度事業所・企業統計 町別 製造業従業者比率

年国勢調査 町別人口密度 関係 示 。傾向 、人口密度

高 製造業 立地 。 加古川市 製造業比率 人口密度

基準 、 象限 分割 、野口町 唯一第 象限、 製造業比率

高 、人口密度 高 地域 位置 。 住宅地 製造業事業所（工場） 混在

裏付 思 。

都市内 住工混在地域 、中小零細企業 下請 家庭内工業 近接

地 従業者 住宅 集積地域 環境 想起 、環境 防災上 課題 指摘

多 、野口町 場合、住工 住 分 、 懸念 小 。

は において と の した である の

がる な であったが の を として の や があり

その を えてきた を する である オ クラ テ

イエルブイ ハリマ などの や も に している また に

は が し びバイパスに いことから の が いだ

その の した への ス パ の や な への の

などがあり が したのである

は における の と

における の を したものである としては

が いところにはあまり は しない これを の と

を として つの に すると は すなわち

が く も い に する これは と が

していることを けるものと われる

における が とその けとなる や

にある の の という が され や の が さ

れることも いが の の み けができており その は さい

1972

5-3-1 2001 2005

４ ２

３
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第 図 野口町 用途地域別地図5-3-2 の 衫）
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第 図 混在度 人口5-3-3 と のモデル

地域的 、北 加古川 、 山陽本線、国道 号、国道 号 東西 大

動脈 横断 、東西交通 利便性 高 反面、地域 分断

形 。図 野口町 用途地域区分 示 、道路 「整然」

住 分 状況 。 、加古川 北部 、市

街化調整区域 広 、加古川工業団地 卸団地 工業地域 周囲 準工業地

域 。加古川 南部 国道 号 地域 、住居地域 広

、住宅 他、道路 面 ー ー ー 、郊外型

、比較的交通流量 多 。 南部 第一種低層住宅専用地域 第一

種中高層住居専用地域 、閑静 住宅地 形成 。

、道路 住 分 、 地域 各種資

源（店舗、公共施設） 効率的 活用 難 面 、野口町 課題 住工混

在 環境等 悪化 、工場 閉鎖 生産 縮小 生 未低利用地

活用 、高齢化 進 住宅地 住民 問題 。 点 踏 、住工

混在 地域 、用途利用 住宅

住民 焦点 分析 必要 。

、工業地域 住宅地域 変化

中 、工場 未利用地 共同住宅

建設 進 、 結果、用途地域

人口 滲 出 生 、混在 一

層進 予想 。 、第

図 右肩下 傾向 緩

和 。 住工混在

地域 住宅地化 進 思 。

図 示 野口町 町字 、 分析単位 。

分析 主 統計 ー 用 。 町字別 入手可能 ー 。

、上記 横軸 地域 用途 混在度 表 、町字

用途地域別 面積 ー 。地理的 ー 。 ー 、

地図上 用途地域 囲 、 範囲 面積 計算 。 基本

ー 関 詳細 第 章 記 。

次 、縦軸 相当 地域住民 社会的 様相 示 ー 、 主

年、 年、 年国勢調査結果小地域統計 用 。 ー ー 発展 、

公的統計 小地域統計 利用頻度 広 、国勢調査

年 町字・丁目別 小地域統計 ー 提供 。最新 年調査

、現在 第一次基本集計 提供 、 踏 年分 統計表

利用 。分類項目 調査年度 異 、 共通 項目 比較

行 。

には から バイパス と の

が しており には が い がそれらにより された

になる には における を すが により と

み けがなされている がわかるであろう まず バイパスより は

が がり や のある とその の

がある バイパス から にかけての は が がってお

り の に してス パ やファミリ レストラン のドラッグスト

アもあり なども い さらに には と

があり な を している

こうして により み けができていることから それぞれの にある

の な を しくする もあって の は

による の というよりも の や の により じる

の や が む での の となる この を まえるならば

の では と とその

に をあてての が になる

さて から へと

する で の には

の などが み その

への の み しが じ が

むことが される すなわち

のような がりの が

されるのではないか つまり

の が むと われる

に したように には つの があり これを とする

には に つの デ タを いる それぞれ に なデ タである

まず のモデルでは となる の の を すために における

の のデ タである デ タである これは をベ スとして

で を み その の を したものである なお となった

のデ タに する は にも している

に に する の な を すデ タとして ここでは に

を いる やコンピュ タ の で

においても の が がったこともあって について

も より の デ タが されている の に

ついては までに が されており これを まえ の

を する が により なるため できるだけ する での

を う

JR

GIS

GIS

GIS

２

２

９

２

１

３

250

5-3-2

5-3-3

5-3-2

1995

2000 2005

1995 2005

２．分析 使用 統計 ーに する デ タ
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第 表 野口町内 用途別土地面積5-3-1 の
（単位㎡）

市 街 化 区 域

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第 一 種 住 居 地 域

第 二 種 住 居 地 域

準 住 居 地 域

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

工 業 地 域

工 業 専 用 地 域

市 街 化 調 整 区 域

合 計

野口町野口 野口町二屋 野口町坂井 野口町長砂

市 街 化 区 域

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第 一 種 住 居 地 域

第 二 種 住 居 地 域

準 住 居 地 域

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

工 業 地 域

工 業 専 用 地 域

市 街 化 調 整 区 域

合 計

野口町良野 野口町坂元 野口町水足 野口町北野 野口町合計

803,029

50,795

580,321

27,048

73,135

31,934

39,796

803,029

467,130

103,634

276,653

44,548

42,296

467,130

318,357

285,751

2,177

30,430

318,357

271,214

88,628

101,925

44,495

36,166

271,214

1,050,681

360,920

472,468

11,166

51,770

154,357

1,050,681

810,438

319,987

9,862

279,052

186,149

4,961

10,428

810,438

459,424

50,181

183,080

83,729

15,508

126,926

459,424

660,820

71,661

293,525

295,634

1,105,997

1,766,818

1,017,335

156,342

236,122

19,787

131,926

65,426

138,577

269,155

519,274

1,536,609

5,858,429

709,524

236,122

1,557,760

29,649

1,303,930

392,781

184,908

36,894

0

842,071

564,789

0

1,625,271

7,483,701

野口町古大内

用途地域 地理的 ー 、国勢調査 社会的 ー 組 合 、野

口町 状況 比較検討 可能 。

第 表 字別 算出 各用途地域 占 面積 示 。

という デ タと の デ タを み わせることで

の を することが になる

に に で した の める を す

３．野口町 地理的状況の

5-3-1 GIS
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第 表 町字別 専門化係数 変動係数5-3-2 の と

専門化係数

変 動 係 数

野口町
野 口

野口町
古大内

野口町
二 屋

野口町
坂 井

野口町
長 砂

野口町
良 野

野口町
坂 元

野口町
水 足

野口町
北 野

1.299

2.174

1.022

2.065

1.465

2.401

1.12

1.948

1.098

1.998

1.087

1.982

1.054

1.937

1.109

1.904

0.717

1.545

野口町全体 、市街化区域 全体 ％ 占 、市街化区域 中 第一種

中高層住居専用地域 ％、第一種住居地域 ％ 占 。全体 住宅地域

。

以下、分析 字別 土地利用 特徴 以下 指標 表 。 指

標 地域 混在度 用途地域 面積 求 、当該地域（町字） 程度住

宅地 「度合 」示

専門化係数 相対的 大 土地利用 面積 用途 混在度 求

方法 。混在 特定 用途 専門化 、 考 。計算方

法 以下 通 。専門化係数 混在度 反比例 。

＝∑｜ ∑ ∑ ∑∑ ｜

：専門化係数

：面積

：用途地域

：町字

各町字 用途地域別 比率 、野口町 用途別比率 差 絶対値 合計

。野口町全体 比率 離 、専門化 割合 求 、

。 、野口町 専門性 示 指標 過 、野口

町全体 用途 構成 似 町字 係数 低 。

変動係数 用途 混在度 求 方法 。 大 、土

地 利用 差 大 、混在 考 。計算方法 以下 通 。

変動係数 混在度 反比例 。

＝［∑｛ （∑ ）｝ ］ （∑ ）

：変動係数

：用途地域数

変動係数 各町字 面積 標準偏差 平均値 除 。変動係数

大 大 考 。 、実際 野口町全体 土地利用

比較的 混在 、 指標 正相関 。相関係数 。

混在度 考 場合、専門化係数、変動係数 野口町北野 最 低 、第

図 工業、商業、住宅地 様々 用途地域 混在 。逆 、

専門化係数、変動係数 大 野口町二屋 、全域 住宅地域 。

では が の を めており の では

が が を めている として

であることがわかる

にあたり の の を の つの で す この つの

は の を の から めるものと がどの

であるのかの い すものである

は に きな の があるかどうかにより の を

める である しているほど の に していない と える

は の りである は に する

における の から の の の の であ

る の からどれだけかけ れているかにより の を めよう

というものである ただし における を した に ぎないため

と の が ている の が くなる

はばらつきから の を める である ばらつきが きいと

の に が きいとして していないと える は の りである

も に する

は における の を で したものである が

きいほどばらつきは きいと える ところで には での が

に していることもあり つの は になる は である

を えた ともに が も く

をみても と な が していることがわかる に

とも きいのは であり が となっている

78

26 22

0.95

5-3-2

４ ４

／ － ／

－ ／ ２／ ／ ／

２

（指標 ）専門化係数

（指標 ）変動係数

１

２

S A A A A

S

A

i

j

CV A A n n A n

CV

n

j ij ij ji ij

j ji ij ij
１／２
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第 表 用途地域別

第 表 町字別 住宅系面積比率 住宅地度

5-3-3

5-3-4

のウェイト

の と

第一種低層住居専用地域

第二種低層住居専用地域

第一種中高層住居専用地域

第二種中高層住居専用地域

第 一 種 住 居 地 域

第二種住居地域

準 住 居 地 域

近隣商業地域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

工 業 地 域

工業専用地域

市街化調整区域

住 宅 地 度

野口町
野 口

野口町
古大内

野口町
二 屋

野口町
坂 井

野口町
長 砂

野口町
良 野

野口町
坂 元

野口町
水 足

野口町
北 野

野口町
合 計

weight weight weight

15

14

10

9

7

6

3

2

1

1

0

0

0

91.1

6.296

90.9

10.008

100.0

9.597

86.7

9.285

85.3

10.019

98.1

7.871

72.4

5.353

4.1

0.45

39.7

4.74

59.0

5.712

住宅系面積比率

（指標 ）住宅系面積比率

（指標 ）住宅地度比率

３

４

次 、住宅地 注目 比率 指標 。用途地域 大 住居系、商業系、

工業系、市街化調整区域 分 住宅系 比率 指標 。

同 住宅地 、用途 住宅地 相応 観点 想定 、

面積 乗 、総面積 除 平均値 求 住宅地 度合

明 。 恣意的 、用途 規制 状況 応 、第 表

想定 。

住宅地 基準 指標 結果 下記表 通 。住宅地 占

面積 大 反面、住宅地 低 野口町良野 野口町野口

ー 。古 開 、近隣商業地域 準工業地域 含

。

最 住宅地度 低 、野口町水足 、 市外赤調整区域 面積

広 影響 。市街化調整区域 原則的 住宅 建

、 影響 。野口町北野 同様 、 点 分析

注意 必要 。逆 、 高 野口町長砂 第一種低層住

居専用地域 比較的広 町字 。

以上 指標 分析 基準 用 。

町字 人口 変化 第 図 示 。 ー 年 年 国勢調査 ー

、他 年次 住民基本台帳 ー 用 。

図 、野口町長砂 除 、 年 、人口 拡大 止 。 章 示

、高度成長期 人口 急拡大 加古川市 、 年代 入 、

緩 、加古川市 住宅地 性格 強 。 後 期

に に してその を とする を きく

に け の を とする

じく について ごとに に しいかの からウェイトを し

にウェイトを じ で して を めることで としての いを

らかにする やや であるが ごとの の に じ のよう

なウェイトを した

を とした つの の は の りである として

める が きい としてのポイントが い や のよう

なケ スもある くから けており や が まれているため

である

また も が いのは であるが これは の が

いことが している には に を てることができないた

め ウェイトを としていることが した も であり この は

にあたって が になる に ポイントが いのは など

が い である

の つの を の として いる

ごとの の を に す デ タは と が のデ

タ の は のデ タを いた

をみると を き までに の は まる でも し

たように に が した であるが に り それが

やかになるとともに は としての を めている その バブル

5-3-3

5-3-4

5-3-4 1995 2000

2000

1980

２

０

４

２

４．人口変化 地域と
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第 図 町字別 人口変化

第 表 土地利用 指標 人口密度・人口変化率 相関係数

5-3-4

5-3-5

の

の と の

袁）

専 門 化 係 数

変 動 係 数

住宅系面積比率

住 宅 地 度

人 口 密 度

年 年 年 年

人 口 変 化

年～
年

年～
年

年～
年1980

0.6048

0.6851

0.4809

0.4844

1989

0.6235

0.6367

0.5502

0.5135

2000

0.4938

0.5072

0.6303

0.6947

2006

0.4546

0.4697

0.6578

0.7385

1980
1989

0.1509

0.3337

0.1178

0.2027

1989
2000

0.2563

0.2378

0.3087

0.4977

2000
2006

0.0325

0.0376

0.5931

0.7126

－

－

－

－

－

－

－

には て を める の があり が した

これを にみると は までに は まり その

の は にある は いの として くから され

は のあるところで その に が し の した で

ある また や などはあまり がない くか

らの が いためである

の ヵ を として それぞれの の

と の を め の つの との を に

す

の を す と とは の である

とも に した ほど くなる があるので し

た ほど く くの があることになる ただし は さくなっているた

め の の いの は する でこれを する

から までは であり の へ した ではなく な のあ

戸建 住宅 求 層 流入 、人口 拡大 。

詳細 、野口町野口、野口町水足 年 拡大 止 、 後

両地区 減少傾向 。野口町野口 国道沿 地域 古 開発 、水

足地域 工業団地 、 近隣 住宅団地 完成 人口 急増 地域

。 、野口町古大内 野口町坂元、野口町二屋 変化 。古

住宅 多 。

年、 年、 年、 年 年 基準年次 、 年度 人口

密度 年度間 人口変化 求 、土地利用 指標 相関係数 第 表

示 。

混在度（ 逆数） 示 専門化係数、変動係数 人口密度 正相関 関係 。

変動係数、専門化係数 専門 特化 地域 高 傾向 、専門化

地域 密度高 、多 居住 。 、値 小

、人口密度 専門性 度合 関係 低下 。人口変化 確認 。 年

年 負相関 、特定 用途 特化 地域 、多様 用途

1989

1980 1989 2000 2006

5-3-5

1980

2000

４

４
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第 図 混在度 人口密度5-3-5 と

る でも が している あるいは が やかである とみられる ただ

し までは になる

をみると ともに とは を しており

であるところで が い しかも の も しており に

が することを す れた や マンションなど への が くなっ

ているのではないか ただ との を まえるならば バブル の では

でも などの する への の み しがあったと われる

に を す への を す を

として に と の の を す

では の は の よりも が やかになることが

される は の りである なお は を す

について は であり での が い では に

が み し の は やかになる が さくなる は に っ

ていることがわかる つまり のある の が えている ただし に に

ついての は さく の も ずしも とは い れない との

から ごろまでは が するものの その はむしろ な よりも

として する に が していると われる

地域 人口 増加 （ 人口減少 穏 ） 。

年 無相関 。

住宅指標 、住宅面積比率、住宅地度 人口密度 正相関 示 、

住宅地 人口密度 高 。 係数 値 上昇 、住宅地 人口

集中 示 。優 住宅地（戸建 高層 ） 志向 強

。 、混在度 相関 踏 、 経済 前後 、

住宅地 工場 混在 地域 住宅 滲 出 思 。

第 図、第 図 混在度 表 変動係数、住宅地 適否 示 住宅地度 横

軸 、縦軸 年 年 人口密度 関係 示 。

仮説 、 年 回帰線 、 年 場合 、勾配 緩 期待

。回帰式 以下 通 。 、 人口密度 表 。

＝ ＋ ・

（ ） （ ）

＝ ＋ ・

（ ） （ ）

勾配 、係数 正 、住宅地 人口密度 高 。仮説 混在地域 人

口 染 出 回帰直線 勾配 緩 （係数 小 ）。結果 仮説 従

。 混在 地域 人口 増 。 特 年

値 小 、勾配 値 必 有意 言 切 。人口変化 相関

係数 、 年 仮説 成立 、 後 多様 地域

住宅地 特化 地域 人口 集積 思 。

2006

5-3-5 5-3-6

1980 2006

2006 1980

8704.841 180.250

1.75 2.49

3444.710 4536.244

0.53 1.41

2006

2000

DP

DP CV

DP CV

t

－ ６

－

－

－

80

06

※※



－ －104

第 図 住宅地度 人口密度

第 表 町字別 高齢化率

第 表 土地利用 指標 高齢化率
相関係数

5-3-6

5-3-6

5-3-7

と

の

の と の

衾

衾

）

）

地 名

野 口 町 野 口

野口町古大内

野 口 町 二 屋

野 口 町 坂 井

野 口 町 長 砂

野 口 町 良 野

野 口 町 坂 元

野 口 町 水 足

野 口 町 北 野

高 齢 化 率

年 年 年

専 門 化 係 数

変 動 係 数

住宅系面積比率

住 宅 地 度

高 齢 化 率

年 年 年

1995

7.9

6.3

10.2

5.8

8.8

7.5

9.6

10.9

8.1

2000

10.9

8.7

12.9

7.5

10.4

8.5

11.6

13.4

10.6

2005

14.0

10.7

17.9

13.1

12.8

10.3

16.8

16.6

14.7

1995

0.284

0.161

0.475

0.550

2000

0.308

0.196

0.500

0.575

2005

0.306

0.145

0.412

0.472

－

－

－

－

－

－

次 、住宅地度（ ） 関係 示 。回帰式 以下 通 。

＝ ＋ ・

（ ） （ ）

＝ ＋ ・

（ ） （ ）

勾配 、 増加 、

仮説 一致 。

経済 崩壊 後 長期的 不況 間、

住宅地地価 下落 、比較的容易

住宅適地 居住 拡大 、

高層化 、 住宅地 人

口密度 上昇 思 。

次 前述 国勢調査小地域統計 結果

用 、高齢化 関連 分析 。

年 年 直近 年 変化

。

高齢化率（ 歳以上） 住民 比率 第

表 示 。

年 高齢化率 最大 野口町二屋

％、最 低 野口町良野 ％

。 国道 号以南 地域 。

野口町坂井 高齢化 進行 、比較

他地域 早 、新規住民 流入

減 中 、高齢化 進 思 。

、高齢化率 指標 相関係

数 算出 第 表 通 。

に との を す は の りである

については むしろ しており

とは しないことがわかる バブル

の とその の な の

の などもあり

に での が したこと また

などにより そうした での

が したことがあると われる

に した の

を いて との を する

から までの の ヵ の で

ある

の の を

に す

の は の で

も い で であ

る いずれも の である

また は の が す

ると よりも く の が

る で が んでいると われる

さて と つの との

を すると の りである

DH

DP DH

DP DH

1418.709 311.986

0.8667 1.465

2005.584 509.142

1.485 2.897

1995

2005

65

5-3-6

2005

17.9 10.3

5-3-7

80

06

※※

３

２

４
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第 表 土地利用 指標 世帯構成 相関係数5-3-8 の と の盧
衾）

専 門 化 係 数

変 動 係 数

住宅系面積比率

住 宅 地 度

核 家 族 世 帯

年 年 年

単 独 世 帯

年 年 年1995

0.500

0.672

0.422

0.484

2000

0.521

0.651

0.344

0.399

2005

0.207

0.428

0.150

0.212

1995

0.693

0.866

0.553

0.540

2000

0.526

0.681

0.381

0.351

2005

0.251

0.500

0.310

0.311

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

高齢化率 専門化係数、変動係数 混在度 示 指標 正相関 。

変動係数 、 相関係数 値 小 。専門化係数 高齢化率 正相関 示

、新規住民 少 、旧来 住宅地 高齢化率 高 、 野口

町水足 広 市街化調整区域 工場団地 、住宅以外 特化 地域

高齢化率 高 示 。

住宅 指標 負相関 示 。住宅 適 地域 高齢化率

低 、 。新規 団地 ー 高齢化 進

要因 思 。 、高齢者 多 地域 従来 商店 倉庫 混在

地域、 市街化調整区域 工業地域 近 地域 、今後、高齢者

問題 生 可能性 。

全世帯 対 核家族世帯数 単独世帯数 占 比率 指標 関係 、

年 年 状況 分析 。第 表 示 。

核家族世帯 全 指標 対 、負相関 示 、単独世帯 正相関 示 。特

住宅地度 住宅 適 示 指標 間 負相関 、住

宅 適 地域 核家族 居住 少 。 核家族世帯 比

率 総 高 、僅 差 相関係数 影響 考 、 住宅

地 混在 地域 核家族 多 住 、 。意外 結果 、考

要因 、新住民 第一種住居地域 閑静 住宅地 、道路

近 、利便性 居住地 選 新住民 多 可能性 。

相関係数 値 注目 。核家族 、住宅系 指標 相関係数 絶対値

年 低下 、両者 負相関 関連 弱 示 。核家族 閑静

住宅地 選 出 、 。混在度 示 指標 同様 、混在 住宅地

核家族 行動 変化 。

第 表 家族構成 詳細 、 歳以上親族 一般世

帯 住宅関連 指標 相関係数 年 年 一貫 負相関 、住宅

適 地域 混在 地域 住 高齢者 多 。 高齢化率 分析 一致

。

とは など を す とは である ただし

については その の は さい と が を

すのは が ない からの での が いこと あるいは

のように い や があるために に した

での が いことを す

の をみるといずれも を している に した では が

い ということになる の やアパ トで があまり んでいないことが

と われる このことから の い は の や などが した

あるいは や に い であり へのケアな

どの も じる がある

に し と が める と つの との について

から の を する を す

は ての に し を し は を している

に のように に していることを す との で であることは

に した での の が ないということになる もちろん の

は じて く かな が に することが えられるが このことは

というよりも する に が く む といえる な であるが

えられる としては として など な よりも に

い で を ぶ が い がある

の に する については の の の は

から しており の の が くなっていることを す が

な を び した といえる を す も で よりも へと

の が した

は をさらに にみたものであるが のいる

と の との は から まで して であり

に した よりも した に む が い これは の と

する

５．世帯構成 地域と

４

1995 2005 5-3-8

1995

5-3-9 65

1995 2005
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第 表 土地利用 指標 世帯構成 相関係数

第 表 住宅 所有関係

5-3-9

5-3-10

の と の

の

盪
衾

衾

）

）

専 門 化 係 数

変 動 係 数

住宅系面積比率

住 宅 地 度

歳以上親族 一般世帯数

年 年 年

歳未満親族 一般世帯数

年 年 年

地 名

野 口 町 野 口

野口町古大内

野 口 町 二 屋

野 口 町 坂 井

野 口 町 長 砂

野 口 町 良 野

野 口 町 坂 元

野 口 町 水 足

野 口 町 北 野

持 家比率（％）

年 年 年

民営借家世帯率（％）

年 年 年

65

1995

0.234

0.157

0.275

0.427

2000

0.310

0.238

0.328

0.493

2005

0.230

0.149

0.323

0.469

1995

0.043

0.231

0.602

0.451

2000

0.127

0.215

0.264

0.016

2005

0.035

0.040

0.137

0.331

1995

76.9

70.8

71.5

69.1

79.6

83.5

87.2

52.9

88.7

2000

79.2

73.3

76.8

70.0

82.6

87.9

88.2

53.2

84.5

2005

83.1

75.0

79.6

76.1

83.4

86.9

87.4

56.5

85.6

1995

12.6

6.8

26.1

15.5

13.8

10.3

8.5

8.1

9.9

2000

10.1

7.9

21.3

18.3

12.6

8.5

7.5

9.7

13.6

2005

9.6

9.6

18.8

13.7

12.9

8.8

9.7

8.3

12.9

のいる のいる

ち

－

－

－

－

－

－

６

－

－

－

－

－

－

－

－

－

一方、 歳未満親族 一般世帯、―― 新規 入居 若 核家族世帯 比

較的多 思 ――、 比率 、住宅地度、住宅系面積比率 年

負相関 、 年 正相関 。 年間 、新規 住宅地

志向 混在型 環境的 問題 、利便性 地域 住宅地 適

地域 移 。

、自動車 普及、郊外 ー ー 立地 必 、交通 買 物 利便性

（少 判断 世帯 多 ）

。 結果、同 地域 様々 社会的 階層 世代 居住 、互

支 合 、 ー 観点 、今後課題 。

高齢化 進 旧来 住宅地域 工業地域 地区 残 高齢者 少 可

能性 示 。

次 住宅所有 状況 注目 。持 家 民営借家 世帯率、及 世帯 延

面積 取 上 。

全体的 持 家率 高 、 野口町北野 除 、全体 上昇傾向 。

野口町水足 持 家率 低 、 民営借家比率 低 、 公営・公団・公

社（都市機構） 住宅 比率 高 。野口町坂元、野口町良野 国道 号

６

２

のいる これは に する い が

いと われるが の については とも

は であるが には へとシフトしている で の へ

の が で にはやや があるが のよい から として

した へと っている

これは の ス パ の などで ずしも や い の

にこだわらなくともよくなってきている なくともそのような をする が い

のではないか しかしその じ に な な や が し い

に え うという ソ シャルミックスの からは となるかもしれない

が む の や のある に される が なくない

を している

に の に する ち と の び あたりの べ

を り げる

に ち が く また を くと として にある

では ち が く また も いが これは

の の が いためである など

1995

2005 10

６．住宅所有 地域と
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第 表 土地利用 指標 住宅持 家率 世帯 延 面積 相関係数

第 図 町字別 持家住宅世帯辺 延 面積 変化

5-3-11

5-3-7

の と ち と あたり べ の

の り べ の

１衾 衾

衾

） ）

）

専 門 化 係 数

変 動 係 数

住宅系面積比率

住 宅 地 度

持 家 比 率

年 年 年

世帯 延 面積

年 年 年

ち あたり べ

1995

0.382

0.298

0.391

0.277

2000

0.183

0.080

0.567

0.417

2005

0.126

0.038

0.630

0.480

1995

0.410

0.468

0.576

0.548

2000

0.387

0.497

0.802

0.753

2005

0.350

0.468

0.825

0.768

－

－

－

－

－

－

１

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

を んだ も ち が い など の

では が くなっている

つの との を に す ち に すると

とも を すが ただし の は さい の では を

す ち は とされた でその が く の は する

にあり に した に を に い める が くなっていると われる

ではあるが な のある に を めている

の あたり べ をみると ともに であり

は している で い がある これは のように

が まれ などが になっているところがあることや の

で の い が まれるためと われる

や でも い がみられ で たに が

されていることや の と われる

このように に ち を める が い で においては の

が んでいると われる

挟 住宅地 持 家率 高 。野口町二屋、野口町坂井 国道 号南部 住宅地

民営借家率 高 。

指標 相関係数 第 表 示 。持 家率 注目 、専門化係数、

変動係数 負相関 示 、 係数 絶対値 小 。住宅 指標 正相関

見出 。持 家 住宅地 地域 比率 高 、相関係数 値 増加 傾向

、住宅 適 地域 住宅 新規 買 求 住民 多 思 。

住宅地 、多様 住宅 地域 持家 求 。

住宅 世帯 延 面積 、専門化係数、変動係数 負相関 、

住宅面積 混在 地域 広 可能性 。 野口町水足 市街化調

整区域 含 、農家住宅 対象 、旧来 住宅地

比較的規模 多 地域 含 思 。

住宅地度 住宅系面積比率 強 負相関 、住宅地 新 集合住宅 建設

、小規模宅地開発 影響 思 。

、住宅地 持 家 求 希望 強 一方 、住宅地 住宅 狭

小化 進 思 。

２

４

１

5-3-11
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第 表 住居形式 構成

第 表 住居形式別 一世帯 延 床面積

5-3-12

5-3-12

秬

秡

の

の あたり べ

衾

衾

）

）

地 名

野 口 町 野 口

野口町古大内

野 口 町 二 屋

野 口 町 坂 井

野 口 町 長 砂

野 口 町 良 野

野 口 町 坂 元

野 口 町 水 足

野 口 町 北 野

一戸建世帯比率（％）

年 年 年

共同住宅世帯比率（％）

年 年 年

地 名

野 口 町 野 口

野口町古大内

野 口 町 二 屋

野 口 町 坂 井

野 口 町 長 砂

野 口 町 良 野

野 口 町 坂 元

野 口 町 水 足

野 口 町 北 野

一 戸 建

年 年 年

共 同 住 宅

年 年 年

19995

52.2

76.7

77.0

68.9

78.3

86.5

90.0

55.9

80.3

2000

56.5

81.9

74.3

70.9

77.3

86.8

81.8

56.3

78.4

2005

57.1

83.5

76.7

74.1

76.9

86.8

80.6

58.9

77.4

1995

46.4

23.2

21.2

30.9

20.7

11.2

5.3

42.7

19.4

2000

41.7

18.1

24.2

28.5

21.5

12.0

15.8

42.2

21.1

2005

41.6

16.2

21.9

25.3

22.3

12.1

16.6

39.7

22.0

19995

107.3

105.0

92.0

104.4

106.0

111.7

107.2

115.9

104.7

2000

110.0

106.0

97.5

106.5

108.3

112.0

114.1

123.5

110.5

2005

111.5

105.9

98.1

108.1

106.6

111.9

115.6

128.2

111.6

1995

61.3

56.5

32.7

48.4

53.8

54.7

38.1

54.6

60.0

2000

59.2

54.2

51.6

44.7

59.3

60.7

53.2

52.3

59.5

2005

60.5

51.0

53.7

51.5

59.0

57.2

57.0

56.0

59.6

（㎡）

７．住居形式 地域と

住居形式 住宅 住 、 注目 。住居形式 戸建

住宅 共同住宅 。第 表 全世帯 占 比率 示 。一戸建 住宅

野口町坂元、野口町良野、野口町二屋 比率 高 、 、国道 号南部 用

途地域 低層住宅 、一戸建住宅 多 地域 。一戸建 比率 、

野口町坂井、野口町野口 上昇 反面、野口町坂元、野口町北野、野口町長砂

、共同住宅世帯 拡大 。国道 号 近 利便性 高 一帯 。

延 床面積 一戸建 地域 増加 傾向 。共同住宅 地

域差 、共同住宅 割合 上昇 、野口町坂元、野口町長砂 増加傾向

。 水準 高 住宅 増加 可能性 高 。

次 比率 一世帯 延 床面積 土地利用 指標 相関係数 求 、第

表 通 。

一戸建 世帯 比率 、専門化係数、変動係数 負相関 、混在 地域

としてどのような に むか ということに する では

と がある にその に める を す て は

などで が く いずれも が

として とされており が い である ての は

で している で

は が している からも く が い である

べ では てについてはどの も する にある では

があり の が している では に

ある より の い が している が い

に と あたりの べ と の との を めると

の りである

て の は とは であり した にお

5-3-12

5-3-13

２

２
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第 表 土地利用 指標 一戸建 世帯 比率 延 床面積 相関係数

第 表 土地利用 指標 共同住宅世帯 比率 延 床面積 相関係数

5-3-13

5-3-13

秬

秡

の と て の と べ の

の と の と べ の

衾 衾

衾 衾

） ）

） ）

専 門 化 係 数

変 動 係 数

住宅系面積比率

住 宅 地 度

一戸建 世帯比率

年 年 年

一戸建 世帯平均延 床面積

年 年 年

専 門 化 係 数

変 動 係 数

住宅系面積比率

住 宅 地 度

共同住宅世帯比率

年 年 年

共同住宅世帯平均延 床面積

年 年 年

て て べ

べ

1995

0.339

0.193

0.324

0.371

2000

0.366

0.167

0.437

0.515

2005

0.308

0.106

0.462

0.563

1995

0.415

0.499

0.538

0.621

2000

0.406

0.541

0.769

0.85

2005

0.342

0.499

0.813

0.903

1995

0.300

0.166

0.314

0.326

2000

0.340

0.149

0.442

0.499

2005

0.290

0.094

0.458

0.538

1995

0.507

0.491

0.264

0.221

2000

0.272

0.203

0.047

0.069

2005

0.198

0.310

0.212

0.388

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

いて ての が いと われる については で

あり は にかけて している であるが な のある

に ての が く その は くなっている

たりの べ であるが いずれとも を す また の は

きくある にあり の である が より が することになる

てにおける べ は していることから する において の

の があると われる なお については での が いと

われる

の から では とはやや なり になって むしろ に

した での が していることがわかった のみが する な と

いうよりも な において が する がみられた に に いなど

の い への がみられる ただ としては が んでいること

は めない

さて の の について えると ごろまでは する への

の がみられた しかし その の の などから に

ての を める が したことや の により が

したこともその と われる

その として の や に い からの に む の

と たに する が い との での な が まれる こうした

に り されかねない へのケアの あるいはそれを える の であるソ

シャルミックスの などが の として するであろう

一戸建 比率 高 思 。住宅系面積比率、住宅地度 正相関

、相関係数 年 増加 。住宅地 、多様 住宅 地

域 一戸建 比率 高 、 傾向 強 。

一戸当 延 面積 、 負相関 示 。 相関係数 絶対値

大 傾向 、住宅 適地 方 、 住宅 狭小化 。一

戸建 平均延 床面積 増加 、混在 地域 大型

住宅 建設 思 。 共同住宅 住宅地以外 立地 多 思

。

以上 分析 、野口町 仮説 異 、最近 、 住宅地 適

地区 人口 集中 。住宅 立地 閑静 住宅地

、多様 地域 人口 拡大 傾向 。特 道路 近

利便性 高 地域 人口流入 。 全体 高齢化 進

否 。

、人口 変化 方向 考 、 年 、混在 地域 人

口 移動 。 、 後 住宅地 地価下落 、住宅地 土地、一

戸建 家屋 求 層 拡大 、共同住宅 高層化 、人口密度 上昇

要因 思 。

結果 、旧来 住宅地 工業用地 近 旧来 住宅地 住 高齢者 地

域 、新 流入 住民 多 地区 間 地域的 差 生 。 地域

取 残 高齢者 問題、 支 住民 力 ー

問題 今後 課題 浮上 。

2005

2000

８．野口町 住工混在 課題 提案における の と
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住宅 、持 家、一戸建 住宅 割合 増 一方 、特 国道 面 商

業立地 利便性 高 地域 、共同住宅 転換 進 。 住宅地 中 、

一戸建 面積 狭小化 進 。 開発 思 、世帯

人員 減少 中 、 合 住宅地 、住宅 化 進

考 。

以上 点 踏 、郊外 特徴的 住工混在地域 野口町 課題 今後

提言 考察 。

野口町 、今後住宅地 居住 選 傾向 強 半面、住宅 生活

寄与 施設 周囲 存在 地域 人口 増加 進 思 。

合 住宅選 。一方 、住宅地 戸建 ー層

、近隣商業地域 近 高層住宅 住 世帯 増加 。地域 人口

構成 差 生 、学校、公園等 公共施設 配置 問題 顕在化 可能性 。

今後予算制約、公有地 制約 新 公共施設 建設 困難 。既存施設

柔軟 活用 、用途指定 柔軟 変更 工場跡地 優先的 公園

設置 、住宅地 小規模 生活関連施設 立地 可能 必要

。

野口町 東西 主要交通路線 南北 移動 制限 地域 。地域

化 要因 。現在 自動車 移動 、野口町全体 利便

性 高 地域 、今後 高齢化 難 。特 南北 交通 利

便性 向上 欠 。

現在、公共交通路線 運行 、南北路線 充実

ー 連携 行 、 課題解決 図 。旧来 住宅地域 、

直交 道幅 狭 入 組 道路 多 、公共交通機関 運用 難 、

自家用車以外 自転車 徒歩 移動 可能 、大型店 駐車場 活用

ー 工夫 余地 。

分析 工業地域 準工業地域 接 地域 高齢者 取 残 危険

性 考 。高齢者 際 弱者 、自然災害 大規模工場災害 際

大 被害 事 予想 。被害 拡大 抑 、住民 対象

防災教育 防災 形成、事業者 指導 徹底、住民 助 合

避難訓練 実施 必要 。

日常的 工場 環境基準遵守 、安全投資、安全教育 徹底 欠

。行政 情報 把握 検査、指導 、住民 工場 解決 企業

含 参画 考 。

住宅地域 住宅規模 小型化 進 確 、 開発

進 側面 、全国的 世帯規模 縮小 中 、世帯規模 合

については ち て の が える で に に した

に の い では への が んでいる また の では

てにおいても の が んでいる ミニ のためとも われるが

が をする で ライフスタイルに わせた では のスリム が ん

でいるとも えられる

の を まえ における な である での と

の を する

では への を ぶ が まる のみではなく

に する も に するような での の も むと われる ライ

フスタイルに わせた びといえる で には てのファミリ

が に いエリアでは に む が する により

に が じ の の の が する がある

の から たな の は である を

に することや の な によって には に を

すること での な の も にすることなどが

である

は の で での が される である のモザ

イク の ともいえる のところは での により は

の い であるが の によりそれが しくなる に の の

の が かせない

としてコミュニティバスが されているが の

やコミュニティタクシ との を い この を る の は

せず も く り んだ が いため の が しいため

では や での が なように の を した

パ クアンドバスライドなど の がある

から や とも する に が り されてしまう

があると えられる は が であり や の に

きな をこうむる も される の を えるためにも を と

する や コミュニティの への の による け

いによる などの が になる

に の や の は かすことができな

い も は と のほか と とのトラブルの や を

めてのまちづくりへの も えられる

において の が んでいることも かめられたが ミニ

が んでいるという とともに に が する で に

盧

盪

蘯

盻

用途指定 柔軟化

公共交通 移動制約 縮小

安全 安心 野口町 創

住宅 流動化 促進

の

による の

で な を る

の の
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（第 章第 節 引用文献）５ ３ の
衢

衫
袁
衾

）加古川市総務部総務課統計係、総務省統計局：『事業所・企業統計』 年及 『国勢調査』 年 ー
加工

）総務省統計局： ー ー 『統計 』 ー ー 加工
）総務省統計局、加古川市総務課：『国勢調査』 年、 年及 『住民基本台帳』 ー 加工
）総務省統計局：『国勢調査 小地域統計』 年、 年、 年 ー 加工

2001 2005

1995 2000
1995 2000 2005

び のデ タを

ホ ムペ ジ プラザ よりデ タをダウンロ ドし
び のデ タを
のデ タを

GIS

わせた が されていると えることもできる しかし の の

は い の の には が みなれたコミュニティを れがたく き

な に むという もあるだろう においては で の を

めるような を することも えられるのではないか こうした に を

し また めの を とするファミリ が することで のソ シャ

ルミックスも することができる

の の への の としては の における

の などが えられる を めた を しての など

をベ スとした の が である

住宅 選択 考 。 持家 場合住宅 流動性

低 。旧来 住宅地 中 高齢者 住 離 、大

家 一人住 事態 。野口町 町内 住宅 流動性 高

施策 展開 考 。 住居 住宅地

希望 、 広 住宅 必要 ー層 入居 、地域 ー

促進 。

戸建住宅 地域 賃貸市場 誘導 方策 、情報 提供、賃貸 住

宅 保証 考 。住宅 含 地域資源 活用 居住支援 、家族

ー 住宅支援策 展開 必要 。
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第 図 神野地区 位置

第 図 神野地区 人口・世帯 推移

第 図 神野地区 人口・世帯 推移

5-4-1

5-4-2

5-4-3

の

の の

の の

盧

盪

（加古川市神野地区 住環境 集落地区計画 分析 評価）における と についての と

本節 、加古川市 地域空間構成上重要 位置

占 、都市計画上 重要 課題 市街化調整

区域 土地利用制御（地域環境共生型土地利

用） 課題 検討 。 課題 対 、

全国的 事例 少 集落地域整備法 適用

神野地区 取 上 、 住民 住環境 周辺

環境等 生活環境 対 意向 明

、集落地区計画 適用実態 分析 、＜

地域空間管理＞ 視点 評価 行 。

加古川市神野地区 、加古川市 中心、 加

古川駅部 北東 約 ㎞ 距離 、神野

町 南部 位置 集落群 。（第 図）

市 中心部 極 近 位置

、都市計画上 市街化調整区域 指定

、 立地上、都市計画上 位置 、

地区 農業 住環境 両方 整備 進

大 背景 。

既往文献 、当地区 、 年以降、

人口・世帯数 急増 、

後、 年～ 年 年間 人口・世

帯数 推移 （第 図）、人口 減

少 、世帯数 約 世帯増加 、

分家住宅 考 。

、最近 人口世帯動向 、 年

年 増加 （第 図）。

地区 西側 隣接 、民間宅地開発 石

守団地 立地 、 宅地需要 圧力

高 、 影響 、県道八幡別

府線 大久保稲美加古川線沿 宅地化 進

。 、地区内 通過 都市計画道路

建設 予定 、今後 道路整備

伴 宅地需要 拡大 農地転用 増大 予想

。

は の な を

め の な でもある

における

としての を する その に して

に が ない が されて

いる を り げ その の と

の に する を らかにするとと

もに の の をもとに

という からの を う

は の

から に の にあり

の に する である

このように の から めて い にあり

ながらも は に さ

れており この の づけが

この が と の からの を め

る きな となっている

によると では

がともに したといわれており

その までの の

の をみると はやや

しているが は しており

これはいわゆる によるものと えられる

さらに の をみると

から にかけて している

の に して による

が するなど これまで の

が まってきたが その により

や いに が みつ

つある また を する の

が されており こうした に

う の や の も さ

れる

１．加古川市神野地区 概況の

盧 人口・世帯数 状況 推移の と

JR

3.5

5-4-1

1970

1993 1997

5-4-2

140

2002

2006 5-4-3

衢）

５

第 節 市街化調整区域 新 土地利用制御：神野地区４ における たな
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第 図 神野地区 農地転用状況

第 表 集落地区計画 方針

5-4-4

5-4-1

の

の

衫

袁

）

）

盪

盧

土地利用状況

集落地域整備法 取 組

神野地区 、市街化調整区域 農業

振興地域 指定 受 、転用 許

可 要 農用地区域 指定 、

農振白地地域 、農業 、

農業基盤整備 遅 、一方、都市

都市 ー 施設 整備水準 低

両方 課題 、 ー ー

。 、先 述 、中心地

極 近距離 立地特性 、

開発圧力 強 地域 。

第 図 、 ～ 年 年

間 農地 転用状況 示 、

全体的 自己転用、他者 売却 減少傾向 。 、

後述 集落地区計画 年 施行 影響 思 。

後、耕地面積 変化 、 年 年 減少傾向 。

当地区 、先 述 、市街

化調整区域 、中心市街地

近 、市街化区域 隣接 部

分 、県道 道

路沿 農地 宅地化 進行 。

背景 、当地区

農業 生産条件 都市環境 一体的

整備 必要 、集落地域整備法

適用 。

以降 、神野地区 集落

地域整備事業 追 、

、農業 整備 都市整備 調

整 集落地域整備基本方針 年

策定 。

集落地域整備基本方針 、区

域面積 、農村基盤総合

整備事業（ 場整備事業等） 区域

約 、 場整備事業

年 年 実施 、

換地処分登記 済 。 新

は でかつ

の を けているが に

を する は されておらず

であり サイドからは

が れ サイドか

らも サ ビス の が いと

いう の がある グレ ゾ ンであっ

た また に べたように から

めて にあるという より

が い でもあった

は までの

の の を しているが これ

によると には へ ともに にあるといえる これは

の が に されていることが していると われる その

の は の から の へと にある

は に べたように

であるものの

に く に している

もあるため をはじめとする

いの で が していた

このような から において

は の と の

な が になり

の にいたったものである

その の における

のプロセスを うと ま

ず サイドの と を

する が

に された

この では

のうち

ほ の が

あり ほ につい

ては から まで され

が んでいる ここで

5-4-4 1994 1997

1996

1995 2,327 2000 2,027

1991

122.7

77.5

1991 1995

４

ha ha

ha

ha

２．神野地区 地域整備・土地利用制御 概要における の

による り み
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第 図 集落地区計画図5-4-5 袁）

たに となるのは あり

さらに に

を けている この の の

は で するものとさ

れている

の の

をもとに

の を

く が

の である この は

に を し その

に を し

ている

このうち の で

は のように の

の の

の を

し を に している この では の

に していれば の は となる この の は

の と のル ルに される には と

があり は から まで に し このうち

の と は で している

のル ルとしては の の の

の の の さの の は

の はさくの の の が められている

は の と み わさって まさ

に と とのモザイク の となっている

の のうち の については の つのゾ ンに し

て に をしている では と

の であるが ただし は められない のうち

については では その のゾ ンでは を として

いる ただ は していないため さ を している

や のその のゾ ンでは を い ることがで

きない

また の は の については を さず

農用地 、

農用地以外 協定農地

設 。 協定農地 将来

土地利用 、地域 判断

。

上記 集落地域整備基本方針 土

地利用計画 、農用地区域、

協定農地、若干 非農用地区域 除

、約 集落地区計画区域

区域 。 地区計画 、

年 方針 都市計画決定 、 後

年 集落地区整備計画 決定

。

、集落地区計画 方針

、第 表 、計画 目

標、土地利用 方針、地区施設 整

備方針、建築物等 整備方針 明示

、計画区域 地区 細区分 。 地区計画区域 、地区整備計画

内容 合致 、農地 転用 可能 。 地区整備計画 計画内容 、

集落地区施設 計画 、建築物等 ー 大別 。集落地区施設 道路

公園 、道路 、幅員 ｍ ｍ 段階的 配置 、 幅員 ｍ、

ｍ 道路 公園（ ） 土地区画整理事業区域 確保 。一方、建築

物等 ー 、①建築物 用途制限、②建蔽率 最高限度、③敷地面積

最低限度、④壁面 位置 制限、⑤建築物 高 最高限度、⑥建築物 形態又

意匠 制限、⑦垣又 構造 制限 項目 定 （第 表

第 表参照）。計画図 、集落地区計画区域外 農用地 組 合 、

都市的土地利用 農業的土地利用 状 構成 。

建築物等 制限 、建築物 用途 、上記 ー 対応

、段階的 制限 。低層専用住宅地区 、第一種低層住居専用地域

同等 制限内容 、 共同住宅 認 。形態規制 、建蔽

率 、低層専用住宅地区 ％、 他 ー ％ 上限

。 、容積率 規定 、高 ｍ以下 規定 低層専用

住宅地区 ｍ以下 他 ー 、容積率 ％制限 使 切

。

、建築物 形態又 意匠 制限 、「美観風致 害 、周辺環境

30.7

18.3

62.7

1993

1996

5-4-1

10 10

0.6

5-4-2

5-4-3

50 60

10

12 200

ha

ha

ha

ha

盪 集落地区計画策定 内容

集落地区計画 方針 地区整備

計画

建築物等 制限内容

とその

ア の と

イ の

．

．

４

４

８

７ ，

４
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第 表 建築物等 用途 制限事項

第 表 外壁 屋根 周辺環境 調和可能 色範囲

5-4-2

5-4-3

の の

と の と な

袁

袁

）

）

に するよう する と

の の の

と な にと

どまっているが ガイド

ライン の し

くは の についての

を めており とりわけ

その で な として

についての を してい

る これは の

にともない を け

る が えてきているが

としては な り

みであるといえよう に

は に と の につい

て マンセル を いて

を とすることを めてい

る

調和 配慮 」 一

般 地区計画 地区整備計画

内容 同様、抽象的 記述

、別途、

（「建築物等 形態若

意匠 制限等 指

針」） 定 、

中 特徴的 事項 、

色彩 基準 示

。 、近年、景観法 施

行 、色彩基準 設

自治体 増 、

当時 、先進的 取 組

。具体的

主 外壁 屋根 配色

、 記号 用 低彩

度 貴重 求

（第 表）。5-4-4
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7.5 10

2.5 10

第 表 外壁 屋根 周辺環境 調和可能 色範囲

第 表 集落地区計画 届出件数

5-4-4

5-4-5

と の と な

の

袁

衾

）

）

色

範

囲

（例）外壁 場合

（例）屋根 場合

色系、色相 、 （黄赤色系）～ （黄色系） 明度 以上彩度
以下 。但 、極端 明 色（明度 程度以上） 場合 、

低彩度色 突出色 。（寒色系 ー 、 ー
、突出 印象 受 言 。）

色系、色相 、 （黄赤色系）～ （黄色系） 明度 以下彩度
以下 。（寒色系 ー 、 ー 、突出 印象 受

言 。）

※ 但 、木、石、土、砂 天然素材、人造石、 、無釉瓦、無釉 、銅版 準天然素材
色 、色範囲外 調和 場合 。

※ 、 金属光沢 強 材料 色範囲内 調和 場合 。
※ 屋外広告物 、上記 注意 周辺環境 調和 配色 。

の

の

は かつ
であること し に るい の は
であっても になりやすい のブル や グリ ン

も した を けやすいと えます

は かつ
であること のブル や グリ ンも した を け

やすいと えます

し などの レンガ タイル などの
の は でも する があります
アルミ ステンレスなどの の い は でも しない があります

についても のことに して と のとれた をしましょう

（ 記号 表示）

（ 記号 表示）

マンセル による

マンセル による

YR Y

R Y

届出対象物

工事種別

建物用途

地 区

建築物

他（変更届等）

合 計

新築

増築

他

合 計

住宅

店舗・事務所（併用住宅含 ）

倉庫・農業用倉庫・作業場

他（公共施設）

合 計

低層専用住宅地区

低層一般住宅地区

低層一般住宅地区 ・地域利便地区

低層一般住宅地区

地域利便地区

合 計

総件数 構成比

その

その

む

その

窕

窕

窘

96

14

10

24

6

8

1

15

12

0

2

0

14

1

11

1

0

2

15

97

15

0

15

11

4

0

15

13

1

1

0

15

0

15

0

0

0

15

98

9

0

9

7

2

0

9

9

0

0

0

9

0

0

1

0

0

1

99

7

0

7

3

4

0

7

6

1

0

0

7

0

6

1

0

0

7

00

14

1

15

13

1

1

15

13

0

1

1

15

12

2

1

0

0

15

01

55

4

59

53

2

4

59

53

2

0

2

57

56

4

0

0

0

60

02

48

3

51

45

3

3

51

40

5

3

0

48

43

5

1

0

0

49

03

62

3

65

56

6

3

65

58

1

2

1

62

58

4

2

0

1

65

04

43

4

47

40

3

3

46

40

2

2

0

44

35

11

1

0

0

47

05

35

4

39

31

4

0

35

30

1

2

2

35

21

6

1

0

7

35

06

36

3

39

35

1

0

36

29

0

2

1

32

30

1

1

0

4

36

338

32

370

300

38

15

353

303

13

15

7

338

256

65

10

0

14

345

91.4

8.6

100.0

85.0

10.8

4.2

100.0

89.6

3.8

4.4

2.1

100.0

74.2

18.8

2.9

0.0

4.1

100.0

３．集落地区計画 適用状況の

集落地区計画 、地区整備計画 内容 、建築行為等 届出 義務

。 年以降 届出件数 、第 表 示 、 年度 、 件、

建築物 件 、用途別 割近 件 住宅用途 。

区域別 、 ー 、低層住宅専用地区 件 多 占

。届出建築物 延 面積 敷地面積 関係 、敷地面積 ㎡ ㎡

間 集中 。 延 面積 、 。容積率 、指定容

積率 ％ 対 、 低容積 （第 図）。 建築面積 敷地面

積 関係 、建築面積 平均値 ㎡ 、 ㎡ ㎡ 間 集中 。

指定建蔽率 、 ％ 対 、 （第 図）。

では の にそって の が づけられ

ている の は に すとおり までで

そのうち は であるが にはその くの が である

また にみると つのゾ ンのうち で と くを めて

いる の べ と との をみれば から の

に している また べ は かなりばらつきがある でみると

に して かなり となっている また と

との では の は であるが から の に している

に して かなりゆとりがある

1996 5-4-5 2006 370

338 303

256

100 400

200 5-4-6

50 150

50 60 5-4-7

９

４
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第 図 届出建築物 敷地面積 延 面積 第 図 届出建築物 敷地面積 建築面積5-4-6 5-4-7の と べ の と衾 衾） ）

第 表 ー 調査配布回収状況5-4-6 アンケ ト

既 存 世 帯

届 出 世 帯

合 計

配 布 数

（ ）

有効回収数

（ ）

有効回収率（％）

117

40 14

157

109

32 12

141

93.2

80.0

89.8

４．住民 生活環境 当該制度 対 評価による と に する

ここでは らが に した の に するアンケ

ト の をもとに の に って した を する

としては で の のあった のうち

である から などを いた と わせて

に メッシュをかけて した の を

アンケ ト の とすることとした アンケ ト は

に して たに に してきた のため

の と などを った の を し の に

ついては のものを した

は の について の の とライフスタイ

ルについて について に する ご につい

て の を している

アンケ ト は アンケ トとした に

に を い それでも の は のお いをした その

に すように として い となり によるこの

の としては かなり

い を た

、筆者 年 実施 、神野地区集落地区計画 評価 関 ー

調査 内容 、本調査研究 趣旨 沿 加筆 結果 掲載 。

調査対象世帯 、調査年時点 集落地区計画 届出 件 、

実質世帯数 世帯 建築中、新築未入居 除 世帯 合 、

地区計画区域内 ｍ 該当 既存世帯 世帯 合計 世帯

ー 調査 調査対象 。 ー 調査票 、集落地区計画

届出世帯（以下、届出世帯） 対 、新 神野地区 転居 世帯

新住民用 増改築 行 既存世帯用 種類 用意 、 既存世帯

、後者 配布 。

調査項目 、①現在 住環境 、②現在 周辺 自然環境

、③環境共生 、④集落地区計画 対 評価、⑤ 家族

、等 内容 質問 。

ー 調査 留置式 ー 。 年 月 日 配布、同年 月

日、 日 回収 行 、 未回収 場合 郵送 願 。 結果、

第 表 示 全体 割近 有効回収率 、留置式

種 調査 、 高

有効回収率 得 。

1998

51

48 40

25 117 157

117

1998 12 19 12 23

25

5-4-6

袞）

盧 アンケ ト の

ア の

イ

ウ

ー 調査 概要

調査対象世帯 選定

調査項目

配布・回収状況

．

．

．

２

９
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第 図 居住年数5-4-8

盪

蘯

回答世帯 諸属性

環境共生 対 意識 分析 評価

の

に する の と

以下 調査結果 分析、検討 先立 、 ー 調査 回答世帯 諸属性

主 点 次 通 。

回答者 、男性 多 。平均年齢 、約 歳 、年齢層別 地区計

画 届出 世帯 、 歳代 歳代 同 割合 約 占 、既存

世帯 、 歳代 割近 占 。全体 、 歳代 歳代 同 割合

半分近 占 。回答世帯 平均世帯人員 、約 人、平均世代数 、約

、 世代 半分近 占 、核家族世帯 多 。

回答世帯 年齢傾向 、 歳以上 世帯 半分近 占 、 歳以下

世帯 約 ％ 、 高齢化 地区 。世帯別 、 歳以

上 歳以下 世帯 歳以上 歳以下 世帯 割

近 占 。世帯主 平均年齢 約 歳 、職業種 事務・管理職 技能的

職業 無職 割近 占 。

居住年数 （第 図）、既存世帯 、

年以上 半数以上 占 、届出世

帯 、新築届出 年未満、増改築届出

年以上 合 、 割強 占

。

農地所有 有無 、現在所有 世

帯 割弱 占 、所有 世

帯 、 割強 占 。

後述 分析 前提 、地域住民 環境共生 対 意識 生活 対 価値観

。住民 環境共生 対 意識 把握 、①認知度、②関心度、

③今後 活用度、④貢献度 、認知度 段階、 以外 段階 分 評

価 。第 図 、 項目 評価 、最 良 評

価 点、 評価 良 順 点数 与 段階評価 平均値 項目

地区別 （認知度 、 段階 換算 ）。

図 、認知度 、「何 知 」 多 、 知

傾向 。関心度 活用度 、「 関心 」

「 限 活 」 回答 多 、 入居 年未満

世帯 傾向 強 。貢献度 、「 」 多 、入

居 年未満 世帯 最 貢献 。 、環境共生 言葉 対 認

知度 低 、 対 関心度、今後 活用度 高 、特 入居 年未

満 世帯 、環境共生 対 積極的 。 、貢献度

回答 多 、実際 貢献内容 、「節電、節水」、「周辺 草

刈 」、「 」、「自転車 使用（車 乗 ）」、「生 肥料化」等 環

境共生 貢献 。

での の に って アンケ ト の の に

ついて な をあげると の りである

は のほうがやや い は で では

の があった では と がほぼ じ で を め

では が くを めている では と が じ で

くを めている の は は

で が くを めており が い

の は がいる が くを めているが

がいる は であり やや している といえる では

も もいない と がいるが はいない がどちらも

くを めている の は で は と

および がそれぞれ くを めている

は では

のものが を め

では の

の が わせて を めて

いる

の は している

が を め したことがない

は を めている

の の として の に する と に する

をみておく の に する を するために

の について は それ は に けて

してもらった は つの のそれぞれの について も い

には あとは の い に を える の として ごと

に にプロットしたものである については に した

から については となく っている ものが いが やや られて

いない にあることがわかる と については やや がある ま

たは できる りで かしたい といった が いが とくに から の

でその が い については わからない とするものが いが

の が も している これらから という に する

はやや いものの それに する の は く に

の が に して であるといえる しかし についてはわ

からないといった が いが の として の

り リサイクル の に らない ゴミの の

に しているものもいる

52.4

30 40

50 40 50

4.3 2.1

65 14

35 65

14 65 14

54.8
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第 図 環境共生 対 意識評価（平均点 ー ）

第 図 環境共生 実現 向 意向（平均点 ー ）

5-4-9

5-4-10

に する プロフィ ル

の に けての プロフィ ル

つぎに の の に する を うために それに と われる

を つ り げ その を そう う から そう わない

までの の として と に けてプロットしてみる

まず の と では や が

システムをつくる といった の を に うことについては

に でまとまっている しかし にみえた で を う へ

の がわかるシステムをつくる の では ではあるものの その

は く とくに はではやや である に や が しても

に があるほうがよい といった との に する については

にかなり であるが に の でその が く な

となった の からの の についての で を す

る という では に に い を ている の の と

もいえる まちや に がある という は に があると して

いるものが いが の でかなり であるのは もっともであろ

う また に する では に

している および やや している と しているものが ほとんど

の に して く していることから で に することが

を する を めていることを している

、今後 環境共生 実現 対 意識 問 、 必要 思

項目 取 上 、 評価 「 思 」（ 点） 「 思 」（ 点）

段階評価 平均値 、地区別 居住年数別 分

（第 図）。 、届出 有無 居住年数別評価 、「行政 企業 環境共生実

現 」 環境共生 実現 社会的 行 、全体

的 肯定的 。 、目 形 環境共生 行 「環境共生

貢献度 」 項目 、肯定的 、 評価

低 、 届出世帯 否定的 。「家 虫 小動物 侵入 、

周辺 自然 」 生態系 共生 関 項目 、全

体的 肯定的 、特 入居 年未満 世帯 傾向 強 、意外 結

果 。子供 頃 環境教育 必要性 「学校 環境共生 学習

」 項目 、全体的 非常 高 評価 得 。最後 環境共生 基本

「 地域 愛着 」 項目 、全体的 愛着 回答

多 、入居 年未満 世帯 否定的 、

。 、環境共生 対 貢献度別評価 （第 図下図）、環境共生 「大

変貢献 」 「 貢献 」 自己評価 、

項目 対 高 肯定 、日常生活 環境共生 貢献 、

環境共生 実現 可能性 高 示 。

５ ３ １

３
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第 図 居住環境評価（平均点 ー ）5-4-11 プロフィ ル

盻 住環境 対 意識 分析 評価

居住環境評価

に する についての と

ア．

現在 住宅、施設 周辺 環境 項目 取 上 、 満足度

「 満足」（ 点） 「非常 不満」（ 点） 段階評価 平均値

項目 （第 図）。 、「電気・ ・上下水

道」、「交通 便利 」 公共施設 不整備 「自動車交通 対 安全性」

対 不満 全体的 。逆 、良 評価 、「日当 良

」 「日常 買 物 便利 」 、 、前者 広 敷地面積、後者 沿

道 ー 建設 要因 思 。田園地域 特長

「空気 」、「緑 豊 」 項目 、満足 評価

低 。 、「公園 利用 」、「子供 遊 場 利用 」 項目

全体 、 不満気味 、入居 年未満 世帯 、 評価

低 。他 入居 年未満 世帯 、「電気・ ・上下水道」、「小・中学校

距離」、「子供 教育環境 」等 項目 全体 平均 低 評価 。

の および の について を り げ その を

たいへん から に までの の と

して ごとにプロットした これをみると ガス

の さ といった の と に する

に する が にみられる に い をしているのは りの

さ と の い の さ であり これは は い は

のショッピングセンタ の が であると われる の である

のきれいさ の かさ といった には はしているものの

は い また の しやすさ の び の しやすさ の が

としては やや であるが の は その がさらに

い にも の は ガス への

の のよさ の で の より い をしている

19
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第 図 利用 買物 場所、店 種類 頻度5-4-12 おもに する の の および

第 図 利用 医療施設 場所5-4-13 おもに する の

イ の

ウ に する

．

．

買物・医療施設 利用状況

生活利便施設 対 設置希望

上記 分析 、当地域 住民 、日常 買物 対 満足 、医

療施設 関 、 不満 傾向 示 。 、

前章 同様 利用状況 明 。

第 図 、調査対象世帯 買物 場所、店 種類 頻度

ー 。 買物 場所 、圧倒的 「家 近所」 多 、

前述 神野地区 南北 走 沿道 ー 利用

思 。 他 、市内幹線道路沿 店舗 比較的利用 。店

種類 、「 ー ー ー 」

割近 占 、 、沿道

ー 指 思 。

、「大型 ー」 利用

。買物 頻度 関 、「 毎日」

約 割、「週 ～ 回程度」 約 割占

。

、医療施設 場所 （第

図）、「家 近所」 割強、「 他 加古

川市内」 割弱 、個人 、利用 医療施設 偏 推

定 。

結果 示 、当地域 市街化調整区域 、

商業施設 医療施設 周辺 存在 、買物 関 、 便利

状況 。 、集落地区計画 、「地域利便地区」 設 、幹

線道路 沿道 中心 、地域住民 利便 供 店舗 建

、住民 一体 他 施設 欲 。

第 図 、生活利便施設 対 希望 表 。回答方式 、前

章 示 。 図 「最 」生活利便施設 、

「医療施設」 最 多 、 他 、「日用雑貨洋品店」、「衣料品施設」、「公

共施設」 比較的「最 」施設 。「 」施設

の で の は の に してはかなり しており

に しては やや といった を していることがわかった ここでは

と にその を らかにしていくこととする

は のおもな の の および について

のデ タである まず の については に の が く これ

は したように を に る のショッピングセンタ を してい

ると われる その では いの が されている

の としては ス パ マ ケット が

くを めており これは のショッピ

ングセンタ を していると われる そのほ

かは ショッピングセンタ を し

ている の に しては ほぼ

が が めて

いる

つぎに の については

の が その の

が みられ によって する が っていることが

できる

これまでの が すように は であるにもかかわらず

や が に しており に してはむしろ かなり な

であるといえる さて では が けられ

の を として の に する などを てることができ

るが は この にどのような を しているのであろうか

は に する を したものである は

で したとおりである この をみると もあればよい は

が も いが その にも

が もあればよい とされている あればよい とし

5-4-12

5-4-

13

5-4-14

８
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４

４
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第 図 生活利便施設 設置希望

第 図 世帯主 通勤状況

5-4-14

5-4-15

の

の

ては もあればよい

としてみられなかっ

た や

サ ビス

ガス などの

などが

げられる また

では

と

が あればよい

として げられている

が ではみら

れない

により に の さに を いていることがわかった

が にどのような を い しているのか についてみてみ

る

の は が の が わせて

と しない が いることを すれば が いといえ

る でも で が を める まで き を する

は にしか たないことと でも しない が めるこ

とを すれば が みられることから が であるこ

とがわかる の は あたり で バイクは

である までの な は が で は

が を める

「最 」

施設

「食料品施設」

「 ー 施設」、電

気・ 工事店

「事務諸施設」

挙 。 、既

存世帯 、「保育施

設」 「事務諸施設」

「 」施設

挙

、届出世帯

。

居住環境評価 、全体的 交通 不便 不満 抱

、実際 交通手段 使 、生活 、世帯主

（第 図）。

世帯主 通勤場所 、自宅 約 割、加古川市内、加古川周辺 都市 合

約 割 、通勤 人 約 割 考慮 、近距離通勤 多

。通勤方法 、車 通勤 割強 占 一方、駅 行 、電車 利用

人 約 割 満 、通勤時間 、通勤 人 約 割占

考慮 、 分以内 割強 、通勤場所 近距離

。自家用車 平均所有台数 、一世帯 約 台 、 約

台 。利用駅 主 移動手段 、自家用車 中心 、移動時間 ～ 分

約 割 占 。

エ について．通勤・通学

5-4-15
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第 図 大都市近郊 農地 役割

第 図 周辺 自然環境 保全 対 意向

5-4-16

5-4-17

の の

の の に する

オ の に する の と．周辺 自然環境 対 意識 分析 評価

居住環境 施設 利用等 関

状況 、以上 結果 得

。 、田園地域 特長 周辺

自然環境 対 、 意向 示

。第 図 、大

都市近郊 農地 役割 意

見 。居住年数別 （上図）、

入居 年 、農地 「生鮮食

料品 供給地」 割合 増 、

以降 減少 、 年以上 居住者

増加 。 、農地 「農家 周

辺住民 交流 場」

場 捉 、居住歴 年以上

。次 、 環境共生 対

貢献度 関係 、「大変

貢献 」 自己評価 、

「農家 周辺住民 交流 場」

割合 比較的高 、農地

場 捉 。

、周辺 自然環境 保

全 望 問 対 、

第 図 示 、 、届出 有

無別 、届出世帯 「人 心地

思 自然 行政 保全」 意見

割合 比較的多 、 分「住民

範囲 身近 自然 保全」 割合 減少

。 、環境共生 対 貢献度

、「大変貢献 」

自己評価 、「住民

範囲 身近 自然 保全」 環境共

生的 意見 割合 高 。 、

居住年数別 、入居 間

年未満 世帯 、「住民 範囲

身近 自然 保全」 環境共生

的 意見 約半分 占 、 以降

減少 、 ～ 年 横這 状態 。 、居住歴 年以上

割合 再 増 、居住年月 長 、自然 保全 対 考 変

。

における の に する

については のような が ら

れた では の である の

に しては どのような を

しているのであろうか は

における の についての

である でみると

してから までは を

の とみなしている が え

それ は し また の

で している また を と

の の というコミュニティの

と えているのは のも

のだけである に これを に

する との でみてみると

している と しているものは

と の の とみなして

いる が く をコミュニティ

の として えている

つぎに の がどのように

されることを むかという に しては

に すように まず の

にみると で が よく

う だけを が といった

の が く その もでき

る で な を の が

している また に する

についてみてみると している

と しているものは もでき

る で な を という

な の がかなり い つぎに

にみると して もない

の では もできる で

な を するといった

な が を めるが それ は

し までは い である しかし が になるとそ

の が び えており が くなれば の に する えも わ

るといえよう

5-4-16
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第 図 土地利用 対 届出 有無 居住年数別評価（平均点 ー ）5-4-18 に する の と プロフィ ル

カ に する についての と

キ コミュニティ に する についての と

．

．

土地利用 対 意識 分析 評価

形成 対 意識 分析 評価

当地域 、市街化調整区域 、開発 原則

、前述 、近年市街化 圧力 強 、幹線道路沿

ー 立地 始 。 故 、開発 含

土地利用 対 調査対象世帯 意向 分析 。第

図 、土地利用 関 項目 取 上 、 対 意見 「 思 」

（ 点） 「 思 」（ 点） 段階評価 平均値 項目

。

、届出 有無 居住年数別 、集落地区計画 再三 行

住民参加 関 「専門家 地域住民 地域

」 項目 関 、高 評価 得 。 、商業施設 立地 関

「商業・文化施設 ー 」 「 小 商店

住宅地周辺 設 」 項目 、前者 、 肯定的 評価 得 、

後者 対 否定的 、施設 望

。次 、交通 関 「道路拡張 、自動車 便利 」

「 公共交通機関 充実 」 項目 、 肯定

的 、後者 意見 分 、入居 年未満 強 公共交

通機関 充実 望 。

当地域 、集落地区計画 新 宅地 整備 、 先、

新参入居世帯 増加 予測 。 際、既存集落世帯 間

形成 問題 予想 。新旧住民 形成 、日常 生活 快

適 暮 必要 、土地利用 計画段階 住民参加

、新旧住民間 良好 関係 不可欠 。 故、 、

現在 地域住民 形成状況 把握 、今後 向 意向

示 。

、現在 地域住民 形成 明 、地域住民

は であるため は としてできないことになって

いるが してきたように の が くなっており い

にショッピングセンタ などが し めている それ にここでは を む

に する の について していくこととする

は に する を り げ それらに する を そう う

から そう わない までの の として ごと

にプロットしたものである

まず の と にみると でも にわたって わ

れた によるまちづくりに する と で のまちづくりを

する という に しては い を ている また の に す

る のあるタウンセンタ をつくる と いくつかの さな を

に ける という では は やや な が られたが

に しては であり としてまとまりのあるものを んでいるといえ

る に に する など にとって なまちにする と

バスなどの を させる の については どちらにもやや

であるが では が かれており のものがより く

の を んでいる

では によって しく が されており これから

の が できる その との のコミュニティの

が になると される のコミュニティ は の を

に らすために であるのはもとより の への をす

ることにおいても の な が となる それ ここでは

の のコミュニティ を し に けてどのような を

しているのかをみていくこととする

まず の のコミュニティ を らかにするために との

5-4-18
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第 図 地域住民 価値観 関係

第 図 新規宅地開発 地区 変化

第 図 新旧住民間 農地 利用方法

5-4-19

5-4-20

5-4-21

とのつきあいと の

による の

の の

つきあいがどの あるのかをみる

について

これを に する として

と のどちらを するかという

との をみてみると

を するもののほうが

および とつきあいがあると

している が い を

するものでは とのつき

あいの が し わって とくに

ない と している が くなって

いる

つぎに によって

たな がなされるわけだが

はこれによって がどのよ

うに すると えているのだろうか

は の に する

と と の との

を しているが を するも

のほど の の が わ

る という の が くなり に

が え に が してくる

と が え の

が える という

が している よって

を するものは

のにぎわいよりも

の や を んじ

ているといえよう

また と

での の

については

では に

したくない という

な が と も く それ は に する をもって

もらう や わからない といった が い の として

は な を する が と も いが では な

を る という は も が なく と がつりあっていない

にある

程度 （第

図）。調査対象世帯全体 、

生活 対 価値観 「精神」

「物質」 重視

段階評価 関係 、「精

神」 重視 、「周辺農

家 新住民」 回

答 割合 高 。一方「物質」

重視 、「隣近所」

割合 減少 、代 「

」 回答 割合 高

。

、今後、集落地区計画

新 宅地建設 、既

存世帯 、当地区

変化 捉 。

第 図 、地区 変化 対 意見

「田舎」 「都会」 価値観 関係

示 、「田舎」 重視

、「農村集落 独特 風景 変

」 意見 割合 多 、逆

「人 増 、地域 活気 増 」

「交通量 増 、事故

危険性 増 」 意

見 減少 。 、

「田舎」 重視 、

地域 農村

独特 風景 自然 重

。

、農地所有世帯 新

住民間 農地 利用方法

（第 図）、

農地所有世帯 、「特

利用 」 消

極的 意見 割強 最 多 、 以外 、「年中行事 参加 機会

」 「 」 意見 比較的多 。一方、新住民 意見

、「新鮮 作物 購入 」 約 割 最 多 、農地所有世帯 「新鮮

作物 得 」 意見 最 割合 少 、需要 供給 状況

。

5-4-19

5-4-20

5-4-21

５

２

３
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第 図 形成 対 地区別評価（平均点 ー ）5-4-22 コミュニティ に する プロフィ ル

以上 、現状 明 、今後 形成 対

意向 示 。 、 形成 関

項目 取 上 、 対 意見 「 思 」（ 点） 「 思 」

（ 点） 段階評価 平均値 項目 （第 図）。

、地域内 形成 関係 「祭 年中行事 地域

活性化 」 「地域 地域住民 協力 」 項目 、

全体的 肯定的 評価 。 、入居 間 年未満 世帯

届出世帯 評価 低 、 地域 示 。 、地域

外 形成 「集客施設 、都心部 交流 」

「情報 ー 充実 」 、前者 、全体的 否定的

、後者 肯定的 、先 逆 、 年未満 世帯 届出世帯

評価 高 。

前述 集落地区計画 建築物 用途 等 対 制限事項

、届出建築物 届出時 図面資料 住民 集落地区計画 対 意向 通 、集

落地区計画 適用状況 把握 、 実効性 有効性 評価・検討 。

分析 対象 、 年 月現在 集落地区計画 届出 総数 件 、

届出対象物 建築物 、工事種別 新築（建築中 含 ） 増改築

分析対象建築物 。 結果、分析対象建築物 件 選出 。

対象建築物 規模 明 、新築 増改築 分 、

建築面積 延床面積 、 、建築面積 全般的 、 ㎡～ ㎡

多 、特 新築 ㎡未満 約 占 。増改築 全

体的 、 ㎡未満 。延床面積 、全

体 、 、新築 ㎡未満 約 割 占

一方 、増改築 、 ㎡以上 約 ％ 占 、新築住宅 既存

集落 住宅 規模 差 示 。

のように は らかになったが のコミュニティの に しては

どのような を しているのだろうか そこで コミュニティの に する

を り げ それらに する を そう う から そう わない

までの の として ごとにプロットした

これによると のコミュニティ に のある りや で を

させる と のことは どうしで する の については

には な をしている しかし して もない の と

の が く まだ になじめていないことを している また

とのコミュニティ にかかわる をつくり との をはかる

と ネットワ クを させる については は にやや で

あり はやや であるが ほどとは に の と の

が い

した の の やデザイン に するさまざまな につ

いて の の と の に する を じて

の を するとともに その と を する

の は までに の のあった のうち

が で では も む および であるもの

を とする その として が される

これらの の を らかにするために と に けて それぞ

れの と をみてみると まず では に

のものが いが に は のものが を めている は

にばらついているが さすがに のものはみられない では

としては かなりばらつきがみられるが は のものが を め

ている で は のものが を めており と

の との の がはっきり されている

４
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１ ３

１

１

３／４
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第 図 建蔽率 容積率

第 図 敷地面積 壁面後退距離

5-4-23

5-4-24

と

と

盪 集落地区計画 規制基準 達成状況

建蔽率 最高限度

敷地面積 最低限度 壁面 位置 制限

による の

ア の

イ の と の の

調査分析対象建築物 件 、前述 集落地区計画 建築 （面積

高 等） 関 規制事項 達成状況 把握 、評価 行 。

第 図 、対象建築物 建蔽率 容積

率 軸 座標軸上

。集落地区計画 建蔽率 最高限度 、低

層専用住宅地区 基準値 ％ 以外 、

％ 、低層専用住宅地区 件 、

基準値 近 値 示 、

双方 基準 満 。 他 地区

、基準値 ％ 越 ー

件 、 高 建蔽率 示

ー 、 農業用倉庫 建

並 特殊 区画 、実質、基準 満

件 。

全体 、特 偏 傾向 平均値 ％ 基準値 ％ 低

、基準 満 比較的容易 。工事種別

、新築 ～ ％ 低 建蔽率 集中 対 、増改築 ％、

％ 付近 集中 、当然 、増改築 、建蔽率 高 傾向

。

敷地面積 壁面 後退距離 、密接 関係

、同時 取 扱 。

第 図 、対象建築物 敷地境界線

壁面 最小後退距離 敷地面積 軸 座

標上 布置 。敷地面積 最低

限度 、低層一般住宅地区 ㎡ 最

小 、低層一般住宅地区 地域利便地区

㎡、低層専用住宅地区 広

㎡ 基準 定 、低層一般住宅

地区 件、地域利便地区 件 違反

。工事種別 、 件 新

築 。

敷地境界線 壁面後退距離 、低層専用住宅地区 ｍ 基準

設 、対象建築物 現状 把握 、 地区 分析

。低層専用住宅地区 件 、両方 ｍ 基準 近 値

、守 。 他 地区 、約半数 件 ｍ 下回

、残 基準 満 。

47

5-4-23

50

60

60

36.0 24

20 30 30 40

5-4-24

130

200 250

1.0

1.1

23 1.0

について した の デザイン や

さ に する つの の を しながら を うこととする

は の と

を の にプロットしたものであ

る の の は

の が である は

であるが のうち

ひとつはやや に い を しているが

とも は たしている その の

では の を えているケ スは

みられるが もっとも い を して

いるケ スは つの だけが ち

ぶ な であるため を

たしていないものは だけといえる

としては に った はなく も と よりも も い

ものとなっており を たすことは であるといえる でみ

ると が の い に しているのに して は

の に しており のことながら のほうが が い

にある

と の は に

しているので に り うことにする

は の から

の の と を の

に したものである の

は が と も

さく と

が がやや めの

と で められているが

で で の が

みられる でみると うち が

である

からの は だけに という が

けられているが の を するため すべての において

する については とやや に い ではある

ものの られている その の でも の が を っている

が りは を たしている
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第 図 最高高 容積率

第 図 外壁 屋根 色 系統

第 図 敷際 緑化 屋根 形態

5-4-25

5-4-26

5-4-27

さと

と の の

の と の

敷地面積 壁面後退距離 関係 、一般的 敷地面積 広 壁面後

退距離 大 。 図 、 傾向 。 、

㎡未満 基準不適格 、壁面後退距離 ｍ以下 示 、

田園環境 築 、敷地面積 最低限度 基準 満 必要 。

当地区 集落地区計画 、容積率 規制 設 、最高

高 規制 、容積率 同時

規制 。第 図 、対象建

築物 最高高 容積率 軸 座標上

。最高高 制限 、

地域利便地区 ｍ以下 、 以外 地区

ｍ以下 定 、対象建築

物 基準 満 、特 問題

見当 。 、対象建築物

～ 階建 、 階建 存在

。 、容積率 最

大 ％ 、第 種低層住居専用地域並

、建築物 ー 関 全

体的 良好 。

建築物 形態 意匠 制限 、前述

主 外壁 屋根 配色 、暖色

系 明 低彩度色 基調 樹木 緑

調和可能 指導 。第 図 、

対象建築物 外壁 屋根 色 暖色系、寒色系、

無彩色 色 系統 分 。

外壁 、茶褐色、薄茶色、 ー 色等 暖

色系 約 ％ 、次 白色、薄灰色等 無彩

色 約 割 占 。不明 割以上

、調和 適 寒色系 見当

。屋根 、灰褐色、灰色等 無彩

色 、約 ％、濃 様々 青灰色

等 寒色系 約 ％ 合 、

調和 適 寒色系 、新築 多 。

、新築 ー ー 均質 屋

根材 多 使 考 。

、建築物 形態又 意匠 制限 、明

確 基準 、敷際 緑化（生 垣、高木

＜苗木 可＞ 植樹等） 勾配屋根 使用

と の をみると には が いほど

も きくなるはずである この からも その はうかがえる しかし

の のものは も を しており ゆとり

ある を くためには の の を たす がある

の では についての が けられていないが

さを することにより も に

することになる は

の さと を の にプ

ロットしたものである さの は

が で それ の

では と められているが

のすべてが を たしており に

は たらない これは がすべ

て てであり てが して

いないためである したがって も

で と み

であり のヴォリュ ムに しては

に であるといえる

の または の としては

したように に と の について

で るい を にすることで の

などとも と している は

の と の を

といった の に けたものである

では クリ ム の

が みられ に の

が を めている が あるも

のの に さない のものは たらな

かった については の

のものが さは であるが

の のものが とせめぎ っているが

に さない は に くみられる

これは にプレハブメ カ などの な

が く われているためと えられる

つぎに の は の では

な はないが の け

も の および の を

200 1.0

5-4-25

12

10

89.6

5-4-26

45

34

32

ウ の さの

エ の は の
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第 図 垣 有無

第 図 居住環境 悪化 対 恐

第 図 田園環境 快適 生活
環境 必要性

5-4-28

5-4-29

5-4-30

またはさくの

の に する れ

にふさわしい な
の

促 、 状況 （第 図）、敷際 緑化

、全体 約 割 、特 新築 、建設 間 多

、緑化 多 。屋根 形態 、陸屋根 、納屋

件 、住宅 関 。勾配 方向 、 方

向以上 約 割 占 、田園環境 。

垣又 構造制限 、地域利便地

区以外 地区 ｍ以下 定 、

図面資料 、垣 高 記

、高 基準 満

不明 、第 図 、

ー 造、生 垣、 等 垣又 設 、

全体 約 割 、高 言及 段階 。 、

現地調査 限 、著 高 見当 思 。

、住民 集落地区計画 建築 誘導 評価 前節

ー 調査 結果 明 。

前述 、近年、当地区 県道

沿 宅地化 市街化圧力 増大

居住環境 悪化 予想 、

一 要因 、集落地域整備法

適用 至 。 、実際 地区 住民

、無秩序 住宅化 進行 、居住環境

悪化 恐 感

。第 図 、居住環境 悪

化 対 恐 感 質

問 対 回答 対象世帯 居住年数別

集計 。「感 」 回

答 、全体 割弱 占 、

割合 居住年数 「 ～ 年」

除 、居住年数 増 高

、当地区 知 居住歴

長 、居住環境 悪化 感

。 、集落地区計画

目標 「田園環境 快適

生活環境 形成」 、住民 本

当 田園環境 快適 生活環

境 必要 質問 。第

しており その をみると の をしているとみられる

ものは で しかなく に では されて もないものが いた

め されていないものが い の については のものは

で あるだけで に してはみられなかった の については

のものが を めており にふさわしいものといえるだろう

はさくの については

の で と められているが

では またはさくの さは されてい

ないため さが を たしているかどうかは

であるが をみてもわかるように

コンクリ トブロック け フェンス の はさくが けられているのは

の しかなく さについて できる ではないといえる しかし

でみた りでは しく いさくなどは たらなかったように える

ここでは からみた による デザイン の を のアン

ケ ト の をもとに らかにしていく

したように は

いの などの の に

よる の が され それが

つの となって の

に った では に の

は な が し

が する れがあると じているので

あろうか は の

に する れを じているかという

に する を の

に したものである じる と

したものは の を めるが

その は が のも

のを いて が えるほど く

なっており をよく る の

いものほど の を じて

いるといえよう また の

である にふさわしい

な の について が

に にふさわしい な

を としているのかを した

5-4-27

1.2

5-4-28

5-4-29

３

１ ３

７

４

６

１ ３

オ はさくの

による の デザイン の

ア に する

．

．

垣又 構造制限

住民 集落地区計画 建築 誘導 評価

生活環境 対 意向

蘯
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第 図 集落地区計画 認知度、評価 理由5-4-31 の およびその

秬

秡

秣

集落地区計画 認知度

認知度 評価 関係

評価 理由 関係

の

と の

とその の

5-4-30

20

5-4-31 85

5-4-31

45 15

5-4-31

図 、 先 同様 居住年数別 、全体

「必要 」 回答 約 割 占 、必要性 高

。 、「必要 」 割合 、相対的 、居住年数 増

高 。

結果 、居住年数 長 、当地区 居住環境 悪化 感 、

改善 必要性 割合 高 、調査対象世帯 約

半数 居住歴 年以上 、当地区 住民 、集落地区計画

生活環境 改善 快 受 容 。

、集落地区計画 行 対 認知度 、既存世帯 届

出世帯 問 （第 図 ）、全体 、約 ％ 「知 」

回答 、直接、集落地区計画 関 届出世帯 認知度

低 、業者任 、 記入者 建築主 考 。 、

集落地区計画 行 対 評価 問 対 （第 図 ）、

全体的 、約半数 「良 」 評価 、「 知 」 回答

、約 割 「良 」 評価 、「何 知 」 回答

、約 ％ 、「 知 」 回答 、約 ％

「良 」 評価 、認知度 高 、良 評価 下

。 、 評価 理由 （第 図 ）、「大変良 」 回答

、約 割 「地域 土地利用 景観 改善 」 理由 、

「 良 」 回答 、 割強 理由 。一方、中立

否定的 回答 理由 、「集落独特 雰囲気 変 」、

「 他」 多 、「 ー 守 行 」 理由 、

少 。「 他」 内容 、「経済性 悪 」、「 ー 守 人

」、「行政 都合 」 意見 。

は それを ほどと に にみたものであるが として

である と しているものは を めており の さがうかが

える また である としている は にみて が える

ほど くなっている

これらの から が くなるほど の の を じ

それを する があるとしている が くなっており の

が であることからして の は による

の を く け れているといえよう

まず が われていることに する について と

に うと として のものが っている と

しているが に わったはずの のほうが が

く せか あるいは が でなかったことが えられる また

が われていることに する の いに しては

には が い と しているが よく っている と した

ものは が い と しており となく っている と したも

のについては のものが まったく らない と したものは

が い と していることから が いものほど い を してい

る さらに その の としては い と したも

のは が の や を したいから を としており

やや い と したものも がそれを にしている およ

び な の としては の が わるかもしれないから

その が く ル ルを らなければ けないから という は かなり

ない その の としては が いから ル ルを らない が

いるから の によるものだから といった がみられる
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第 図 用途 面積 高 等 ー 認知度

第 図 共同住宅建設 規制 対 評価

5-4-32

5-4-33

と や さ のル ルの

の に する

秬 秡用途 関 ー 認知度 面積 高 等 関 ー 認知度に するル ルの や さ に するル ルの

つぎに の に するル ルと や さ に するル ルの

について うと ともほぼ の を しており

で いものが らかの で っている と している しかし ここ

でも ほどと に の が よりも くなっている

で を う は の をしなけれ

ばならないが の をどのように け めているのであろうか

ここでは による の の をみていくこととする

まず に するル ルとして

がどの でも

てることができないということがあるが

それに して はどのように えてい

るのであろうか と

しては の を るためにはよ

い という の がほぼ を め

であれば て

てもよい や の に したデ

ザインや であれば ててもよい と

いった きの が を

めている また の

の にみると を

するものほど の を るためにはよい という の の が

える がみられ も を するものは いろいろな があった

ほうが の に があってよい とする の が と べて も い

さらに では のものは の に したデザ

インや であれば ててもよい といった きの が も く

の をもつもので の を るためにはよい という が

も いことは の え の いが れているといえよう

、集落地区計画 用途 関 ー 面積 高 等 関 ー 認

知度 問 （第 図 ）、両者 同様 傾向 示 、

全体 割近 何 形 「知 」 回答 。 、

先 同様 、届出世帯 認知度 既存世帯 低 。

集落地区計画区域内 建築行為等 行 場合、住民 地区計画 届出

、集落地区計画 規制基準 受 止 。

、住民 基準 有効性 評価 。

、用途 関 ー 、共

同住宅、寄宿舎、下宿 地区 建

、

関 住民 捉

（第 図）。全体

、「集落 景観 守

」 賛成 意見 半分 占 、

「低・中層（ ～ 階） 、建

」 「集落 景観 配慮

形 、建 」

条件付 反対意見 約 ％ 占

。 、「伝統」 「革新」

段階 価値観別 、「伝統」

重視 、「集落 景観 守 」 賛成 意見 割合

増 傾向 、最 「革新」 重視 、「 建物

、集落 景観 変化 」 意見 割合 他 比 最 高 。

、居住年数別 、入居後 年未満 、「集落 景観 配慮

形 、建 」 条件付 反対意見 最 多 、 年

以上 居住歴 、「集落 景観 守 」 賛成意見

最 多 、両者 考 方 違 表 。

5-4-32

5-4-33
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第 図 面積 高 等 関 ー 有効性評価（平均点 ー ）5-4-34 や さ に するル ルの プロフィ ル

つぎに で り った や さ に する つのル ルについて それら

に する の を たいへん である から まったく でな

い までの の として ごとにプロットした

は これを の と にみたものであるが ごとにみ

ていくと の に しては に やや である とみて

いるが は く の が も い をしている

の には の は にまとまった として

やや である と している の については やや

である よりも し が く の と が に い

をしている さの に しては として やや で

ある よりも し が いが これについても の は に

が い は の では やや である よりも がやや いが

は も い をしている はさくの の も の で

あるが これも の が も くなっている のこれらのル ル

の については では やや である よりも し い をしており

そのうち が も く の が も く している

また これを の でみると と の は

すべての について も い をしており に も く をしているの

は と に く が むほど い をしている

にみて も であると されているのは の

であり に が いのは は の はさくの

の である また ル ルの に して の は

、前節 取 扱 面積 高 等 関 ー 、

対 有効性 評価 「 有効 」（ 点） 「 有効

」（ 点） 段階評価 平均値 項目 （第

図）。上図 、 届出 有無 居住年数別 、項目

、「建蔽率 最低限度」 対 、全体的 「 有効 」

、評価 低 、入居後 年未満 世帯 最 高 評価 。「敷地面

積 最低限度」 入居後 年未満 世帯意外 、全体的 意見

「 有効 」 評価 。「壁面後退距離 制限」 、「 有

効 」 少 評価 高 、入居後 年未満 世帯 届出世帯 特 高 評

価 。「高 最高限度」 対 、対象世帯全体 、「 有効

」 少 評価 低 、 入居後 年未満 世帯 特 評価

高 。「形態又 意匠 制限」 、「 有効 」 評価 低 、

届出世帯 最 低 評価 。「垣又 構造 制限」 同様 評価

、 届出世帯 評価 最 低 。最後 ー 全体

有効性 、全体 「 有効 」 少 低 評価 、

届出世帯 最 低 、入居後 年未満 世帯 最 高 評価 。

、 回答者 年齢層別 （下図）、 歳代 歳代 回答者 、

項目 、最 高 評価 、逆 最 低 評価

歳代 歳代 多 、年齢 進 高 評価 。

全般的 、最 有効 評価 、「壁面後退距離 制限」

、逆 評価 低 、「建蔽率」、「形態又 意匠 制限」、「垣又

構造 制限」 。 、 ー 有効性 対 、入居後 年未満 世帯 高
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第 図 ー 有効性評価 ー 対
意向 関係

第 図 ー 運営 団体

第 図 快適 生活環境 形成 必要

5-4-35

5-4-36

5-4-37

ル ルの とル ルに
する の

ル ルを すべき

な の に なもの

い をしており は も い

をしているが の

が に まれていることを す

れば について した の

がかなり いものである

に からみた

の を うこととする は

した や さ に するル ル

に する とル ルに する

との を している ル ル を

である と しているものほど

のル ルに している ちょうどこのく

らいのル ルがよい の の が く

に ル ルが しすぎるので もう し

の にしてもよい というやや

の の が している しかし

である と しているものの に

も もう しル ルを しくした がよ

い という ル ルの を す も

いくつかみられる

つぎに は として

されるものではあるが として

こうしたまちづくりル ルを が する

かをみると では

と の といった と の

によるまちづくりを す が

を めるが に する の

にみると している と

しているものほど の

のまちづくり といった

だけによるまちづくりを した の

が くなっており していない と

しているものほど と

の の の が えている

また にふさわしい な

を するのに が かというこ

とについては に す

る として を するものほ

評価 、届出世帯 、最 低

評価 、入居後 年未満 世帯

、届出世帯 含 考慮

、増改築 届出 世帯 評価

低 。

最後 、住民 集落地区計画全体

評価 行 。第 図 、

前述 面積 高 等 関 ー 全体

対 有効性評価 ー 対 意向

関係 示 。 ー 全体 「有

効 」 評価 、現状

ー 賛成 「

ー 」 意見 割合 高 、

逆 「 ー 厳 、 少

個人 自由 」 反対

意見 割合 減少 。 、

「有効 」 回答 中

、「 少 ー 厳 方

」 現状 ー 強化 示 意見

。

、集落地区計画 行政計画

実施 、一般論

ー 誰 運用

（第 図）、全体 、「行

政 地域 自治会」 行政 市民

協力 示 意見 約 割

占 、環境共生 対 貢献度 自

己評価別 「貢献 」 自己

評価 、「地域 自治会」、

「地域 協議会」 住民

示 意見 割合

高 、「貢献 」

自己評価 、「行政 地域

自治会」 意見 割合 増 。

、田園環境 快適 生活

環境 形成 、何 必要

（第 図）、生活 対

価値観 「保護」 重視

１

４

エ による の．住民 集落地区計画 全体評価
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第 図 快適 生活環境 形成 寄与
可能性

5-4-38 な の に
する

ど どうしの や に

する のようなソフトに する の

とハ ドに する や などの

かな の の が くなっており

に を えない の の

が している さらに では

のものの が の

ものより したソフトに する の

が いが ハ ドに する の は いこ

とから ソフト を しているといえよう

つぎに の によって その

である にふさわしい な

が されるかという いについてみると では

して もない のものの が のものより な の

が く の では が がるほど な が し

ているといえよう また のものと のものは

な の が い

に による の を に えるために して

きた のル ル に する と の である への

に する の など カテゴリ に

ついて を みたところ クラスタ

によるグル ピングの の

つのタイプに することができた

それぞれの をあげると の は ル ルをたいへん で

あるとみなしており のル ルに している また な に

なものとして や さ に するさまざまなル ル に

した ある の による ある を げている

にやや していると している のものの が い

の は ル ルを やや である ものとみなしており それによっ

て な が されると っているものが く

の の が い

の は ル ルの に して どちらともいえない としてお

り のル ルに して しすぎると じている による な の

には どちらともいえない といった な を しており それに

なものとして に した に する かな

といった との を に つことを げている の および

を するものが い

「地域住民 交流」 「自然環境 対

配慮」 関 項目 意見

ー 関 「農地 山林、河川 豊

自然」 意見 割合 高 、

「環境 悪影響 与 土地利用」 項目

割合 減少 。 、居住年数別 、

居住歴 年以上 方 入居後 年未満

、前述 関 意見 割合

高 、 ー 関 意見 割合 低

、 面 重視 。

、集落地区計画 実施 、

目標 田園環境 快適 生活環

境 形成 問 （第 図）、居住年数別 、入

居 間 年未満 方 、居住歴 年以上 肯定的 意見

割合 高 、回答者 年齢層別 、年齢層 上 、肯定的 意見 増加

。 、居住歴 年以上 歳代 、比較的否定的

意見 割合 高 。

最後 、住民 集落地区計画 評価構造 総合的 捉 、前述

住民 ー 全体 対 意向 、住民 特性 「環境共生 貢献度」、

「生活 対 価値観」、「回答者 年齢層」、「居住年数」 、計 ー

数量化Ⅲ類 試 （第 図）、 ー分析（最長距離法）

ー 結果、①積極的制度活用型、②制度賛成型、③制度留保型

大別 。

特徴 、① 積極的制度活用型 、 ー 有効

、現状 ー 満足 。 、快適 生活環境 必要

、「用途 面積、高 等 関 ー 」、「生活環境 適

応 秩序 土地利用」等 規制 秩序 土地利用 挙 。環境共

生 貢献 自己評価 歳代 意見 比較的多 。

② 制度賛成型 、 ー 「 有効 」 、

、快適 生活環境 形成 思 比較的多 、入居後 年未満

歳代 意見 多 。

③ 制度留保型 、 ー 有効性 対 、「 」

、現状 ー 対 厳 感 。制度 快適 生活環境

形成 、「 」 中立的 意見 示 、 必

要 、「環境 配慮 土地利用」、「自然 対 配慮」、「豊 自然」

自然 関係 良好 保 挙 。 歳代 「伝統」

「保護」 重視 多 。

20

5-4-38

20

20 30

33

5-4-39

40

30

50

１

１

３

１



－ －135

第 図 数量化Ⅲ類 制度評価構造5-4-39 による

６．調査分析のまとめ

本節 、加古川市神野地区集落地区計画 、実際 届出 建築物 対象

適用実態調査 届出世帯 周辺 既存世帯 対 ー 調査 通 、

生活環境 対 意向 明 、制度 実効性 有効性 評価

試 。 結果、次 諸点 明 。

① 住民 、居住環境 対 、公共施設 不備 不満 抱 、一方、日常

買物 住宅 規模 満足 。

② 住民 環境共生 対 意識 、認知度 低 、関心 、今後

範囲 活 意見 多 。 、現時点 貢献度

「 」 自己評価 多 、環境共生 対 。

③ 生活 対 価値観 、「自然」 重視 。

④ 今後 環境共生 実現 対 項目 、環境共生 社会的 広 、実現

意見 個人的 問題 関 意見 前者 、 肯定的 。 、

環境共生 「 貢献 」 自己評価 、 項目 肯

定的 。

⑤ 周辺 農地 利用 、自然環境 保護 、居住歴 年以上 環境

共生 「 貢献 」 自己評価 、農地 自然 対 、自

関 積極的 意見 多 。

では について に をした を

にした とその と の に するアンケ ト を じて

に する を らかにするとともに の と についての

を みた その のような を らかにした

は に して の に を いているが

の や の などには している

の に する は は いものの はややあり も

できる で かしたいという が い また での については

わからない と するものが く に してはこれからといえる

に する については をとくに している

の の に する については を に め

していく と な に する には に より である また

に やや している と したものは これらの にかなり

である

の の や の については のものや

に やや している と するものに や に して らが

わっていく な が くみられる

盧 住民 生活環境 環境共生概念 導入 評価の における の についての

20
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⑥ 商業施設 立地 、「 ー 」 、全体的

肯定的 、「小 商店 」 意見 否定的 。

⑦ 既存世帯 、新 宅地 建設 地区 変化 対 意見 多 、

「田舎」 重視 地域 農村独特 風景 自然 重

。

⑧ 地域住民 、「自治会 寄 合 」、「隣近所」 多

、「精神」 重視 住民 「既存世帯 新住民」

割合 高 。

⑨ 新旧住民間 農地 利用 、農地所有世帯 消極的 一方、新住民

、「新鮮 作物 売買 」 意見 多 、意見 相違 。

⑩ 今後 形成 対 、地域内 関 入居 年未満

、 否定的 、総合的 肯定的 。 、地域外 交流

関 、「集客施設 、都心部 交流 」 否定的 。

集落地区計画 、法定計画 、当然、 実効性 原則的 担保

。 、 、共生型空間管理 視点 、少 踏 込 考察

。

① 建蔽率 、基準 満 件、敷地面積 、低層一般住宅地

区 件、地域利便地区 件 。

② 敷地境界線 壁面後退距離 、低層専用住宅地区 規定 、

届出建築物 基準 満 、規定 他 地区 、約半数 壁

面後退 行 。敷地面積 規模 程度 、基準 遵守 可

能 。

③ 高 最高限度 、 基準 満 、容積率 最大

％ ー 関 、良好 状況 。

④ 建築物 形態又 意匠 制限 関 、地区整備計画 抽象的 規定

、建築物 色彩 指針（ ） 。 、

推奨 、絶対的 担保 困難 。調査

、調和 適 寒色系 、屋根 約 割 。 、敷際 緑化

約 割 、新築 少 。屋根 形態 、傾斜屋

根 方向以上 勾配 約 割 占 。

① 居住環境 悪化 感 割弱、田園環境 快適 生活環

境 必要 約 割 占 。 、当地区 住民 、集落

地区計画 生活環境 改善 受 容 。

② 集落地区計画 全体 約 ％ 「知 」 答 、「 知 」

、評価 良 。 、約 割 「地域 土地利用 景観 改善

」 理由 良 評価 。用途、面積 高 等 対 ー

認知度 割近 「知 」 回答 。

の については タウンセンタ をつくる ことには にや

や であるが さな をつくる という にはかなり である

は たな の による の に してマイナスの が く

とくに を するものは のにぎわいよりも の や を

んじている

とのつきあいでは や り い といったものが

く を する が および とのつきあいがあるとし

ている がもっとも い

の の については は である

は な を する といった が く の がみられる

のコミュニティの に しては に することでは の

ものは やや であるが には である しかし との

に しては をつくり との をはかる ことに である

は であるため その は に されるも

のである ただ ここでは という から し み んで

する

では を たしていないものが では

で で ある

からの については で されており

は を たしているが されていない の でも は

を っている の がある あれば を することは

であるといえよう

さの では すべてのものが を たしており も で

とヴォリュ ムに しては な といえる

の は の に しては では な にとど

まっているが の については ガイドライン をもつ これは あ

くまで されるものであるため に することは である から

は に さない のものが では みられる また の

がみられるのは しかなく では ない の については

の をもつものが を めている

の を じているものは にふさわしい な

を としているものは を める このことから の は

による の を け れているといえる

を の が っている と えており よく っている

ものほど が い また のものが の や を した

いから という で い をしている や さ に するル ルの

もそれぞれ くが っている と している

１

１

８ １

３

３

３ ７

６

８

６

８

盪

蘯

集落地区計画 規制基準 達成状況 実効性 評価

住民 集落地区計画 有効性 評価

の の からみた の

による の の

窕

89.6

85
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③ 共同住宅 建 、半数 「集落 景観 守

」 賛成意見 示 。 、 、「伝統」 重視

多 。

④ 面積 高 等 関 ー 有効性 、全体的 有効

、年齢層 上 傾向 強 。 評価 高 、現状 基

準 満 多 「壁面後退距離 制限」 、住民 当地区 住

宅 現状 認識 。次 、「敷地面積 最低限度」、「高

最高限度」 高 評価 。

⑤ ー 基準 対 、半数以上 「 ー 」

、 ー 有効 評価 傾向 。

⑥ ー 運営 、「行政 地域 自治会」 半官半民型 望

約 割 占 、環境共生 貢献 、「地域 自治会」 「地

域 協議会」 自治 望 。

⑦ 快適 環境 必要 、「自然環境 対 配慮」、「農地 山林、河

川 豊 自然」 自然 ー 項目 回答

比較的多 。居住年数別 、 年未満 自然 物理的 必要

、 年以上 住民 交流 自然 配慮 心理的 必要

。

⑧ 制度 快適 生活環境 形成 可能性 、肯定的 意見 割

、中立的 意見 約 割 多 、現状 時点 、判断

。

⑨ 住民 制度 対 評価構造 、①積極的制度活用型、②制度賛成型、③制

度留保型 分類 。

市街化調整区域 土地利用 ー 方 、神野

地区集落地区計画 、 手 与 。 一 、本節 冒頭

、都市的土地利用 自然環境・農業的土地利用 調和 共生的土地利

用 。 手法 集落地区計画 。 、分析 結果 、地区計

画 建築誘導制度 建築 ー 対 、一定 成果 、

隣地 関係 敷際 、 景観 、現行 規制内容 、「閑

静 既存集落 住環境 生 、 田園環境 形成 」 制度

目標 一 果 。住民 壁面後退距離 制限

生活環境 形成 効果 評価 対 、制度 一部 地

区 適用 、壁面後退距離 制限 地区 設 必

要 。 、住民 評価 建築 外観 敷際 現状 、 少

詳細 徹底 指導 行 検討 。

、共生的土地利用 実現 対 、現行制度 付 加 考

。第 図 、共生的 地域空間 創造 、居住者 住意

識 居住 自然、農業的 都市的 共存共生

を てられないことについて のものが の を るために

はよい という を している また それは を するものに

くみられる

や さ に する つのル ルの については に とみなし

ており が がるほどその が い もっとも が いのは で

を たしていないものが い の であり は の

の をよく しているといえる いで の さの

を く している

ル ルの に しては が ちょうどこのくらいのル ルがよい と

しており ル ルを であると しているものほどその がみられる

ル ルの については と の といった を むも

のが を めるが に しているものは の や

のまちづくり といった によるものを んでいる

な に なものとしては に する や

などの かな といった のソフトとハ ドの を しているものが

い では のものが といった なものを

とし のものが の や への といった なものを と

している

による な の の については な は にみ

たず な が ともっとも くみられ の では しが

たい

の に する として

の つに することができた

におけるこれからの コントロ ルのあり について

は いくつかの がかりを えてくれる その つが の

にもふれたが と が する

である そのための が である ただ の からは

による は のヴォリュ ムに しては の をあげているが

との および について また については の では

な の を かし ゆとりある の をはかる という の

の つを たせないことになりかねない が の をもっとも

ゆとりある の に があると しているのに し では の

だけにしか しておらず の をすべての に けることが

であろう また は していないが の や の から もう し

かつ した を うことも すべきである

そのため の に して に け えることが えられ

る にみるように な を するためには の

や スタイルにおいて なるものと なるものとが する

６

４

１

４

４

３

20

5-4-40

盻 共生的 地域空間 創造な の
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第 図 共生的 地域空間 創造 構図5-4-40 な の の

（第 章第 節 引用文献）

（第 章第 節 参考文献）

５ ４

５ ４

の

の
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衫
袁
衾
袞

）有田博之 福与徳文（ ）：『集落空間 土地利用形成』日本経済評論社
）加古川市基本調査（平 年～ 年） ー 作成
）加古川市都市計画部都市計画課：『加古川市神野地区集落地区計画』 引用
）加古川市提供集落地区計画届出 ー 加工
）参考文献 ）

）有田博之 福与徳文（ ）：『集落空間 土地利用形成』日本経済評論社
）兵庫県加古川市総務部総務課（ ）：『加古川市統計書（平成 年度版）』
）近藤裕介（ ）：『大都市圏周辺部 土地利用 実態 評価 関 研究――市街化調整区域 地
域環境共生型土地利用 視点 ――』（神戸大学大学院自然科学研究科博士前期課程修士論文）
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の
デ タをもとに

を
デ タを

より

の

における の とその に する の
の から

p

p

p

ことが となり また の

が する

コミュニティの が と

もなって ましい を

が すること それによっ

てつくられる プログラ

ムが である この

プログラムには とし

て な をもつ の

と では

できない い を

に する などの ル

ルまたは にもとづくル ル

ル ルなどもここに ま

れる などが に す

ることが される このシス

テムによって な

の が となる

前提 、 新旧

居住者 融合 自立的、自律

的 形成 前提

、望 空間像 居

住者 共有 、

空間管理

重要 。 空間管理

、法定計画

強力 担保力 従来 集

落地区計画 、地区計画 規

定 幅広 内容 、柔軟

規定 協定 自主 ー

条例 ー

（景観 ー 含

。） 相補的 機能

想定 。

、共生的 地域空

間 創設 可能 。
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第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第第 章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章章６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６６ 東播磨地域 都市圏域 構造 方（提言）における の のあり

第 図 東播磨都市圏域 広域連携6-1-1 と

ここでは これまでの を まえて と の の からみ

た に してその をいくつかの として じる

の は でみたように を とする

のなかに まれ そのフリンジに する これまで

の は の のベッドタウンとしての を くし

である との が かったが に がその の いに

りがでてきた との の さは に し との

を めた たな な が されつつある

の を えて の はこれまでのような いは まれな

い しであろう そのなかで のフリンジとしての づけという と

の な でなく と との

を にする な の エリアとしての づけが できる

そこで な をいかし それぞれのエリア の

における すなわち と を にしていくことが であ

る それによって に ベットタウン な でなく な の

の につながるものと える

のなかの の での によって として や

を させ これまでにない たな をつくりだすことに すべき

である などの の についても

と のなかで し それぞれ

の のネットワ ク を っていく え が である

、 検討 踏 、東播磨地域 加古川市 都市圏域 構造

課題 対 展望 提言 論 。

東播磨都市圏域 市 町 、第 章 、神戸市、大阪市 中心市

神戸・大阪大都市圏 含 、 位置 。 、東播磨地域

市町 、神戸・大阪大都市圏 西端 性格 色濃 、中心市

神戸市、大阪市 関係 強 、全国的 大都市圏 成長 勢 翳

現在、大阪、神戸 関係 強 相対的 低下 、中播磨圏域 関係

含 新 多元的 関係性 重視 。

今後 人口減少時代 迎 、大都市圏 拡大 勢 見込

見通 。 、大都市圏 位置 中心 周

辺 一元的 見方 、神戸・大阪大都市圏 中播磨、西播磨、北播磨都市圏域

関係 密 広域的 都市集積 中心 位置 想定 。

、広域的 都市集積効果 、 間 生活、文化、産業領

域 連携、 、相互補完関係 役割分担 明確 大切

。 、単 、 的 従属的関係 、広域的 地域全体 地

域力 増進 考 。

都市圏域 都市、地域集積 間 連携 、圏域全体 、利便性

安全性、快適性 増進 、 新 魅力 傾注

。医療、福祉、観光、産業、教育・文化 広域的都市機能 配置 、

神戸・大阪大都市圏 中播磨、西播磨、北播磨都市圏域全体 検討 、

拠点 ー 化 図 考 方 必要 。

１．広域連携 考を える

３ ２ ２

第 節 神戸・大阪大都市圏 今後 東播磨都市圏域 方１ における の のあり
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提言

提言

提言

１

２

３

東播磨地域 広域的 都市集積効果 、 間 生活、文

化、産業領域 関係（相互補完 機能分担） 明確 、東播磨地域

魅力

神戸・大阪大都市圏 一部 従属的 都市圏域 性格

脱 、今後大都市圏 経済的、社会的 文化的 影響 相対的 減 、

経済、社会、文化的 独自 自立 都市圏域 。 、都

市圏域 市 町 地域 、 独自 明確 性格

、全体 、都市的 魅力 活力、豊 自然環境 内在 多様 市民生活

産業面 ー 応 自己充足 広域生活圏 形成 求

。

都市圏域 市 町 地域 独自 明確 性格

、全体 、都市的 魅力 活力、豊 自然環境 内在 多様 市

民生活 産業面 ー 応 自己充足 広域生活圏 形成

東播磨都市圏域 都市構造 構想 上 、 市街地形成 土地利用

地域特性 対応 構造 志向 、 、現在 都市構造 特性

引 出 行 方向（無秩序 ー 防止 ） 、

是正 方向（豊 自然環境 共生 都市空間 ） 考 必要 。

現在、東播磨 低密度 市街地 集落地 分散 都市空間 構成 、 特徴

無理 変 、 地域性 都市空間 ー 新

都市構造 。

東播磨都市圏域 市街地形成 自然環境 共生 土地利用 、地域性

分散 ー 型 都市空間 ー 新 都市構造

がもつ な をいかし それぞれのエリア の

における と を にしていき と

しての をつくりだす

これまでの のフリンジの をなす な という

を して の さらに な を に じていき

にも の した をめざすべきである そのために

の およびそのなかの について それぞれ の な づけがな

され として な と かな を して な や

からのニ ズに じられる できる の をめざすことが め

られる

の およびそのなかの について それぞれ の な づ

けがなされ として な と かな を して な

や からのニ ズに じられる できる の をめざす

の を していく では そこでの と な

どの に した を すべきであり そこでは の の を

メリットとして き して く なスプロ ルの など と デメリット

を する かな と する など で えていく がある

は な や が する の であるが その

を に えていくのではなく その をふまえた パタ ンからなる た

な をめざすべきである

の と と する など をふまえ

た ネットワ ク の パタ ンからなる たな をめざす

２．

３．

自立型広域生活圏 形成

東播磨都市圏域 特性 生 都市構造

の

の を かした

３ ２

３ ２ ，
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第 図 東播磨地域 特性 生 都市構造6-1-2 の を かした

１．低密度、拠点分散型 展望のコンパクトシティへの

コンパクトシティの として で した の は

から であり を とした は が されてい

る などの にとっても であるという がある とりわけ

に するスプロ ル の は な のインフラの を し

の の を いている またインフラを するランニングコストの を

き の となっている

コンパクトシティ にむけた の として な

どがあげられるが コンパクトシティを とする として の

が い や としての をもつ な コミュニティ

の があげられる のコンパクトシティの では に があるが

では むしろ の の に がある

ここで について その を コンパクトシティ と してみていく

と りのコンパクトシティ を に することは が している

および では である むしろ で に してい

る から がネットワ クする の をめざす に

えていくことが えられる

では で に している から がネットワ

クする の をめざす

論点 、低密度 拡散 都市 形態 、持続可能性、地球

環境問題 問題 、自動車社会 前提 都市構造 移動手段 限定

高齢者 交通弱者 問題 論点 。 、郊外化、

低密度 拡散 ー 市街地 形成 、過大 都市 整備 要 、公

共投資 効率 悪化 招 。 維持 増大

招 、財政上 負担 。

化 施策 事例 、札幌市、青森市、仙台市、稚内市

、 可能 条件 、①公共交通 充実、②

中心性 強 （商業集積 観光地 資源 、文化的 拠点）、③

充実 。欧米 論点 、環境問題 重点 、

日本 、 中心市街地 経済活性化、公共経済 効率性 重点 。

、加古川市 、 将来像 、 論 関連

、言葉通 化 単純 志向 、市街地 拡散 東

播磨地域 加古川市 、非現実的 。 、低密度 一律的 拡散

都市構造 、多拠点 ー 分散集約型 市街地 都市構造 変

考 。

加古川市 、低密度 一律的 拡散 都市構造 、多拠点 ー

分散集約型 都市構造

提言４

第 節 加古川市 都市計画課題 対応２ の への
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２．

３．

中心市街地 再生

総合的 複合型 ー 方向

の

な コントロ ルの

近代都市的 構造 、都心（中心業務地区） 同心円状 周辺 広

構成 考 、機能的 求心的 力学 働 従来 ー

。 、近年 中心市街地 衰退 、都市 多様化 表裏一体 、生活者

経済 自由選択 結果 。 中心市街地 再生 、都市

化 深 関連 。 加古川市 場合、第 章 節 触 、低密度

多拠点型、集約市街地 形成 構造的性格 、 市街地

単純 一極都心構造 実情 乖離 、望 都市像 。 都市

圏域 ー 拠点 位置 、役割分担 担

。 加古川駅周辺 、交通拠点 位置 決 軽視

、 歴史的経緯 踏 、 潜在力 生 、経済的 拠点

文化的 側面 加 個性的 多重 魅力 中心市街地 必要 。

中心市街地 、 歴史的経緯 踏 、交通拠点 潜在力 生

、経済的 拠点 文化的 側面 加 個性的 多重 魅力 中心市

街地

第 章第 節 検討 野口地区 分析 、住工混在地域

住居利用 進展 進行 論 。 地域 土地利用 ー

、 動向 見定 上 、 化 土地利用 最小

限 抑 弾力的 複合的 土地利用 前提 地区計画 特別用途地区 手法

検討 。

、調査分析 、土地利用変化 伴 、生活関連施設 整備 市民 ー

地域 社会的 問題 影響 点 指摘 。地利

用 ー 、 ー 前提 地域管理 必要性

。 、地域 物的環境 加 社会的環境 合

検討 。

既成市街地 土地利用 ー 実効性 、弾力的 複合的

土地利用 前提 地区計画 特別用途地区 手法 活用 、 地域

物的環境 加 社会的環境 合 構築

な からいえば から に に がるシ

ンプルな が えられ にも な が いているのが のパタ ンで

ある しかし の の は の と であり と

の の であるともいえよう この の は のコンパク

ト と く している しかし の で れたように

で を すべき からいえば コンパクトな にお

ける な は から し ましい とはいえない むしろ

にネットワ クされる のひとつとして づけられ を うべきであ

ろう とはいえ は としての づけは して されるも

のではなく その も まえて その を かしつつ な のみ

ならず な も えた な の をもつ をめざす がある

では その も まえて としての を かしつ

つ な のみならず な も えた な の をもつ

をめざす

で した における では においてみられる

の が していることを じている こうした での コントロ

ルについては その を めた で モザイク する のデメリットを

に える で な を とした や などの

も されるべきであろう

さらに では に い の などの サ ビ

スやコミュニティなどの の な にも している を している

コントロ ルとともに ソ シャルミックスを とした の がうかが

える そこで の に えて をも わせてマネジメントするプロ

グラムが されねばならない

の コントロ ルを あるものにするため で

な を とした や などの を し さらに の

に えて をも わせてマネジメントするプログラムを する

５ ２

５ ３

JR

提言

提言

５

６
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４．＜都市――農村＞共生型土地利用 ー 方向コントロ ルの

都市――農村 関係 、一般 、農業政策 、都市開発 抑制

機能 生 本来 、近年 日本 現状 、都市近郊 開発

規制 緩 、宅地化 進行 、同時 農家 営農意欲 疲弊

、 開発 容認 悪循環 生 傾向 。 悪循環

引 起 構造的 問題 近郊 ー 生 、市街化調整区域

都市問題 背後 。加古川市 第 章 、市街化調整区域

、市域 占 面積割合 、 土地利用 居住地 性

格 、都市全体 重要 位置 。 、第 章 節 検討 、

都市的土地利用 自然環境・農業的土地利用 調和 共生的土地利用 考 方 必要

。

、加古川市 取 組 、市街化調整区域 土地利用方針 、

ー 準備 、開発 保全 調整 図 。（市街化調整区域 土地

利用方針）

、 年 月 都市計画法

改正（開発許可制度 、技

術基準 条例 弾力的 運用

） 受 、市独自 方針

定 。 、田

園 計画制度 創設 検討

。 、住民 地域

空間管理 条例 位置 仕組

。

市街化調整区域

弾力的 開発 ー 、一

律 開発許可制度 一律 ー 、地域 実情 合 開発

細 ー 意図 、 自体、 開発圧力 低下

全国的 傾向 望 仕組 。 、結果的 、 研究 論点

取 上 都市空間 化 容認 。神野地区集

落地区計画 計画図 農用地 市街地 線引 状況 表

。 、 個々 切片 、計画的意図、計画的秩序

。 ー 的 開発 一線 画 。問題 、 切片 隣接

切片 関係 、 、 全体 絵 描

点 。前者 切片間 関係 、 程度相互調整 仕組

担保 。 全体像 、持続的 調整機能 働 、量

的 質的 問題 生 懸念 。

の をみると には によって を するよ

うな が きていることが であろうが の の では で

が やかであるため が し に の が していくこと

が さらに を していくという が じている がある こうした

を き こす な が のア バンフリンジで じており に

おける の にある は でみたように につい

ては に める からみても そこでの における としての

からも のなかで な にある そこで で したような

と が する の え が

である

すでに の り みとして の として つの

カテゴリ を し と の を ろうとしている の

これは の

の について

を のもとで に

する を けて の とし

て められたものである また

まちづくり の を

している これは による

を が づける み

である

このような におけ

る な コントロ ルは

な による なコントロ ルではなく の に わせて をき

め かにコンロト ルする があり それ マクロにみて が してき

ている な からみて ましい みである ただ に この で

として り げている のモザイク を するものとなっている

の における と の きはまさにそうした を してい

る ただ このモザイクの の は のもとにおかれてい

る スプロ ル な とは を している は モザイクの と するモ

ザイクの との であり また モザイクの がどのような が けているかと

いう である のモザイク の については ある がその

みのなかで される しかし について な が かなければ

にも にも を じさせる がある

３

５ ４

３

５2000
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そこで で べたような プログラムの が

である

については のなかでの な にあることから

と が する の え が で

ある

や の に して これらを に し

と の の に される たなエリアマネジメントの みとして

プログラムを したい これは の での

のツ ルとしても したが く や の をマ

ネジメントしていく で なツ ルとなると えられる

このプログラムのシステムは ベ スに の まちづくりによって し

ていくサブシステムと または について するサブシステムか

らなると えられる のサブシステムでは には として

な をもつ や などの ル ルまたは にもとづくル ルなどが

に し については の ごとの を から

するものである

なお プログラムを するためには に わるさまざま

な の な を い における の

を にモニタリングする みも である

や の に して これらを に し

と の の に される たなエリアマネジメントの みとして

プログラムの が である

プログラムを するために に わるさまざまな

の を い の を にモニタリングする

みが である

、第 章第 節 述 、地域空間管理 創設（以下） 必

要 。

市街化調整区域 、都市全体 重要 位置 、都市

的土地利用 自然環境・農業的土地利用 調和 共生的土地利用 考 方 必要

市街地 市街化調整区域 土地利用、空間変化 対 、 適正 管理 、都

市全体 地域 調整 上 運用 新 仕組 、空間

管理 提案 。 、第 章第 節 市街化調整区域 強制的土地

利用実現 ー 提起 、広 、中心市街地 既成市街地 都市空間

上 重要 ー 考 。

、 ー 地区単位 協議型 決定

、都市 都市圏域全体 調整機能

考 。前者 、実現手法的 、法定計画 強力

担保力 地区計画 協定 自主 ー 条例 ー 相

補的 機能 、後者 、個別 地区 空間管理 、全体的視点 統括調

整 。

、空間管理 実現 、広域・都市・地域 関

情報 一元的 管理 行 、東播磨都市圏域 社会的経済的 空間的動向 変

化 常 仕組 必要 。

市街地 市街化調整区域 土地利用、空間変化 対 、 適正 管理 、

都市全体 地域 調整 上 運用 新 仕組 、

空間管理 創設 必要

空間管理 実現 、広域・都市・地域 関 情報

一元的管理 行 、社会的経済的、空間的動向 変化 常 仕組

必要

５ ４

５ ４

，

提言

提言

提言

７

８
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１．空間管理 必要性プログラムの

第 節 新 創設３ たなエリアマネジメントの
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第 ’図 明石市 通勤通学 人口流動（ ）

第 ’図 加古川市 通勤通学 人口流動（ ）

2-2-3 1970-1980

2-2-4 1970-1980

の による

の による

衢

衢

）

）

東播磨地域 通勤・通学 人口流動（ ）における による 1970-1980
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第 ’図 高砂市 通勤通学 人口流動（ ）

第 ’図 稲美町 通勤通学 人口流動（ ）

2-2-5 1970-1980

2-2-6 1970-1980

の による

の による

衢

衢

）

）
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第 ’図 播磨町 通勤通学 人口流動（ ）2-2-7 1970-1980の による 衢）

（第 章 引用文献）２ の
衢）総務省統計局：『国勢調査』 ー 加工デ タを
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